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研 究 報 告
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要　　旨

目的：本研究の目的は、精神科作業療法（以下、OT）への参加により、看護師が体験する連携の困難と
効果を明らかにすることである。
方法：OTに参加した看護師17名を研究参加者とし、自記式自由記述質問紙とインフォーマルインタビュー
によって収集したデータを質的記述的に分析した。
結果：研究参加者は、OTへの参加により、【OTに有効に関われている感覚の欠如】や【OTに携わる看
護役割の不確かさ】という困難を体験していた。その一方で、【看護の質を向上させる場として活用】、【看
護とOTとの協働】という効果も合わせて体験し、看護師と作業療法士の連携を進めていた。
結論：OTにおける看護師と作業療法士との連携には、OTに関する知識の獲得や連携の効果によって、看
護師がOTへの参加により体験する困難を克服することが重要である。さらに、OTでの看護師と作業療法
士との連携の効果を治療や看護に活用することが有効であると示唆された。
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はじめに
　作業療法とは、身体又は精神に障害のある者、
またはそれが予測される者に対し、その主体的な
生活の獲得を図るため、諸機能の回復、維持およ
び開発を促す作業活動を用いて、治療、指導及び
援助を行うことである 1 ）。作業療法では、担当患
者を集団で扱うことが多く、治療構造が変化に富
んでおり、多様な活動を個々の患者に沿いながら
使用するため、言語的、非言語的交流などが様々
であり、場面が一定していないことが特徴である２ ）。
　精神科では、看護師は作業療法士とともに精神
科作業療法（Psychiatric Occupational Therapy、
以下OT）に関与する機会が多い職種である ３ ）。
これまで、精神科における看護師と作業療法士の
連携については、退院支援 ４ ）５ ）やOTへの参加度
を向上させる取り組み ６ ）７ ）などの事例から、連携
の重要性が指摘されている。また、看護師がOT
に参加することによって、OTでの看護師の役割や 
OTの目的を理解すること、病棟では見られない患 
者の姿を観察できるという意見があったことが報
告されている ８ ）。
　しかし、チーム医療の実践においては、職種を
越えた連携や役割分担、情報共有などの困難を感
じていたと報告されており ９ ）、OTにおいても連
携に基づいた医療の実践は容易ではないと予想さ
れる。さらに、看護の教育においてはチーム医療
に関連する職種の紹介や連携の必要性が基本事項
として述べられているものの具体的な技術や態度
に関するものはないことが実情である10）。そのた
め、職種間の連携に基づいた医療を実践するため
には、具体的な連携のあり方の明確化が必要であ
ると考えられる。特にOTにおける看護師と作業
療法士との連携には、看護師がどのようにOTに
関与し、患者の看護との関連を意味づけ、作業療
法士との連携を行う上での困難と効果を体験して
いるかを明らかにする必要があると考えられる。
そこで本研究では、看護師がOTへの参加により
体験する連携の困難と効果について明らかにする
ことを目的とした。それらを詳細に記述すること
により、OTにおける連携のあり方を明確化する
取り組みへの示唆につながると考えた。

研究方法
　 1 ．研究デザイン
　研究デザインは、質的記述的研究とした。質的
記述的研究は、現象の率直な記述が求められると
きに選択される方法である11）。本研究の目的であ

る看護師がOTへの参加により体験する連携の困
難と効果について、研究参加者の言葉で詳細に記
述する方法論として適していると判断した。
　 2 ．研究参加者 
　研究参加者は、A大学病院精神科病棟に配属さ
れている看護師とした。なお、研究者の一部は、
研究参加者に含まれていた。
　 3 ．データ収集期間
　データの収集は、2013年 4 月から12月に行った。
　 4 ．データ収集方法
　データ収集は、無記名式自記式質問紙とインフ
ォーマルインタビューにより行った。全ての研究
参加者が、いずれも 1 回以上の無記名式自記式質
問紙とインフォーマルインタビューの対象となっ
た。なお、データ収集は、データ分析過程におい
て、理論的飽和に至ったと研究者間で判断した時
点で終了した。
　 １ ）無記名式自記式質問紙
　OT参加後に、研究参加者に無記名式自記式質
問紙を記入してもらった。質問紙にはOTでの連
携において、患者に対してどのような関わりを行
い、作業療法士とどのように連携し、どのような
感想を持ったかという質問を設定し、自由に記述
してもらった。質問紙は、研究実施病棟のスタッ
フステーション内のレターケースに配置し、記入
後は鍵のかかるキャビネット内に投函してもらい、
研究者のみが閲覧できる状態で管理を行った。記
述された内容をそのまま文書作成ソフトに入力し、
データとした。
　 ２ ）インフォーマルインタビュー
　OT参加後に、研究参加者にOTでの連携におい
ての感想を病棟内のプライバシーの保てる個室で
自由に語ってもらった。インフォーマルインタビ
ューは、 2 名の研究者で分担して行った。インタ
ビューでの質問は「OTを終えての感想を自由に
お聞かせください。」を基本とし、自記式質問紙
を補完する内容を語ってもらうための質問に限定
すること、自記式質問紙への記入内容以外に特に
意見が無い場合は遠慮なく研究者に伝えてもよい
ことを説明することにより、研究参加者の負担を
軽減することに努めた。また、研究者間の面接技
術の差の影響を最小限に留めることに配慮しなが
ら、 5 分程度で行った。インタビューでは、研究
参加者が語った通りに面接直後にメモに記録し、
その内容をそのまま文書作成ソフトに入力し、デ
ータとした。
　 5 ．データ分析方法
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　データのうち看護師がOTで体験した連携にお
ける困難および効果に関連した部分を抜粋した。
それらを意味ごとに集約し、コードとした。次に、
コードを意味ごとに集約して抽象度を上げ、サブ
カテゴリー、さらにカテゴリーとした。
　分析結果は研究参加者および作業療法士に提示
し、OTに参加する看護師が体験している困難と
効果が、OTを実践しながら看護師との連携を行
った作業療法士の認識と一致しているかを確認し
た。またデータ分析過程においては、精神看護学
の質的研究の研究業績を有する研究者間で検討し、
分析内容および研究プロセスが適切であることを
確認した。
　 6 ．A大学病院精神科病棟およびOTの概要 
　A大学病院精神科病棟は、約40床の精神科単科
の病棟である。大学病院の特性上、身体疾患を有
する患者は少なくないが、多くは精神疾患のみを
有する患者が入院していた。入院患者を対象とす
るOTでは、リハビリ部門から作業療法士 1 名が
精神科病棟担当となり、病棟内のデイルームまた
は病棟外の精神科作業療法室において、 1 週間に
4 回または 5 回のOTを行っていた。作業療法士が、
1 か月ごとにプログラムを立案し、集団でのレク
リエーションや個人作業等を組み合わせて行って
いた。
　なお、研究開始時のA大学病院精神科病棟では、
OTに看護師が参加することは業務として明確に位 
置づけられておらず、看護師が業務の合間に参加
している状況であった。そのため、OTでの看護
師と作業療法士との連携に対する問題意識を持つ
看護師が多く、連携の方法が検討されていた。本
研究を実施した時期は、病棟での検討を経て、作
業療法士との情報共有やOT運営の補助等を目的
として、看護師の業務分担にOT担当を設定し、
毎回 1 ～ 2 名の看護師がOTに参加し始めた時期
であった。
　 7 ．倫理的配慮
　本研究は、金沢医科大学病院研究倫理審査委員
会の承認を得て実施した（承認番号73）。研究参
加者には、研究への参加は自由意思であること、
データは連結不可能匿名化して取り扱うことによ
りプライバシーの保護に配慮すること、データの
内容が業務上の評価には影響しないこと、結果を
公表する予定であること、研究の目的等を文書お
よび口頭で説明した上で、同意書を回収して研究
参加の同意を得た。
　なお、データの収集に伴う自記式質問紙の記入

は、研究参加者の任意とし、提出の確認は実施し
なかった。また、インフォーマルインタビューの
実施に際しては、答えたくない内容は答えなくて
もよいことを説明した上で実施した。

結　　果
　 1 ．研究参加者の概要（表 1 ）
　A大学病院精神科病棟の看護師のうち、研究参
加の同意を得られた17名で、性別は女性10名、男
性 7 名であった。
 データの分量を本誌の 1 頁で換算すると、無記
名式自記式質問紙の記述が約31頁分（30893文字）、
インフォーマルインタビューのメモが約 3 頁分
（3216文字）であった。
　 2 ．看護師がOTでの連携を推進するプロセス
で体験する困難と効果
　看護師がOTでの連携を推進するプロセスで体
験する困難と効果を表す、22のコードを抽出し、
8 のサブカテゴリー、4 のカテゴリーに集約した。
　以下、カテゴリーを【　】、サブカテゴリーを
<　>、コードを“　”で示し、それぞれのカテゴリ
ーにおける代表的な事例を「　」で提示しながら
カテゴリーごとに説明する。事例の中で不要と判
断した部分は（中略）と記して省略して記載した。
　 １ ）看護師がOTへの参加により体験する連携
の困難（表 2 ）
　⑴【OTに有効に関われている感覚の欠如】

表 1 　研究参加者の概要
� n＝17

項目 人数

年齢 20歳代
30歳代
40歳代
50歳代

9
2
4
2

性別 女性
男性

10
7

臨床経験 1 ～ 3 年
4 ～7  年
8～ 10年
11年以上

2
7
1
7

精神科臨床経験 1 ～ 3 年
4 ～7  年
8～ 10年
11年以上

2
10
2
3
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　研究参加者は、OTに関する知識や経験が不足
していることからOTへの関わりへの困難を体験
していた。そのような困難が、どのようなOTへ
の関わりが看護師に求められているかという疑問
を生じさせ、困難な体験を強めていた。
　<OTへの理解の乏しさ>では、「OTについての
勉強不足、経験不足、知識不足があり（中略）、
OTに対する取り組みが消極的である。」と、研究
参加者の“OTに関する知識や経験が不足している”
ことが困難の一因となっていることを記述してい
た。また、“OTの効果を意識できていない”こと
を感じる機会が多いことについて、「患者さんが
どうやって退院とか、回復に向けてリハビリを位
置付けたらいいかというのを看護師がわかってな
くて、看護師がわかっていないことを作業療法士
も困っているっていう状況じゃ、患者さんがわか
るわけがないかなって。」、「OTで出来ることに意
義を感じないスタッフが多いのか。（中略）OTで
やっていることや看護師が参加することの意味づ
けを意識化していく必要があるのではないか。」
と語っていた。
　<OTへの関わり方が不明確>では、“看護師に
求められている介入方法が分からない”ことにつ
いて、「患者さんに主体的に取り組んでもらうには、
声かけで誘導するにも指示が多かったり、質問が
多いと尋問的になってしまうため、どのような感
覚で関わりを持つべきかということに悩んだ。」
と記述していた。また、「看護師がいることで、
患者さんによっては作業内容に集中できなかった
り、他患者さんのペースを乱す場合もあると感じ
た。」、「患者を見張っているような感覚になり、
少し時間も持て余す感じがありました。」という

記述から、“OTに有効に関われていない”ことを
体験していることが明らかになった。
　⑵【OTに携わる看護役割の不確かさ】
　研究参加者は、作業療法士との連携不足や、精
神科特有の難しさがあること、看護師間でのOT
に対する意識の違いがあることから、効果的なOT
や連携を推進する上での困難を体験していた。
　<作業療法士との連携不足>では、「カルテでは
見られるけど、記録の仕方は職種によって違うし、
直接作業療法士と話さないと、OTで何をやって
いるか、というか、そもそも作業療法士からの視
点でも、患者さんのリハビリに何が必要なことと
かもわからないんじゃないかな。」と、“作業療法
士と目標共有ができていない”様子が語られてい
た。さらに、「身体的なリハビリと比べると、精
神科ではなかなか目に見えない変化が効果となっ
て現れる。そういうことが目標になっているので、
看護に活かすとかOTでの目標とかの共通認識を
持つことが難しい。」と、OTでは“精神症状に焦
点化することで情報共有が難しく”なり、連携を
困難にしているという考えを記述していた。また、
OTに看護師が関わる必要性を感じられず、“OT
は作業療法士の仕事と考えてしまう”ことについ
て、「OTと病棟は別という考えが拭えない。作業
療法士にお任せという意識、リハビリの専門家に
任せるようにと考えていた。一歩引いた意識でい
た。」と語られていた。
 <看護師間の意識の違い>では、「看護師の意識
によるところが多くて、なんとなく勤務の業務分
担でOT係っていうのは決まってるけど、病棟で
やることがあったりすると参加しなかったり、OT 
に行ったとしてもなんとなく暇を持て余して時間

表 2 　看護師がOTへの参加により体験する連携の困難

カテゴリー サブカテゴリー コード

OTに有効に関われている感覚の
欠如

OTへの理解の乏しさ OTに関する知識や経験が不足している
OTの効果を意識できていない

OTへの関わり方が不明確 看護師に求められている介入方法がわからない
OTに有効に関われていない

OTに携わる看護役割の不確かさ 作業療法士との連携不足 作業療法士と目標共有ができていない
精神症状に焦点化することで情報共有が難しくなる
OTは作業療法士の仕事と考えてしまう

看護師間の意識の違い 看護師間でOT参加への意識の差がある
OTに看護師が明確に参加するという業務分担が必要だ
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過ごすだけみたいになってる状況が多いかもしれ
ない。」と、OTへの関わり方に“看護師間でOT
参加への意識の差がある”ことへの問題意識が語
られていた。それらの連携が困難となる要因を解
決するためには、「OTに看護師が明確に参加する
という業務分担が必要だ」、「看護師が参加して、
OTを一緒にやっていこうという気持ちを持って、
患者さんの回復のために考えることが必要ですよ
ね。」と、“OTに看護師が明確に参加するという
業務分担が必要”で、看護師がOTに関わる時間
を確保し、作業療法士との連携を推進する必要性
を感じている様子が語られていた。
　 2 ）看護師がOTへの参加により体験する連携
の効果（表 3 ）
　⑴【看護の質を向上させる場として活用】
　研究参加者は、病棟よりも幅広い患者の姿を観
察できる場としてOTを活用し、患者の理解を深
めることや看護ケアの実践につなげていた。
　<患者理解の深化>では、OTという場において
まとまった時間を共有することができることを活
かし、“患者と深く関われる場として活用した”
様子について、「病棟では話しにくい内容も作業
中の雰囲気の中で自然に話せるのではないか。」
と記述していた。また、そのようなOTの場の特
徴を意識し、「多人数がいて全体的に盛り上がっ
ている空間の中でコミュニケ―ションをとること
も普段は引き出せない会話や表情が得られると感
じました。」、「患者の意欲や周りとのコミュニケ

ーション、協調性、作業への取り組み方などを病
棟での様子と合わせて観察し、患者の今の状態を
知れるように取り組みました。」と記述し、“病棟
よりも患者の状態を把握できた”という体験をし
ていた。さらに、「自分の思っているより患者は
きちんと作業の取り組みができていると思った。」、
「集中できるような促しや声掛けが必要と考えて
いたが、実際には患者がアイディアを提示したり
声掛けを行わなくても積極的に取り組んでいたり
と作業の流れとしてはとても良い雰囲気であった
と感じた。」と、OTでの様子から“患者の健康な
面を見出すことにつながった”ことを記述してい
た。
　<OTの場を活用した看護実践>では、積極的に
“OTの場を活用して患者の回復を促した”様子
について、「自分で行いたい事やどう過ごせれば
よいかを一緒に考えられるよう取り組んだ。」、「患
者さんの自主性を尊重してみようと考えて取り組
んだ。」等の実践例を記述していた。さらに、そ
のような実践を積み重ねていくことで「看護師と
作業療法士を交えて情報交換を行うことで、チー
ムで注意して観察していることや今後の治療方針
についてなど（中略）、更に看護場面に活かせる
時間として利用できると思います。」という記述
にあるように、“OTを看護に活かしたいという意
識が芽生えた”ことを自覚していた。
　⑵【看護とOTとの協働】
　研究参加者は、OTへの参加を継続することに

表 3 　看護師がOTへの参加により体験する連携の効果

カテゴリー サブカテゴリー コード

看護の質を向上させる場として
活用

患者理解の深化 患者と深く関われる場として活用した
病棟よりも患者の状態を把握できた
患者の健康な面を見出すことにつながった

OTの場を活用した
看護実践

OTを活用して患者の回復を促した
OTを看護に活かしたいという意識が芽生えた

看護とOTとの協働 OTを推進する看護 患者のOTへの意欲を高めようとした
患者のペースを支持した
患者の精神症状に対応してOTへの取り組みを促した
患者が安全にOTを実践できるような配慮を行った
看護師が付き添うことで患者がOTに参加しやすくなった

看護とOTの関係性の
明確化

作業療法士と情報を共有してOTの方針を検討した
作業療法士と連携してOTの進行を補助した
OTを通して治療方針の明確化につながった
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よってOTにおける看護師の役割を意識し、患者
のOTへの参加や取り組みを推進していた。さらに、
作業療法士との連携のあり方を模索しながら、看
護師のOTへの関わり方を明確化していた。
　<OTを推進する看護>では、患者がOTに参加し、
作業に取り組みやすくするための看護ケアを行っ
ていた。研究参加者は、「患者は関心があること
はできるので、関心のあることをみつけたり、そ
れらの関心を持続させるように関わりたいと思っ
た。」、「プラスのフィードバックを行い、自信に
つながったり意欲的に取り組めるよう声かけした。」
と記述しており、“患者のOTへの意欲を高めよう
とした”関わりを行っていた。また、「作業が負
担やストレスにならないように、無理に止めたり
すすめたりしないように。」、「患者さん同士で作
業に取り組めていたり、作業に集中して取り組ん
でいる患者さんには、距離を取って様子を見るよ
うに関わりを持った。」と“患者のペースを支持”
するように関わったことを記述していた。一方で、
精神症状の影響で作業療法への取り組みに支障が
出ている患者に対しては、「精神症状があっても
OT参加できるように看護師がサポートするのも
大切。」、「脱抑制的な患者さんにOTの指示を聞く
ように声かけをしたり、行き過ぎた行動を注意し
た。」と、“患者の精神症状に対応してOTへの取
り組みを促した”関わりについて記述していた。
さらに、“患者が安全にOTを実践できるような配
慮を行った”ことについて「看護師が参加するこ
とが少なく、転倒のリスク管理、脱抑制患者への
対応が 1 人では全てを見ることが難しい場面があ
ったが、看護師が入ることでリスクが軽減し、違
う職種の視点で患者を見られる。」と記述し、“看
護師が付き添うことで患者がOTに参加しやすく
なった”と感じていた。
 <看護とOTの関係性の明確化>では、作業療法
士との連携を行うことで、OTと看護の関係性を
明確化していた。研究参加者は、“作業療法士と
情報を共有してOTの方針を検討した”様子や、“作
業療法士と連携してOTの進行を補助した”様子
について、「お互いに情報を交換、そして共有す
ることの大切さや、評価においてお互いの意見を
交わすことで、OTを治療の場面に活かせるより
有意義な内容に変えることができたことを実感で
きたと思います。」、「作業療法士と情報共有し、
患者とどう関わっていくかを事前に行動予定を立
て実施した。」と記述していた。また、情報を共
有して“OTを通して治療方針の明確化につなが

った”ことについて、「患者さんに対して、関わ
り方の統一を図り、検討を行うなどした。その結
果、OTの場面での関わり方以外にも、病棟での
関わり方なども検討することができた。」、「治療
の方向性や作業療法士の関わりについての方針も
一致して考えることができた。」と記述していた。

考　　察
　 1 ．看護師がOTへの参加により体験する連携
の困難
　研究参加者が体験した、【OTに有効に関われて
いる感覚の欠如】や【OTに携わる看護役割の不
確かさ】という困難は、OTに対する知識や経験
の不足や、看護師としてのOTへの関わり方の理
解が不十分であることによるものであった。それ
らは、看護師がOTに参加することを業務の一部
として考えにくい状態であったことや、OTに関
する知識が不足していたことなどが要因と考えら
れた。先行研究では、看護師は業務に追われ新し
いことを始められず、チームの中で雑用係になる
ことに不満を感じていること、チーム医療による
仕事の増加の負担感が高いことが明らかになって
いる12）13）。研究参加者においても、精神科急性期
治療の薬物療法の効果判定、身体合併症の管理、
他職種との連携の調整役等の多様な病棟での業務
に重点が置かれ、作業療法士が担当となっている
OTに目がいきにくい状況であった。そのような
背景がある中で、研究実施施設では、OTでの連
携が不十分であることへの問題意識から、看護師
がOTに参加することを業務として位置付けられ
たが、【OTに有効に関われている感覚の欠如】や
【OTに携わる看護役割の不確かさ】という困難
があり、効果的に連携しているとは言い難い状況
であった。しかし、研究参加者は、OTへの参加
により【看護の質を向上させる場として活用】す
ることや【看護とOTとの協働】という連携の効
果を体験し、OTの意義を見出していた。看護師は、
<OTへの理解の乏しさ>や<OTへの関わり方が
不明確>であることでOTに有効に関われていな
いこと、<作業療法士との連携不足>や<看護師
間の意識の違い>から看護師としていかにOTに
関わるかの課題へ直面していた。 その一方で、
<患者理解の深化>や<OTの場を活用した看護実
践>によって看護の質を向上させ、<OTを推進す
る看護>や<看護とOTの関係性の明確化>により、
OTと看護の連携の効果という、看護師がOTに参
加することの意義を体験しており、そのことが看
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護師と作業療法士の連携を促進すると考えること
ができた。さらに、それらの意義を体験するまで
には、困難を超える効果を体験することが重要で
ある。しかし、OTにおいてチームワークを実践す
る上での問題・弊害については、他職種がOTの専
門性を理解していないことが挙げられている14）。
本研究では、困難を抱えながらも効果を体験する
には、OTの専門性を理解することも重要な要素
であったと推察される。
　また、OTでは、作業療法士の約 8 割が精神疾
患への対応に困難を感じており、精神状態の客観
的な評価や精神・心理的な対応については作業療
法士のみではなく他職種の協力などの組織的な連
携が必要であると報告されている15）。研究実施施
設においても、<作業療法士との連携不足>にあ
ったように、看護師が作業療法士との連携に問題
意識を持っていたと考えられる。今回の調査では、
作業療法士を対象とした調査は行っていないが、
看護師と作業療法士の間で患者の症状の把握、情
報や目標の共有ができていないこと、看護師が効
果的にOTに関われていないことによって、作業
療法士も同様の困難を体験している可能性がある。
そのため今後は、それぞれの職種において、どの
ような情報共有のあり方や、看護とOTのコラボ
レーションのあり方が有効であるかについて検討
が必要である。
　 2 ．看護師がOTへの参加により体験する連携
の効果
　本研究においては、研究参加者が<患者理解の
深化>や<OTの場を活用した看護実践>により、【看
護の質を向上させる場として活用】し始めたこと
が、連携の効果を生み出す契機になったと考えら
れる。研究実施施設では、OTでの連携が不十分
であるという問題意識から、看護師がOTに参加
することを業務として位置付けるという意見を柔
軟に取り入れことができていた。吾妻ら ９ ）は、連
携・協働を推進するためには、自分の専門性に固
執せず、チームとしての新たな価値観を受け入れ
ていく柔軟性を持つことが鍵であると述べている。
本研究ではOTの連携における問題点を病棟全体
の問題として各スタッフが認識し、病棟を挙げて
OTの連携を目指すことに取り組める組織風土が
あったことが、<患者理解の深化>と<OTの場を
活用した看護実践>による看護の質の向上を可能
にし、<OTを推進する看護>や<看護とOTの関
係性の明確化>という連携による効果の体験へと
つながったと考えられる。

　また、本研究では、OTの効果や意義について
十分に理解できてない状況ではありながらも、
OTに参加することを業務として位置付け、看護
師がOTへの関わりを継続していった。OTへの参
加により、【OTに有効に関われている感覚の欠如】
や【OTに携わる看護役割の不確かさ】という困
難を体験しながらも、<患者理解の深化>や<OT
の場を活用した看護実践>という看護の立場から
のOTの活用により、連携の効果を体験していた。
研究参加者は、連携を推進することは容易ではな
いながらも、十分に時間をかけてOTへの参加を
継続する中で、【OTに有効に関われている感覚の
欠如】や【OTに携わる看護役割の不確かさ】と
いう困難から、【看護の質を向上させる場として
活用】する段階へと移行し、【看護とOTとの協働】
へと至っていた。本研究の実施期間は 9 か月間と
いう長くはない期間であったが、看護師がその短
期間の中で連携での困難だけでなく、効果をも感
じられたことは有意義であり、看護とOTとの連
携のための取り組みについての貴重な知見である
と考えられる。
　さらに岩井16）は、OTを行う上では多職種の関
わりにより「患者に対する理解の深まり」を得る
ことが患者への関わりの多様性、患者の回復につ
ながると述べている。本研究においては、スタッ
フ間の問題意識からOTにおける看護師の役割に
ついての検討がなされ、<看護とOTの関係性の
明確化>により、治療方針の明確化へとつながっ
たと考えられる。

研究の限界と今後の課題
　本研究は、A大学病院の 1 病棟におけるOTの
場面を研究対象としており、診療やリハビリテー
ション、看護体制、研究参加者の選択が結果に影
響を与えていた可能性は否定できない。さらに、
本研究では看護師のOTへの参加が業務とされた
時点からデータ収集を行ったが、今後は連携によ
る患者への影響、連携のあり方について評価を行
う必要がある。本研究実施施設では、OTにおい
て看護師が業務としてOTに参加するシステムが
継続しており、定着したと考えられる。そこで、
研究を継続してOTでの連携による作業療法士の
視点からの困難や効果、患者への影響についても
評価しながら、より具体的な連携のあり方を検討
していくことが課題である。
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結　　論
　 1 ．研究参加者はOTにおける作業療法士との
連携で、【OTに有効に関われている感覚の欠如】
や【OTに携わる看護役割の不確かさ】という困
難を体験しながらも、【看護の質を向上させる場
として活用】、【看護とOTとの協働】という効果
も合わせて体験していた。
　 2 ．OTにおける看護師と作業療法士との連携
のためには、看護師がOTに関する知識や連携の
効果を体験する機会によって連携する上での困難
を克服することが必要であると考えられる。
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要　　旨

　本研究の目的は、看護専門学校に在学する社会人学生に対し、看護教員がどのような意識をもちながら
関わっているかを検討することである。研究参加者は、看護専門学校の専任教員10名であった。データ収
集には半構成的面接法を用い、社会人学生に対する思いを自由に語ってもらった。その後、逐語録を作成
し、重要と考えられた部分を抽出し、それらをカテゴリー化した。最終的には、カテゴリー間の関連性を
構造化した。その結果、次のことが明らかとなった。
　看護教員は教育者としての【公平な教育の希求】を意識し、学生を区別せず平等に対応し教育を行って
いきたいと考えていた。また、看護教員は【気づいている社会人学生の思い】として、社会人学生の要望
を察知していた。看護教員は【社会人学生に対する肯定的評価】をもち、社会人学生の良い面を尊重した
いという【社会人学生としての尊重】の思いを抱きながら関わろうとしていた。しかし、その一方で【社
会人学生に対する否定的評価】というアンビバレンツな感情をもちながら、日々社会人学生に関わってい
た。そこには、教育者としての理想と現実のギャップの中で【社会人学生に対する看護教員の困惑】を感
じている看護教員の姿があった。
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はじめに
　看護専門学校では進学または就労等の経験の後
に看護師を目指して入学してくる社会人学生の数
が増加し、クラスの 2 割以上を占めるようになっ
てきている 1 ）。このような状況の中で、看護専門
学校に在学する社会人学生は新卒者に混じってど
のような意識をもって学校生活を送っているのか、
また、看護教員は増加する社会人学生に対してど
のような意識をもって関わっているのかについて
検討する必要があると考えた。双方の意識につい
て検討し、社会人学生に対する教育の在り方につ
いて示唆を得たいと考えた。社会人学生を対象と
した学校生活に対する意識の構造については既に
検討し、報告している 2 ）。ここでは、看護教員を
対象とし、社会人学生に対する意識の構造につい
て検討したので報告する。
　社会人学生の増加による影響を検討した調査や
研究について、医学中央雑誌web ver.5を使用し、
キーワードを「社会人経験」「社会人学生」「看護
学生」「看護教育」「看護教員」とし、2010年以降
の研究を検索した。その結果、原著論文としては
4 件であった。看護教員を対象とした、社会人学
生に関する研究は主に渡邉ら 3 ）4 ）と三木ら 5 ）6 ）に
よって行われていた。渡邉ら 3 ）は、看護教員 8 名
に半構成的面接を行い、社会人学生の学習者とし
ての特徴について検討していた。その後、さらに
渡邉ら 4 ）は、看護教員を対象に質問紙調査を行い、
社会人学生に対する取り組み姿勢の評価と看護教
員の教育活動の工夫を検討していた。これら 2 つ
の報告では、看護教員は社会人学生を肯定的にと
らえているものの、その反面で指導の困難さを感
じていると指摘している。三木ら 5 ）は、看護教員
7 名に半構成的面接を実施し、学習指導で気をつ
けていることについて報告していた。さらに、そ
の後、三木ら 6 ）は、社会人学生と看護教員の双方
を対象に質問紙調査を行い、社会人学生の学習お
よび学習支援に関する比較検討を行っていた。
　以上の研究背景を検討すると、ａ）看護教員を
対象にした社会人学生に関する研究そのものが少
ない、ｂ）看護教員は社会人学生を学習者として
は肯定的にとらえているにもかかわらず、指導の
困難さを感じているという重要な課題が指摘され
ているが、その後さらに検討した報告がない、ｃ）
看護教員が行っている教育活動の実際は調査され
ているが、社会人学生に対しどのような意識を持
ちながら関わっているのかを検討した研究が見当
たらない、という研究課題を見出すことができる。

　そこで本研究では、看護専門学校の看護教員が
社会人学生に対し、どのような意識をもちながら
関わっているかを検討することを目的とした。看
護教員の社会人学生に対する意識を検討すること
によって、社会人学生に対する教育のあり方や効
果的な支援の方法について示唆を得たいと考える。
　先行研究 2 ）同様に本研究では、社会人学生とは
「大学・短期大学の卒業後または就業経験の後、
看護専門学校に入学してきた学生」とした。また、
本研究で用いる意識とは「物事や状態に気づき、
知ったこと、あるいは気にかかったこと」とした。

研究方法
　 １ ．研究デザイン
　研究参加者の言葉を用いた濃厚な記述によって
現象を検討したいと考え、質的記述的研究とした。
　 ２ ．研究参加者
　看護師資格をもった、看護専門学校の専任の看
護教員とした。
　参加者は 3 つの看護専門学校（独立行政法人、
公立、私立）の看護教員とした。 3 つの看護専門
学校は一学年30～80名で、社会人学生の割合は 1
～ ５ 割であった。それぞれの看護専門学校の代表
者から看護教員を紹介してもらった。その後、第
一著者が候補者の都合のよい時間に候補者の在職
する専門学校に赴き、個室で候補者に対して本研
究の説明を行った。その結果、10名から同意を得
た。
　表 1 に示したように、研究参加者10名全員が女
性であった。平均年齢は42.3±6.6歳、看護教員歴
は7.1±4.8年であった。最終学歴は大学卒業 5 名、
高校卒業後、看護教員養成講習会を修了した者 5
名であった。
　 ３ ．データ収集方法
 2010年 4 月〜 6 月に、各研究参加者が在職する
看護専門学校の個室において、半構成的面接を行
った。表 2 に示したインタビューガイドに基づい
て「社会人学生の学校生活の様子から感じること」、
「社会人学生がもっていると感じる看護教育に対
する思い」、「社会人学生への関わりで感じること」
「社会人学生に必要だと思う対応」について尋ね
た。
　面接は 1 回行い、面接に費やした時間は平均45
分（36分～64分）であった。面接内容は、承諾を
得た上で録音した。
　 ４ ．分析方法
　先行研究 2 ）同様に、録音による面接内容から逐
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語録を作成した。次に逐語録を精読し、研究参加
者が看護専門学校で感じていることに関して重要
と思われる部分を抜粋し、コード化した。そして
取り出したコードの類似性と差異性を比較検討し、
共通する意味内容に沿ってカテゴリー化した。各
カテゴリーは比較検討しながら、カテゴリーの再
編、移動、統合を繰り返し行い、抽出した。最終
的に、全カテゴリー間の関連性を検討し、看護教
員が抱いている社会人学生に対する意識を構造化
した。
　またデータ分析過程において、質的研究の経験
に富んだ研究者によるスーパービジョンを随時受
け、逐語録に戻りながら分析内容を検討・修正し
ていき、結果の真実性の確保に努めた。
　 ５ ．倫理的配慮
　本研究は金沢大学医学倫理審査委員会の承認（承
認番号255）を受け、研究協力校の承認を得てか
ら実施した。研究への参加は自由意思によるもの
とし、研究参加者および研究参加校の学校長と教
務責任者に、本研究の趣旨、研究参加の自由、研
究不参加による不利益が生じないこと、研究参加
者への人権的配慮とプライバシーの保護には最大
限配慮すること、データは研究終了後直ちに破棄

することについて、文書と口頭にて説明し同意を
得た。また研究実施場所を、研究者の所属する施
設とした場合でも、研究参加者の選定に関与しな
いこととし、面接内容が研究参加者の業務等への
影響がないことを保障した。面接に関しては、研
究参加者の教務責任者および研究参加者本人と調
整し、業務等に支障が出ない時間を選定した。ま
た、研究参加者の都合を配慮して面接時間を調整
すること、疑問や質問にはいつでも応じること、
問題が生じた際には研究者といつでも連絡がとれ
ること、語られた内容は対象が特定されないよう
に匿名化・記号化を図ることなどを保障した。ま
た得られたデータは厳重に保管し、本研究のみに
使用し、研究終了後には直ちに破棄することを伝
え、面接内容を録音することについても同意の確
認をした。

結　　果
　分析の結果、22のサブカテゴリーと 6 つのカテ
ゴリー【公平な教育の希求】、【気づいている社会
人学生の思い】、【社会人学生に対する肯定的評価】、
【社会人学生に対する否定的評価】、【社会人学生
としての尊重】、【社会人学生に対する看護教員の

表 1 　研究参加者の背景

ID 性別 年齢 看護教員歴（年） 最終学歴

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

女
女
女
女
女
女
女
女
女
女

40代
40代
40代
30代
30代
40代
40代
30代
40代
30代

11
6
2
4
3

14
16
3
6
3

大学卒
大学卒
大学卒
大学卒
大学卒
研修修了※

研修修了
研修修了
研修修了
研修修了

※研修修了：高校卒業後、看護教員養成講習会を修了

表 ２ 　インタビューガイド

看護教員に対する質問

１ ．社会人学生の学校生活の様子から、何か感じることはありますか。
２ ．社会人学生は看護教育に対してどのような思いをもっていると感じますか。
３ ．社会人学生に対し、他の学生との違いを感じて関わることはありますか
４ ．社会人学生に対する看護教育には、どのような対応が必要だと感じますか。
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困惑】を抽出した。
　以下、各カテゴリーについて説明する。文中で
は、 カテゴリーを【太字】、 サブカテゴリーを
≪　≫、代表的なコードを＜　＞、研究参加者の
語りを ｢斜体｣、研究参加者のIDを（　）で示す。
　カテゴリー 1【公平な教育の希求】
　≪学生を区別せずに平等に教えたい≫という 1
つのサブカテゴリーで構成されていた。看護教員
としての理想の教育観を示していた。≪学生を区
別せずに平等に教えたい≫は、＜学ぶ権利として
平等に教えたい＞＜同じスタートラインで謙虚に
学んで欲しい＞＜みんなゼロからの出発なので区
別することはない＞というコードで構成されてい
た。
　「学習する立場では同じ、看護学っていう意味
ではみんなゼロからの出発なので、そこで区別す
ることはないです。」（5）
　カテゴリー 2【気づいている社会人学生の思い】
　≪社会人学生は新卒学生と同じように教えてほ
しいと思っている≫≪社会人学生は新卒学生と自
分たちを区別していると感じる≫≪社会人学生は
学生個々の考え方と行動を尊重してほしいと思っ
ている≫の 3 つのサブカテゴリーで構成されてい
た。看護教員が気づいている社会人学生の思いで
あった。
　≪社会人学生は新卒学生と同じように教えてほ
しいと思っている≫では、看護教員は社会人学生
が＜社会人学生だからとわけてではなく一緒に一
から学びたいのだと思う＞＜学生としての立場は
一緒だと思っている＞と、新卒学生と対等に扱っ
てほしいのだと考えていた。
　「学生にじゃないですけど社会人だからってこ
うわけてではなくて一緒に一から学びたいのかな
あっていうふうな気はしますが。」（4）
　≪社会人学生は新卒学生と自分たちを区別して
いると感じる≫は、＜新卒学生と自分とは区別し
ているような気がする＞＜区別して欲しいという
思いはある＞＜新卒学生はなぜできないのだろう
と感じていると思う＞というコードで構成されて
いた。
　「ほんとささいなこと、例えば提出物の期限を
守るとか、提出方法を守るとか、提出物にはメモ
はしないとか、本当にささいなことなんだけれど
も、出さなきゃいけない物を毎日継続して出して
いくとか、（新卒学生は）実際にできない、同じ
と思っていた高校卒業の人達を社会人の人達が見
た時に、できないんだなあって、なんであんなふ

うに先生は、別に難しいことを言ってるわけじゃ
ないけども、なんでできないんだろうなあってい
うふうに。」（1）
　≪社会人学生は学生個々の考え方と行動を尊重
してほしいと思っている≫は、＜自分なりにやり
たい思いは社会人学生の方が強い＞＜社会人学生
は培ってきた考え方は尊重されたい＞＜自分がこ
れで良いのなら良いと思っている＞というコード
で構成されていた。
　「看護の初学者とすればみんなと一緒だと思う
んです。だけど生きてきた道、生きてきたうえで
培ってきた考え方とかが、そういうものが尊重さ
れたい。されたいというよりも本当は私たちが尊
重しなければいけないと思うので、そういう部分
はそうしたいって思う人が多いかなあって思いま
すけど。」（1）
　カテゴリー 3【社会人学生に対する肯定的評価】
　≪社会人学生は看護師になるという目的意識が
高く、そのための努力を惜しまない≫≪社会人経
験から常識的な考え方と行動ができる≫≪社会人
学生は看護教員の期待を察知して応えようとして
いる≫≪社会人学生の存在は新卒学生にはよい影
響である≫≪社会人としての行動を期待してしま
う≫の ５ つのサブカテゴリーで構成されていた。
看護教員が社会人学生に対し肯定的に感じている
ことであった。
　≪社会人学生は看護師になるという目的意識が
高く、そのための努力を惜しまない≫は、＜社会
人学生は時間を見つけて勉強している＞＜社会人
学生はくらいついてくる感じ＞＜社会人学生は飲
み込みが早く目的意識もはっきりしている＞＜学
習への取り組みの姿勢は社会人学生は真剣＞とい
うコードで構成されていた。
　「社会人であっても一所懸命、でも社会人の方
が勉強中の態度は良い。やっぱり目的意識をもっ
てる社会人、いろんな社会経験をしたけれどもや
っぱり看護師になるんだっていう目的意識が高い
ので、取り組む姿勢は社会人の方が真剣かなあっ
て。」（6）
　≪社会人経験から常識的な考え方と行動ができ
る≫では、＜社会人学生は常識的に行動できてい
る＞＜身だしなみ、場をわきまえた行動は大人だ
と思う＞＜まとめ役＞＜全体の中で自分の位置が
わかっている＞＜報告すべきことがわかっている＞
と、社会人学生は常識的な考え方と行動ができる
と感じていた。
　「普通なんですが、そういったことが、きちん
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としているので、身だしなみをきちんとしなけれ
ばいけないところではきちんとできますし、場を
わきまえた行動というか、学外に出た時もそうな
んですが、実習先に出た時もそうですし、やっぱ
りそこらへんは大人だなあと思うところはありま
す。」（9）
　≪社会人学生は看護教員の期待を察知して応え
ようとしている≫は、＜私たちの意図するところ
をキャッチする＞＜反発というよりは応えようと
している＞というコードで構成されていた。
　「確かに学生も応えなきゃいけないっていうふ
うに思ってくれているような気がします。」（4）
　≪社会人学生の存在は新卒学生にはよい影響で
ある≫では、社会人学生がクラスにいることによ
って＜目的意識をもった人がそばにいることで手
本となる＞＜新卒学生は見習ってくれたらいいと
思う＞と新卒学生にはよい影響があると考えてい
た。
　「プラスになると思います。やっぱり目的意識
をもった人がそばにいるっていうことで手本とな
るし、社会人学生が気づいたことを新卒学生に声
をかけないにしても行動となって手本になってく
れてるところがある。」（6）
　≪社会人としての行動を期待してしまう≫では、
看護教員は社会人学生に対し＜頼みやすい＞＜社
会人学生だからできるはずと求めてしまう＞＜社
会人学生はリーダーシップがとれる＞と社会人と
しての行動を期待している姿があった。
　「社会人だからできるよねっていう言葉を何か、
言っちゃいけないのかもしれないけど、何らかの
形で出ているような気はするので。そういう場面
ではちょっと感じてるのかなと思います。」（4）
　カテゴリー 4【社会人学生に対する否定的評価】
　≪社会経験がある分看護学生としてはマイナス
だと感じる≫≪社会人学生にもできていないとこ
ろがある≫≪社会人学生には力みを感じる≫≪社
会人学生は一歩引いて深く関わらない≫≪学校や
看護教員に対する批判的な目をもっている≫の 5
のサブカテゴリーで構成されていた。看護教員が
社会人学生に対し否定的に感じていることであっ
た。
　≪社会経験がある分看護学生としてはマイナス
だと感じる≫では、＜自分の固定観念があったり強
かったりする＞＜社会人学生は素直に聞き入れる
ことは難しい＞＜良い答えをいつも探している＞ 
と、社会人学生は、学生として適切とは思えない
部分があると感じていた。

　「例えば実習中のカンファレンスであったりと
か、良い意見を言わなくちゃならないとか、グル
ープワークとか、カンファレンスとか、そういっ
た時に多いような気がするんですけども、何か素
直に感じたままを言えばいいんだけど、良い意見
を言わなくてはとか、正しい答えを言わなくっち
ゃいけないとか、みんなもそうなんですけど、年
が上の分だけなんかその思いが強いように感じら
れます。良い答えをいつも探してるような様子の
人をみることがあるので。」（9）
　≪社会人学生にもできていないところがある≫
では、＜常識的な行動をできない人としない人が
いる＞＜なぜするのかは理解できない＞＜知った
かぶりをしている＞と社会人経験があっても期待
する行動ができていないと感じていた。
　「方法だけを言われたからそうする。なんでし
なきゃいけないかっていうところは、社会人でも
理解してないのかなって。」（5）
　≪社会人学生には力みを感じる≫は、＜みんな
よりも頑張る学生がいる＞＜頑張りすぎて無理し
ている＞というコードで構成されていた。
　「自分はちょっと年が上だからとか、同級生の
ストレートできた子達よりも上だからということ
で、上であらねばならないというような、頑張ら
なきゃあいかんっていうところとか、あるいは、
この人たちのためにみたいな、何か、ちょっと頑
張りすぎるっていうと変なんですけど、ちょっと
無理してしまって」（9）
　≪社会人学生は一歩引いて深く関わらない≫は、
＜気づいているけど言わない行動＞＜失敗もない
が熱くもないという感じ＞というコードで構成さ
れていた。
　「そつなくこなしてるというか、何か変に踏み
込まないからあんまり失敗もしないんだけど、さ
らっと上だけさらっていってしまうみたいなとこ
ろがあって、めちゃめちゃ落ち込むこともない代
わりに、そこまでの深い関わりもないままに過ぎ
ていきがちというか、そんな感じですね」（9）
　≪学校や看護教員に対する批判的な目をもって
いる≫では、＜厳しい目で見られている感じがあ
る＞＜看護教員のむらがあると思っている＞＜看
護教員をどう見ているかと感じる＞というコード
で構成されていた。
　「もちろん専門性をしっかりその子たちも学び
にきてるので、見極める、この人は、本当は、こ
の人でいいのか、この人はちゃんと教えてくれる
のかっていう目で、厳しい目で見られているって
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いう感じはあります。」（8）
　カテゴリー 5【社会人学生としての尊重】
　≪社会人学生の良さを認めたい≫≪社会人とし
ての経験を生かせる関わりをしたい≫≪社会人学
生の目的達成のための意志と思いが継続されてほ
しい≫≪社会人学生が伸び伸びできたら良いと感
じる≫の 4 つのサブカテゴリーで構成されていた。
看護教員が社会人学生に対し看護教育で実践した
いことであった。
　≪社会人学生の良さを認めたい≫では、＜看護
のどこかに結びついて社会人経験が生かされてい
ると思う＞＜社会人学生だからできてあたり前で
なく認めていく関わりが大事なのかと思う＞＜い
ろんな人生経験は社会人学生の強み＞と社会人学
生の良さを認めようとしていた。
　「それが看護のどこかに結びついて生かされて
ると思うので、人との関わり方であったりとか、
レギュラーの子にはない大人の落ち着きの部分で
あったりとか、幾つになっても学ぶ姿勢っていう
ところとか。」（8） 
　≪社会人としての経験を生かせる関わりをした
い≫では、＜社会人学生のもつ力を伸ばす関わりを
していかなければいけない＞＜社会人学生の力を
信じ経験を尊重して関わっていけると良い＞＜社 
会人の特技は自信になる＞と、これまでの社会人
経験を生かした関わりをしたいと考えていた。
　「その人の生きてきた中で得意分野というか、
持ち味とかを生かす。何かそこを生かしてクラス
の中でも、ミニ講義の先生になってもらったりと
か、技術の面で看護教員のサポートをしてもらっ
たりとかはできると思った。何か社会人の特技じ
ゃないけれども、生かせるとか伸ばせるとか使え
ると良いなあと、自信にもなるのかなあと思った
りはします。」（3）
　≪社会人学生の目的達成のための意志と思いが
継続されてほしい≫は、＜頑張ろうと思う気持ち
のまま卒業してほしい＞＜辛かったけど良かった
と思って卒業してほしい＞＜看護師になりたい人
にはそのことが達成できる関わりをしたい＞とい
うコードで構成されていた。
　「ほんとになりたいなあって思って、自分の仕
事として選んだ上で、それを成し遂げたいなあと
思う、それも最短の期間でっていう人はそのこと
が達成できるような関わりの仕方（がしたい）。」（1） 
　≪社会人学生が伸び伸びできたら良いと感じる≫
では、＜社会人学生も伸び伸び学んで欲しいと思
う＞＜己を出せていけたらいい＞＜社会人学生に

は無理して頑張らなくていいと言う＞と、社会人
経験があっても学生なのだから、伸びやかに学べ
たら良いと感じていた。
　「私は面接の時に社会人の人には言うんですけ
ど、同じ学生なんやから、いい見本は見せてくれ
てなお構わないんだけど、本当におんなじやし、
無理して頑張らんでいいから、一緒な学生なんだ
からって、悩んだりわめいたりしていいのよって
言ったりするんですけど。」（9）
　カテゴリー 6【社会人学生に対する看護教員の
困惑】
　≪看護教員の思いが社会人学生にうまく伝わら
ない≫≪社会人学生は関わりにくい≫≪どこをタ
ーゲットに教えたらよいのか難しい≫≪社会人学
生を意識して構えてしまう≫の 4 つのサブカテゴ
リーで構成されていた。看護教員が社会人学生と
の関わりの中で困難に感じていることであった。
　≪看護教員の思いが社会人学生にうまく伝わら
ない≫は、＜良かれと思っていることが社会人学
生に伝わらない＞＜なかなか思いを寄せてもらえ
ない＞＜思いがうまく伝わらずに辛い体験をした
ことがある＞というコードで構成されていた。
　「社会人と接していて、加減がわからずに、思
いがうまく伝わらずに悔しい思いとか、悲しい思
いとかしたことがあるんです。」（7） 
　≪社会人学生は関わりにくい≫は、＜自分の思
いをまず言ってくるという反応＞＜合理的に言わ
れて困る＞＜理屈っぽい＞というコードで構成さ
れていた。
　「これはこういう意味で社会で経験してきたか
らこそ、それはしても意味がないと思うけどって
いう発言があったりすると、心が揺らぐというか、
それはやっても意味がないんじゃないか、こっち
の方がいいんじゃないかっていう意見の方をどう
も社会人学生だから出てくるような意見が出て来
た時に、ちょっと困ったなあって思うことがあり
ます」（4） 
　≪どこをターゲットに教えたらよいのか難しい≫
は、＜学生の層が厚くターゲットが難しい＞＜ 2
極化の両方に焦点を当てなくてはならない＞＜一
律に教えられないから苦手＞というコードで構成
されていた。
　「ただ教える側として相手の層が厚くなってし
まうと、どこをターゲットに教えていたらいいの
かとか、そういったところで、教える方の教え方
も、もっと幅をもってちゃんとそこに対応するよ
うに教えていかないといけないと思うので、そこ
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は難しいですね。」（9） 
　≪社会人学生を意識して構えてしまう≫は、＜
相手をさぐる＞＜社会人学生をみて動く＞＜一つ
飛び出て見える＞というコードで構成されていた。
　「でもやればできる人達も新卒学生に沢山いる
し、でも誰の顔を見て動くかっていう状況の時に
は、社会人になってることが多いんじゃないかな
あ。」（2）
 　図 1 に、看護専門学校に在学する社会人学生
に対する看護教員の意識の構造を描いた。
　看護教員は教育者としての【公平な教育の希求】
を意識し、学生を区別せず平等に対応し教育を行
っていきたいと考えていた。また、看護教員は【気
づいている社会人学生の思い】として、社会人学
生の要望を察知していた。看護教員は【社会人学
生に対する肯定的評価】をもち、社会人学生の良
い面を尊重したいという【社会人学生としての尊
重】の思いを抱きながら関わろうとしていた。し
かし、その一方で【社会人学生に対する否定的評
価】というアンビバレンツな感情をもちながら、
日々社会人学生に関わっていた。そこには、教育

者としての理想と現実のギャップの中で【社会人
学生に対する看護教員の困惑】を感じている看護
教員の姿があった。

考　　察
　本研究では、看護教員がどのような意識をもち
ながら社会人学生に関わっているかについて検討
した。
　看護教員は【公平な教育の希求】という看護教
員としての理想を意識の中心に備えていると考え
る。看護教員は社会人学生と新卒学生を区別せず
平等に対応し、看護師になるという目標達成のた
めに公平な教育を行いたいと考えている。また、
日々の教育活動を通して【気づいている社会人学
生の思い】を把握していた。すなわち、社会人学
生は看護師を目指し学ぶ存在として、新卒学生と
同じ対応や学生個々の尊重を望んでいることを把
握していた。先の社会人学生を対象とした研究 2 ）

や他の研究者らが行った研究においては、自分た
ちを尊重してほしいと思っているという報告7 − 11） 

がある一方で、看護教員は自分たちの要望や期待

図 １ 　看護専門学校に在学する社会人学生に対する看護教員の意識の構造

【　　】　カテゴリー、　　　　　サブカテゴリー

【気づいている社会人学生の思い】

【社会人学生としての尊重】

社会人学生は新卒学生と同じように
教えてほしいと思っている

社会人学生は学生個々の考え方と行動を
尊重してほしいと思っている

社会人学生が伸び伸びできたら
良いと感じる

社会人学生の目的達成のための
意志と思いが継続されてほしい

社会人としての経験を生かせる
関わりをしたい

社会人学生の良さを認めたい

【社会人学生に対する肯定的評価】

社会人学生の存在は
新卒学生にはよい影響である

社会人学生は看護教員の期待を察知して
応えようとしている

社会人経験から
常識的な考え方と行動ができる

社会人学生は看護師になるという目的意識が高く
そのための努力を惜しまない

【社会人学生に対する否定的評価】

社会人学生は一歩引いて深く関わらない

社会人学生には力みを感じる

社会人学生としての行動を期待してしまう
学校や看護教員に対する
批判的な目をもっている

社会人学生にもできていないところがある

社会経験がある分看護学生としては
マイナスだと感じる

【社会人学生に対する看護教員の困惑】

社会人を意識して構えてしまう

どこをターゲットに
教えたらよいのか難しい

社会人学生は関わりにくい

看護教員の思いが
社会人学生にうまく伝わらない【公平な教育の希求】

学生を区別せずに平等に教えたい

社会人学生は新卒学生と自分たちを
区別していると感じる

社会人学生に対する評価

アンビバレンツ
（両価性）
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を理解していないという報告 6 ）12）がある。本研究
は前者の研究報告にある社会人学生自身の思いを
看護教員が把握していることを示唆するものであ
り、前者の研究報告を支持するものと考えること
ができる。さらに、本研究においては、社会人学
生は新卒学生と自分たちは違うという思いもまた
抱いており、異なった対応を他方で望んでいるこ
とも看護教員は把握していることが伺えた。新卒
学生と平等に教えてほしいとしながらも、実際に
は新卒学生とは異なった対応を望んでいるという
社会人学生の複雑な心理を看護教員は把握し、意
識していることが明らかになったと考える。
　看護教員は【社会人学生に対する肯定的評価】
と【社会人学生に対する否定的評価】というアン
ビバレンツな感情をもちながら、日々社会人学生
に関わっていると考えることができる。看護教員
は看護師になるという目的意識が高く努力を惜し
まず、常識的で期待どおりに行動し、新卒学生に
よい影響があると社会人学生を肯定的に評価して
いる。社会人学生を学習者として肯定的に評価し
ている三木ら6 ）や根岸13）の報告、“模範的な学習者”
としている渡邉ら 3 ）の報告と同じことが本研究に
おいても言える。その一方で、看護教員は社会人
学生に対し、社会経験のマイナス面や、できてい
ない姿、力みや深く関わらない姿、批判的な目を
感じており、否定的な見かたもしている。社会人
経験が逆に学習にマイナスにもなると述べている
三木ら 6 ）の報告と同様である。看護教員は社会人
学生を自己主導的に学び、これまでの経験を活か
し、学ぶ必要性を感じ行動できる成人学習者14）と
してとらえている。しかし、反面、未熟な指導す
べき存在としてもとらえていると考えることがで
きる。三木ら 6 ）と渡邉ら 4 ）の報告には、社会人学
生に対する否定的な意識はみられていない。本研
究においても看護教員は社会人学生に対して、ア
ンビバレンツな感情をもっているとはいえ、【公
平な教育の希求】という教育者としての理想を意
識の中心に置いていることから、【社会人学生に
対する肯定的評価】のほうがより強く働いている
と考える。すなわち、看護教員は社会人学生を根
本的には肯定的にとらえようとする気持ちが強い
と考えられる。
　それではなぜ、看護教員は社会人学生の思いを
察知し肯定的にとらえようとしているにもかかわ
らず、【社会人学生に対する看護教員の困惑】を
感じているのであろう。伝えたいことが素直に社
会人学生に伝わらない、これまでの教育方法では

通用しないと看護教員は感じている。これは柔軟
な態度の不足や批判的な態度を指摘している渡邉
ら 3 ）の報告からも伺える。看護専門学校のこれま
での教育は新卒学生中心のものであり、「教員は
教える者、学生は教えられる者」というペタゴジ
ー的14）な考え方によってなされてきたことは否め
ない。長年の間に染みついてきたこの教育姿勢は、
社会人学生に対しては効果的に働かなくなってい
ることに看護教員自身が気づいていると推測する
ことができる。自立して行動し主張する社会人学
生は、看護教員にとっては扱いにくく、受け入れ
がたい存在として意識されていることが示唆され
る。看護教員の学習者観や教育観の見直しを迫っ
てくる脅威を感じる存在として、社会人学生がい
ると考えることができる。そこには社会人学生に
対応しきれていない看護教員のジレンマが感じら
れる。
　今後看護専門学校は、看護基礎教育の大学化や
少子化の影響により、新卒学生が減少し、看護師
資格取得を希望する社会人学生の入学がさらに増
加していくことが予測される。そのためにも社会
人学生に対する対応のあり方をさらに検討してい
く必要がある。多様化する学生に対応するために
は、看護教員自身の学習者観、教育観を見直す必
要があると考える。看護教員はこれまでの経験に
縛られず、学生を成人学習者として「自ら学び成
長する存在」として捉え直し、その学びの支援者
としての自覚が必要である。さらには、看護教員
のジレンマに対し、看護教員がお互いに思いを共
有し、対応の方向性を話し合える組織的な取り組
みが必要であると考える。

研究の限界と今後の課題
　本研究は、特定の地域の看護専門学校で行った。
したがって、この結果は看護専門学校の背景や研
究参加者の背景、社会人学生の割合なども関係し
ておりすべてを一般化することはできない。また
専門家からくり返しスーパーバイズを受けたが、
研究結果を研究参加者に確認することができてい
ないため、この結果を研究参加者に返すことで、
分析内容を洗練させていく必要もある。
　今後さらに継続的なサンプリングを重ね、デー
タの質を深め、社会人学生と看護教員の背景を厳
密に分けて調査を続けていく必要がある。

結　　論
　看護教員は教育者としての【公平な教育の希求】
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を意識し、学生を区別せず平等に対応し教育を行
っていきたいと考えていた。また、看護教員は【気
づいている社会人学生の思い】として、社会人学
生の要望を察知していた。看護教員は【社会人学
生に対する肯定的評価】をもち、社会人学生の良
い面を尊重したいという【社会人学生としての尊
重】の思いを抱きながら関わろうとしていた。し
かし、その一方で【社会人学生に対する否定的評
価】というアンビバレンツな感情をもちながら、
日々社会人学生に関わっていた。そこには、教育
者としての理想と現実のギャップの中で【社会人
学生に対する看護教員の困惑】を感じている看護
教員の姿があった。
　本研究の結果、考察から看護教員自身の学習者
観、教育観を見直す必要性、看護教員に対するサ
ポートシステム構築の必要性が示唆された。
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Abstract

Purpose：To perform a descriptive content analysis of safety management in Japanese midwifery edu-
cational textbooks in order to clarify the teachable content and prevalent issues in midwifery education, 
so that the findings can be used as basic resources in midwifery education.
Methods：We extracted the descriptive content related to safety management from 13 midwifery edu-
cational textbooks. We then qualitatively analyzed the descriptive content in reference to the content 
analysis method.
Results：The following six categories were extracted from an aggregation of the descriptive informa-
tion concerning safety management: 1) organization, duties, and risk management of midwives; 2) orga-
nization and management for safe healthcare provision; 3) perinatal medical accidents and risk manage-
ment; 4) disaster countermeasures; 5) infection and countermeasures during the perinatal period; and 
6)midwives and information management.
Conclusion：From the textbooks, we elucidated six content categories that should be taught in midwife-
ry education. Furthermore, to improve safety management education, it was suggested that measures 
for medical accidents, understanding of legal responsibilities, risk prediction, team medical care, support 
for mothers and infants during disasters, and current information management methods need to be en-
hanced.

Introduction
	 Amongst medical professionals, physicians and 
nurses mainly perform risky acts that directly 
affect patients. Therefore, safe medical care 
for patients and medical staff must be ensured. 
The highest number of settled medical-related 
legal cases by medical field are internal medi-
cine, surgery, and obstetrics and gynecology 1）. 

Moreover, the number of physicians in the field 
of obstetrics and gynecology were the highest 
in terms of physicians involved in these settled 
medical-related legal cases 2）. In the case of mid-
wives, similarly, an obligation of care to perform 
follow-up, delivery assistance, and other tasks 
based on professional knowledge and skills when 
performing normal delivery or medical examina-

看護実践学会誌　　Journal of Society of Nursing Practice, Vol.30, No.1, pp.18〜31, 2017
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tion assistance is necessary. Therefore, acquiring 
safety management capabilities is essential.
	 In the field of midwifery education, the Act 
on Public Health Nurses, Midwives, and Nurses 
(1948 Law No. 203) was amended by the Act to 
Amend Part of the Act on the Promotion of Hu-
man Resources Such as Public Health Nurses, 
Midwives, and Nurses (2009 Law No. 78) in April 
2010. The length of training in basic education 
for public health nurses and midwives was ex-
tended from six months or longer to one year or 
longer 3）. The midwifery educational curriculum 
also increased from 23 units or more to 28 units 
or more from the 2011 school year 3）. Since the 
10 delivery assistance cases stipulated by the 
guidelines directly improve students’ delivery 
assistance skills, it is unnecessary to stress the 
importance of these tasks in safety manage-
ment education. However, different demands 
need to be met by midwives depending on na-
tional culture, social climate, and resident needs. 
Therefore, midwifery education markedly var-
ies among countries because there is a great 
amount of diversity, ranging from midwives 
with no prior proper midwifery education to di-
rect 3rd year entries following high school gradu-
ation without a nursing license, and midwifery 
is significantly influenced by ethnic and cultural 
differences. Therefore, we believed that it would 
be necessary to first demonstrate the compo-
nents of educational content regarding safety 
management in midwifery in Japan, where a 
nursing license is the basis of midwifery educa-
tion and sociocultural conditions are relatively 
stable. There have been no reports on practical 
education utilizing case examples or incidents 
from midwifery safety management. 
	 Text analysis is a technique used to extract 
and construct necessary elements from educa-
tional content to provide fulfilling nursing educa-
tion that can meet nursing needs as part of so-
ciety’s overall needs. Text analysis can identify 
systematic learning content as well as points of 
commonality and difference necessary for safety 
management in midwifery. However, text analy-
sis concerning safety management in the field 
of nursing has been reported in a few previous 

studies 4−6）; however, no studies have analyzed 
educational content related to safety manage-
ment in the field of midwifery. As education 
needs to be further analyzed with the aim of 
eliminating medical accidents in midwifery, the 
present educational content and methods should 
be examined.
	 Based on a literature search on safety man-
agement in midwifery, clinical studies accounted 
for most of the reports (e.g., risk factors and 
safe delivery in clinical midwifery practice 7）8）, 
safety in patients’ maternity care 9−12）, selection 
of a safe birth place 13）14）, risk management dur-
ing home delivery 15）16）, and medical malpractice 
and litigation involving midwives 17−19） . Safety 
management is an important duty for midwives. 
However, an investigation of previous studies 
on midwifery students’ safety management did 
not reveal any studies other than those analyz-
ing incident reports in midwifery training 20） and 
those clarifying the incidents characteristic of 
midwifery students 21）. The above evidence sug-
gests that we need to clarify the general content 
regarding safety management, the content that 
is being taught in midwifery education in Japan, 
and the content that needs to be taught.
	 Therefore, the present study’s principal aim 
was to analyze the safety management content 
listed in Japanese textbooks used in midwifery 
education and elucidate the content that should 
be taught in and challenges facing midwifery 
education.

Operational Definition of Term
	 Safety management: According to the profes-
sional viewpoint in midwifery education, safety 
management is taking control and performing 
tasks so that there is no risk and conditions are 
maintained in good order.

Research Methods
　1. Text Selection
	 A total of 70 syllabi available on the Internet 
were analyzed regarding safety management in 
midwifery education institutions over one week, 
beginning from June 23, 2014. Among these, 49 
syllabi cited textbooks (not including reference 
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books), from which 31 textbooks were extracted. 
Information obtained from publishers confirmed 
that 17 textbooks were used by more than 50% 
of midwifery education institutions in Japan (ap-
proximately 200 schools). Of these, the 13 text-
books that described safety management (com-
pany A: Four books [Two books were published 
in 2013 and two books  were published in 2010], 
company B: Five books [Two books were pub-
lished in 2012, one book was published in 2010, 
and two books were published in 2009], and com-
pany C: Four books [One book was published in 
2014, one book was published in 2010, and two 
books were published in 2009] were selected for 
the present analysis. For textbooks that were 
included in a series of several textbooks, each 
book in the series was treated as a separate 
book.
	 2. Data Collection
	 The 13 textbooks used in midwifery basic 
education were carefully read and all educa-
tional content regarding safety management 
was extracted. Based on the definition of safety 
management in the present study, we extracted 
the following categories: safety (management); 
safety; medical safety; safety guarantee; medical 
accidents (prevention); risk management; and 
risk prediction. The educational content regard-
ing safety management was calculated as a ratio 
of the total number of pages in the textbook to 
quantitatively express the extent to which each 
textbook mentioned such content. 
	 From the collected textbooks, we extracted 
information using the following criteria:
	 1) Total number of pages in the textbooks;
	 2) The number of pages with descriptions of 
safety management (even pages containing only 
one line of information on safety management 
were counted as one page) was calculated as a 
ratio of pages with safety management descrip-
tions to the total number of pages;
	 3) Titles of chapters on safety management;
	 4) Details of contents on safety management.
	 3. Data Analysis
	 We qualitatively and inductively analyzed the 
descriptive content using the content analysis 
method 22） as a reference. Data analysis was per-

formed by categorizing the content by similarity. 
	 To ensure consistency, only one researcher 
extracted educational content related to safety 
management. The other research team members 
examined the validity of the analysis results. Va-
lidity of the categories was assessed as follows: 
a midwifery researcher classified each category 
independently while two researchers well versed 
in the field reexamined the categories. Scott’s 
method 23） was used to calculate the concordance 
rate. Determination of reliability was set at 70% 
of that by Funashima 24）.
	 Thereafter, the category descriptions extract-
ed were classified according to each textbook.
	 4. Accuracy 
	 To ensure the clarity, reliability, applicabil-
ity, consistency, and validity of the research 
process 25） during all the stages of the study (i.e., 
from the selection of the research topic to the 
data analysis), the researchers were continuously 
supervised by a professor who was well versed 
in qualitative research and who had accumulated 
educational experience concerning the research 
topic.
	 5. Ethical consideration
	 This study was approved by the Kanazawa 
Medical University Ethics Committee (Approval 
number: 204).

Results
	 1. Descriptive content concerning safety man-
agement in the textbooks
	 The ratio of the safety management-related 
content in the 13 textbooks to the total number 
of pages ranged from 0.4% to 71.7%, and the 
number of record units was 856. Based on the 
content, we classified the record units into six 
categories (Tables 1 and 2). Furthermore, infor-
mation describing the textbook from which each 
category was extracted from is shown in Table 
3. Two textbooks included all six extracted cat-
egories.
	 The content categories are shown in brack-
ets [ ] in order of the highest quantity, and the 
results for each category are described below. 
Parentheses indicate the ratio of the number of 
recorded items to the total number of items.
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	 [Organization, duties, and risk management of 
midwives] was classified into four items: organi-
zation and the range of midwives’ duties, trends 
in maternal health and safety, safe midwifery 
skills, and safety management in response to lo-
cation characteristics during the perinatal period 
(282 record units, 32.9%).
	 [Organization and management for safe health-
care provision] was classified into three items 
of organizational management: organizational 
management, legal interpretation of midwives 
concerning medical safety, quality and safety of 
healthcare (196 record units, 22.9%).
	 [Medical accidents and risk management dur-
ing the perinatal period] comprised two items: 
medical accidents during the perinatal period 
and response to accidents (129 record units, 
15.1%).
	 [Disaster countermeasures] comprised one 
item: disaster prevention system (98 record 
units, 11.4%).
	 [Infection risk during the perinatal period and 
countermeasures] comprised two items: status of 
infection risk and infection countermeasures dur-
ing the perinatal period (93 record units, 10.9%).
	 [Midwives and information management] was 
classified into one item: information management 

(58 record units, 6.8%).
	 2. Consistency of category classifications
	 The concordance rate for each category clas-
sification by two nursing researchers was 77.0%, 
thus ensuring the reliability of the study because 
according to Funashima (2007) 24）, a concordance 
rate of 70% or higher indicates that the reliabil-
ity of the categories is ensured.

Discussion
	 In the present study, we examined the safety 
management content that should be taught in 
midwifery education and related issues in Japan.
	 There were six categories of educational con-
tent regarding safety management in midwifery 
education. For some of the textbooks, bias was 
noted in the descriptions of the categories. This 
may have been attributed to the fact that with 
regard to safety management in midwifery edu-
cation, information is not taught based on stan-
dardized criteria because educational content is 
not standardized. Although textbooks used in 
each university naturally depend on the type of 
individual curricula, the degree of safety man-
agement capabilities expected from midwifery 
students after graduation is identical. Further 
study is required to examine the differences 

Table 1 : Analysis of midwifery education texts containing a description of safety management

Text analyzed Number of relevant
pages*

Total number of
pages

Ratio of relevant/
total pages（%）

A
B
C
D
E
F
G
H
I
J
K
L
M

11
9

52
64
2
1

33
10
13
40
7

14
33

230
302
177
237
216
232
46

316
324
457
258
66

348

4.8
3.0

29.4
27.0
0.9
0.4

71.7
3.2
4.0
8.8
2.7

21.2
9.5

*Pages with even one line of information on safety management were counted as one page.
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Table 2 : Descriptive safety management-related content extracted from midwifery textbooks

Record
unit Description content Lesser category Minor category Subcategory Category

6 Midwives’ responsibilities and functions Midwives’ responsi-
bilities

Organization 
and the range 
of midwives’ 
duties 

[Organization, 
duties, and 
risk manage-
ment of 
midwives]
(282 record 
units, 32.9%)

19

Midwife duties: care during pregnancy, intrapartum 
period, postpartum period, and infancy, widwife care 
for women’s health, local care provided for the 
mother and child, midwifery duty management, 
scope of midwifery duties

Midwives’ duties

3 Midwives’ life events and career enhancement, their 
obstetrics and working style

Midwives’ working 
styles

1 Cooperation between midwives and obstetricians
Cooperation between 
midwives and other 
professions

3
Social conditions and the midwife: current state of 
obstetrics, search for new perinatal care mecha-
nisms, midwifery duty expectations 

Social conditions and 
midwives

6 Professional ethics, code of ethics, and international 
ethics for midwives, provision of the best care

Midwives and ethics
　

9
Trends and issues concerning the health of the 
mother and child, continued ensurance of safety 
during pregnancy and delivery

Trends and issues 
concerning health of 
the mother and child

Trends in 
maternal 
health and 
safety

3
Maternal and child health in an age of globalization, 
global trends and strategies related to maternal 
health, globalization of maternal and child health

Internationalization 
of health of the 
mother and child

5
Midwifery and health economics, medical fees for 
midwifery acts, high-risk management, and medical 
economics

Midwifery and health 
care economy

12

Safety management of the mother and child, safety 
based on individual care, basic theories and tech-
niques that support midwifery activities, risk for 
women and provided medical models, evidence-based 
midwifery 

Safety of midwifery 
care Safe midwife-

ry skills

25
Cooperation with obstetricians, acquisition of 
resuscitation-related knowledge and skills, pregnancy 
management adaptation list, the use of guidelines

Technical prepara-
tion for abnormal 
situations

30

Risk management in the birthing center, differences 
in the risks in medical institutions and birthing 
centers, management of facilities and equipment, 
business management, personnel management, 
record management, management of pharmaceutical 
products at the birthing center

Facility 
management at 
birthing centers

Safety management 
of the birthing center

Safety 
management 
in response to 
location 
characteris-
tics during 
the perinatal 
period

9
List of indicated births handled by the birthing 
center, births to be jointly managed with physicians, 
treatment of women with abnormal pregnancies

Indication of 
labor in 
birthing centers

25

Compliance with the birthing center business 
guidelines, description of the birthing center manage-
ment guidelines and medical safety support center, 
establishing a safety management office, recommend-
ing self-inspection for the functional evaluation of 
birthing center 

Response to 
sudden changes 
in normal birth

10

Appropriate explanation to accident victims, sorting 
and confirmation of facts, contact and response at 
the time of the accident, the safety committee’s role, 
response to the report at the time of transport, 
points of note at the time of report submission

Response after 
accident and 
report

23
Reports on birthing center liability insurance, health 
instructor liability insurance, group accident 
insurance

Midwives in 
private practice 
and insurance

19

Functional evaluation of birthing center for safety, 
introduction of evaluation in birthing center, details of 
birthing center’s functional evaluations, significance 
and challenges of birthing center’s functional evalua-
tions

Functional 
evaluation of 
the midwivery 
house

8
Cooperation with commissioned physicians and medi-
cal institutions, introduction of mother and child 
support facilities

Coordination 
between 
widwivery 
houses and 
associated facili-
ties

11
Risk management in the hospital, role of the full-time 
risk manager, coordination of perinatal-related 
departments, specific safety management efforts in 
the hospital midwifery system

Risk manage-
ment in the 
hospital

Safety management 
in the hospital

17

Installation of a room for medical safety countermea-
sures, placement of risk manager, installation of a 
patient consultation window, system of cooperation 
with other departments, incident and accident 
reports and responses, medical safety management 
training, and staff education

Installation of a 
room for 
medical safety 
countermea-
sures

14

Risk management in the clinic, infection prevention, 
crime prevention measures, incident accident 
reports, pharmaceutical management, disaster 
prevention measures, response to emergency 
surgery at night, prevention of child theft

Safety management 
of the clinic

24
Medical care in the NICU, basic principles of NICU 
nursing, basic knowledge of NICU management, 
impact and adjustment of the NICU environment

Safety management 
of the NICU

The cell without any symbol was analyzed until can not break the contents down into smaller categories.
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Table 2 : Descriptive safety management-related content extracted from midwifery textbooks(continued)

Record
unit Description content Lesser category Minor category Subcategory Category

26

Organization of midwifery management, organization 
of medical safety, establishment of committees 
related to medical safety, maintenance of the 
reporting system, requests for changing safety crisis 
management

Organization of 
midwifery manage-
ment

Organizational 
management

[Organization 
and manage-
ment for safe 
healthcare 
provision]
(196 record 
units, 22.9%) 

14

Hospital function evaluation, quality evaluation of 
midwifery services through self-inspection, mecha-
nisms for improving nursing quality care, assess-
ment of midwifery associated with a hospital 
function evaluation

Evaluation of quality 
and function

8
Medical safety through team medical care, provision 
of safe and reliable midwifery care through local 
coordination and cooperation, sharing of incident 
cases

Medical safety by 
team care

27

Maternal life-saving transport system, overview of 
the perinatal care network, specification of compre-
hensive perinatal medical center, fiscal measures for 
perinatal medical countermeasures, current status 
and challenges facing the maternal transport system

Current status 
of the maternal 
transport 
system and 
relevant issues Local coordination

29
Open and semi-open systems of perinatal care, open 
system model project, challenges facing the imple-
mentation of an open system, future outlook of open 
and semi-open systems of perinatal care

The open 
system's future 
outlook

51

Medical law, criminal law, public health nurse, 
midwife, and nurse law, civil law, legal liability, 
unique legal provisions for midwives, criminal 
liability, civil liability, administrative liability, 
midwives' business monopoly, characteristics of 
perinatal care peculiarities and the law

Legal stipulations for 
midwives

Legal 
interpretation 
of midwives 
concerning 
medical safety

24
Assurance of quality and safety of perinatal care, 
initiatives to achieve safety, efforts to evaluate and 
improve medical care quality, beginning of maternal 
transport, critical indicators

Assurance of quality 
and safety in 
perinatal healthcare

Quality and 
safety of 
healthcare4

Evidence-based medicine, consumer involvement 
with the evidence, quality assurance cycle based on 
evidence, patient satisfaction survey

Evidence for the 
assurance of medical 
care quality

13 Medical policies and responsibilities in the hospital 
ward, hospital care plan responses, care process

Care for the quality 
and safety of medical 
care

19
Medical accidents and risk management, causes of 
medical accidents, medical accidents and medical 
malpractice, rule violations, human error, concept of 
accident prevention measures, informed consent

Definition/classifica-
tion of medical 
accidents

Medical 
accidents 
during the 
perinatal 
period [Medical 

accidents and 
risk manage-
ment during 
the perinatal 
period]
(129 record 
units, 15.1%)

11 Perinatal medical accidents and their causes, 
maternal and fetal risks, perinatal risk management

Cause of medical 
accidents during the 
perinatal period and 
risk management

17

Safety management guidelines related to medical 
care, risk management as a professional organiza-
tion, system reserved for medical care-related safety 
management, implementation of staff training for 
safety management relating to medical treatment, 
incident/accident reporting and analysis

Safety management 
system

37

Medication error, medical equipment operation error, 
slip/fall, blood transfusion error, management error 
related to medical equipment operation and tubing, 
kidnapping,     mix-up, suffocation, accident related 
to neonate

Accidents that tend 
to occur during 
midwifery tasks

3
What is a medical dispute, medical disputes and 
their solutions, countermeasures to prevent medical 
disputes

Medical dispute

Response to 
accidents33

Response when accidents occur, response to persons 
involved in accidents, response to patients and family 
members, compensation for damages

Response after 
accident

9
What is the obstetric medical compensation system, 
structure of the obstetric medical compensation 
system, targets of certification and compensation

Obstetric medical 
compensation system

The cell without any symbol was analyzed until can not break the contents down into smaller categories.
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Table 2 : Descriptive safety management-related content extracted from midwifery textbooks(continued)

Record
unit Description content Lesser category Minor category Subcategory Category

3 Disaster prevention system/crisis management 
system in Japan

Disaster 
prevention 
system in Japan

Preparation for 
disaster

Disaster 
prevention 
system

[Disaster 
countermea-
sures]
(98 record 
units, 11.4%)

39

Thinking and assumptions related to preparing for 
disasters, function as a medical institution that is 
required in the event of a disaster, importance of a 
manual, daily preparation for disasters, the medical 
institutions's organizational preparation, preparation 
by midwives, guidance for delivery care during 
disasters 

Guidelines and 
preparation for 
disaster preven-
tion

9 Mother and child, family members, and women 
during disasters

Persons 
requiring aid 
during disasters

Response in the 
event of a disaster

9 Activities when a disaster occurs, nursing following 
a disaster, midwifery care in the event of a disaster

Activities 
during disasters

8 Response to the acute phase, subsequent response, 
shelter management

Response by 
time period 
during disasters

3 Psychology of disaster victims, disasters and mental 
care

Disasters and 
mental care

5 Legal response during disasters Legal response 
during disasters

22 What is disaster nursing, nursing by type of disaster, 
disaster relief

Status of disaster 
nursing

13
Infection risk management during the perinatal 
period, infection control and midwifery care, 
principles of infection risk management, characteris-
tics of infection risk

Characteristics of 
infection risk during 
perinatal period

Status of 
infection risk

[Infection risk 
during the 
perinatal 
period and 
countermea-
sures]
(93 record 
units, 10.9%)

16
Standard precautions, hand hygiene, respiratory 
hygiene and cough etiquette, health care workers' 
health management

Basic infection 
countermeasures

Infection 
countermea-
sures during 
the perinatal 
period

9
Prevention of mother-to-child GBS transmission, 
management of HBs antigen-positive/HCV antibody-
positive/HIV-positive pregnant women, countermea-
sures for influenza

Pathogen-specific 
infection control

12

Infection risk management at the time of birth 
assistance, infection control for the delivery room, 
person in charge of infection control for delivery, 
prevention of infection from blood and bodily fluids, 
response when exposed to blood

Infection control for 
birth assistance

3
Occurrence of infection during breastfeeding 
support, principles of infection management risk in 
breastfeeding support

Infection control for 
breastfeeding support

13
Special nature of infection management for neonates, 
principles of infection management for neonates, 
problems related to infectious diseases in newborns, 
infection control for neonates

Infection control for 
newborns

27

System of neonatal infection control for the mater-
nity ward, infection control for the delivery room, 
visitation based on delivery spare room use, infection 
prevention measures in the NICU, hospital infection 
control system in the birthing center

Infection prevention 
on the field

43
Information necessary for perinatal care, information 
for midwifery management, midwives and records, 
information to be shared with the multidisciplinary 
team, information sharing with patients

Sharing of necessary 
information

Information 
management

[Midwives 
and informa-
tion manage-
ment]
(58 record 
units, 6.8%)15

Handling and provision of information, Act on the 
Protection of Personal Information, quick and safe 
transmission of information, promotion of information 
disclosure, and informed consent for medical safety

Handling of informa-
tion

The cell without any symbol was analyzed until can not break the contents down into smaller categories.

and similarities between the educational content 
extracted from the textbooks and that in the syl-
labi.
	 We extracted the following six categories in 
relation to safety management in midwifery 
education: [Organization, duties, and risk man-

agement of midwives]; [Organization and man-
agement for safe healthcare provision]; [Medi-
cal accidents and risk management during the 
perinatal period]; [Disaster countermeasures], 
[Infection risk during the perinatal period and 
countermeasures]; and [Midwives and informa-
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Table 3 : The state of category descriptions regarding safety management according to each text book

Text
analyzed

Details of category by text

[Organization,
duties, and risk
management of

midwives]

[Organization 
and

management for
safe healthcare

provision]

[Medical acci-
dents and risk
management
during the

perinatal period]

[Disaster
countermeasures]

[Infection risk
during the

perinatal period
and

countermeasures]

[Midwives and
information

management]

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

K

L

M

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

 

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

The cells marked by the symbol '○' in the table indicated that the text book included the description category concerned. On the contrary, the cells 
marked without symbol.

tion management].
	 [Organization, duties, and risk management of 
midwives] concerned safety management in re-
sponse to a range of midwifery duties, skills, and 
perinatal situations. Moreover, this category had 
the greatest amount of content and was included 
in almost all the textbooks examined. Further-
more, this accounted for more than 30% of the 
descriptive content, which we believe shows the 
importance of decisions associated with birth 
assistance, which is the exclusive duty of mid-
wives, and that of risk management. According 
to the International Confederation of Midwives 
(ICM), midwifery education is necessary for 
students to understand the scope of their du-
ties and essential capabilities. Therefore, care 
during labor and birth, safe delivery assistance, 
and response to specific emergency situations 
are especially important educational contents. 
In addition to the shortage of obstetricians and 
decrease in the availability of facilities handling 
deliveries in Japan, pregnancy and delivery man-
agement by midwives has attracted attention 26）. 

However, few reports have evaluated safety dur-
ing pregnancy and delivery under the manage-
ment of a midwife 27）. Studies have now begun 
reporting that there are no differences between 
low-risk primiparous pregnancies and deliveries 
conducted under the management of a physician 
or a midwife 28）. Education concerning midwives’ 
organizational structure, duties, and safety is 
essential, and midwife-led education that allows 
midwives to perform duties confidently must be 
provided.
	 Content concerning [Organization and man-
agement for safe healthcare provision] was re-
lated to organizational management, midwifery, 
legal interpretation, and the quality of medical 
care during the perinatal period. Although this 
accounted for more than 20% of the descriptive 
content, the descriptions were only general ex-
planations regarding legal interpretations and 
system maintenance. Medical safety is both an 
individual problem and an important aspect to be 
considered for adjusting the organizational struc-
ture. Chief nurses are particularly expected to 
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play a role in fostering the ward’s medical 
safety culture and act as risk managers 29）. 
Moreover, creating an organizational system 
in which individuals with experiences in inci-
dents or accidents can receive specific advice, 
discuss the workplace, and develop other forms 
of open communication is desirable 30）. Further-
more, based on the fact that not only nurses but 
also multi-disciplinary Team STEPPS (Team 
Strategies to Enhance Performance and Patient 
Safety) are expected to possess nursing abilities 
and skills 31）, it is necessary to enhance medi-
cal skill capabilities and also conduct training to 
build teamwork and trust 32）. Midwifery clinical 
practice requires 11 units and is conducted over 
a long period. Therefore, students spend a sub-
stantial amount of time as part of a team, lead-
ing them to learn about organization and man-
agement from the perspective of secure health 
care providers. Thus, the role of clinical practice 
as a form of training that assists in improving 
team performance is significant.
	 [Medical accidents and risk management dur-
ing the perinatal period] concerned perinatal 
medical accidents and responses. The obstetric 
medical compensation system, initiated in 2009, 
aims to provide early relief to children with 
severe cerebral palsy through cause analysis, 
prevention of recurrence, and an improvement 
in the quality of obstetric medical care. Accord-
ing to Kono, an accident investigation mainly 
aims to elucidate the cause of the accident and 
propose countermeasures to prevent future 
recurrence 33）; therefore, it is necessary to per-
form a background analysis to understand why 
the action that caused the accident was taken, 
rather than simply identifying the cause of the 
accident as being due to an individual’s mere 
carelessness 34）. Our textbook analysis showed 
that descriptions including analysis of the causes 
of medical accidents, conflicts, and their resolu-
tions accounted for only approximately 15% of 
the whole content. However, this result demon-
strated that this information was provided as 
educational content. With respect to safety man-
agement taught in nursing education in 2006, the 
discussion of accident analyses, apart from typi-

cal medical practice, was rarely provided in the 
classroom 6）; however, this trend appears to be 
changing. The most common medical malprac-
tice lawsuit related to obstetrics and gynecology 
concerned accidents during the intrapartum 
period 17）, and there were many similar delivery-
related incidents for midwifery students 20）. The 
study of medical accidents and risk management 
by midwifery students allows them to predict 
risks in their own duties, thus leading to an in-
crease in their awareness of the possibilities and 
the weight of their responsibility when they be-
come involved in a medical accident. However, 
there is limited content related to an under-
standing of the responses required during medi-
cal accidents, understanding of legal liability, 
and risk predictions. Therefore, it is necessary 
to strengthen these areas and adjust educational 
methods. Moreover, as teamwork is essential 
during various situations in clinical practice, it is 
important to understand team medical care from 
the basic nursing education stage and also learn 
the basic qualities and abilities that promote it. 
However, the explanation of general principles is 
precedent, and the issue regarding limited con-
tent concerning specific practices persists.
	 Concerning [Disaster countermeasures], in 
1998, there were few Japanese schools that 
discussed disaster nursing 35）. Based on the de-
livery care content in textbooks, the number 
of schools providing disaster nursing education 
has increased by 11.4%. This necessary change 
in educational content reflects the many recent 
unprecedented disasters faced by Japan. When 
a large number of people are affected by a 
natural or man-made disaster, medical workers 
and medical facilities also face the possibility of 
incurring damage. Therefore, systematic knowl-
edge and skills are required for disaster nurs-
ing, as in the midwifery field. As part of their 
capabilities as autonomous professionals, newly 
graduated midwives are expected to be able to 
implement countermeasures during disasters 36）; 
however, one of the midwifery students’ achieve-
ment goals upon graduation is reaching a level 
of knowledge that can provide support to the 
mother and child during disasters. Thus, there 
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is a gap between expectations from midwifery 
students and their achievement goals.
	 The content of [Infection risk during the peri-
natal period and ountermeasures] comprised 
10.9%. Moreover, the textbooks contained little 
content on infection prevention education related 
to breast care during the perinatal period 37）. 
Birth assistance particularly requires attention 
to exposure to blood, and infection control is 
also a focus of interest. The relation between 
midwifery skills and amniotic fluid infection has 
been indicated by a previous study 38）. However, 
rather than understanding the educational con-
tent of infection management as being a part 
of safety management, it should be regarded as 
educational content that includes each midwifery 
skill. Moreover, midwifery students’ accumula-
tion of experience through basic nursing educa-
tion and on-site clinical practice may have led to 
the low level of content. As a general trend, the 
textbooks had little content concerning infection.
	 [Midwives and Information management] 
concerned the use and handling of information, 
and it had the least amount of content (6.8%). In 
the midwifery practical skill proficiency stages 
(clinical ladder) in Japan, which begin from 
novice workers, it is necessary that actions be 
performed according to the understanding and 
structure of the information management sys-
tem 39）. Information management refers to the 
safety management content that has accumu-
lated from basic nursing and there appears to 
be limited content on the topic. However, in the 
current internet society, thorough information 
management is required to ensure the confiden-
tiality, safety, and possibility of information 40）; 
furthermore, the need for more specific descrip-
tions is also observed.
	 Based on the above findings, we believe that 
it is necessary to clarify the goals of safety man-
agement at the time of midwifery student grad-
uation and provide an indication of achievement 
for each step in the learning process. For ex-
ample, should the ability to create a prompt re-
port concerning an incident be required? Should 
reflection of the incident be mandatory? Should 
the ability to predict an accident be regarded as 

the target level of achievement? Furthermore, 
as indicated by Bloom 41）, it is necessary to un-
derstand the level of precision in the fields of 
psychiatry and kinesthetic and also clarify the 
level of understanding in the field of cognition. 
Thus, the competencies that midwives should 
possess after graduation will be clarified. In 2008, 
the regulations for the designation of public 
health nurses, midwives, and nursing education 
facilities were amended, and an “integrated field” 
was created. This facilitated team medical care, 
nursing management, and disaster nursing to be 
specified by the regulations with the aim of nar-
rowing the divergence in education and clinical 
practice among newly graduated nurses. How-
ever, in universities with strong independence 
between subjects, it is necessary to make the 
effort to go beyond the course framework 42）. Fu-
ture study is required to examine carefully the 
precise manner of handling educational content 
that is effective in basic midwifery educational 
courses designed to promote the basic practical 
skills required for midwifery, including achieve-
ment targets.

Conclusion
	 1. The descriptions concerning safety man-
agement in the midwifery education textbooks 
ranged from 0.4% to 71.7%. However, the safety 
management-related educational content in the 
textbooks may not have been standardized.
	 2. The educational content concerning safety 
management listed in midwifery educational 
textbooks could be classified as follows: [Orga-
nization, duties, and risk management of mid-
wives]; [Organization and management for safe 
healthcare provision]; [Medical accidents and risk 
management during the perinatal period]; [Di-
saster countermeasures]; [Infection risk during 
the perinatal period and countermeasures]; and 
[Midwives and information management].
	 3. Results demonstrated that the following 
educational content needs enhancements: under-
standing measures to take at the time of a medi-
cal accidents, understanding legal responsibili-
ties, risk prediction, team medical care, support 
for mothers and infants during disasters, and 
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current information management methods.
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日本の助産学教育テキストにおける安全管理に関する内容の分析
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要　　旨

目的：日本の助産学教育テキストから、安全管理に関する記述内容を分析し、助産師教育で教授すべき内
容と課題を明らかにし、助産師教育の基礎資料とする。
方法：助産師教育に使用されている13テキストから、安全管理に関する記述内容を抽出した。その記述内
容を内容分析の手法を参考に質的に分析した。
結果：安全管理に関する記述内容をカテゴリーに集約した結果、【助産師の職制・業務とリスクマネジメ
ント】【安全な医療提供のための組織と運営】 【周産期の医療事故とリスクマネジメント】、【災害対策】、【周
産期における感染リスクと対策】、【助産師の情報管理】の 6 カテゴリーが抽出できた。
結論：テキストから助産学教育において教授すべき内容として 6 カテゴリーが明らかになった。さらに安
全管理教育の充実に向けて、医療事故時の対応の理解、法的責任の理解、危険予測、チーム医療、災害時
の母子への支援、現代に対応した情報管理の方法等の強化が必要であることが示唆された。
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回復期リハビリテーション病棟の転倒予防における
職種間の意識の違い

及び多職種連携に関する促進要因と阻害要因
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要　　旨

【目的】回復期病棟の転倒予防連携における職種間の意識の違いと転倒予防の多職種連携に関する促進要
因及び阻害要因を明らかにすることを目的とした。
【方法】同病棟の看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護職149名を対象に、転倒予防多職種
連携の捉え、必要と思うことと現状、促進要因及び阻害要因等について質問紙調査を実施した。多職種連
携の成果の認識は、連携への満足として調査した。
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はじめに
　回復期リハビリテーション病棟の患者にとって、
転倒による損傷は、リハビリテーションへの意欲
を低下させ、自立を阻害し、在院期間の長期化や
訴訟の原因 1 ）となっている。中でも、回復期病棟
の転倒率（対1000人） は、 急性期病床の4.1に対
し13.9と 3 倍以上高く、転倒リスクの高い状態に
ある 2 ）。また回復期の患者は、運動機能障害に加
え高次脳機能障害など複数の内的要因を有し、複
数の環境要因がある中で日常生活動作の拡大を進
めているため、刻々と変化する転倒リスクを捉え
対応することの難しさがある。回復期の転倒予防
には、とりわけ個人のリスクに応じた介入が必要
であり、多職種が専門性を発揮しながら連携協働
して包括的に個人の転倒リスクを判定し、多職種
チームの機能を生かした転倒予防方法を確立する
必要がある。
　回復期リハビリテーション病棟とは、2000年介
護保険制度（厚生労働省）施行に併せて、医療保
険において在宅復帰を目的に設立され、脳卒中や
大腿部骨折、廃用症候群などある程度限定された
患者が入院し、リハビリテーション専門医や理学
療法士、作業療法士、言語聴覚士ら多職種の連携
支援で集中的な訓練に取り組む病棟である。回復
期リハビリテーション病棟におけるチームアプロ
ーチには、Multidisciplinary Teams（マルチディ
シプリナリー・チーム）、Interdisciplinary Teams
（インターディシプナリー・チーム）、Transdis-
ciplinary Teams（トランスディシプナリー・チー 
ム）という 3 つのモデルがある。マルチディシプ
ナリー・チームとは、チームの中で与えられた専
門職としての役割を個々に果たすチームであり、
ケアプラン、治療、評価などは共同で行わず、連
携協働の程度は少ないとされる。一方、インター
ディシプナリー・チームとは、定期的にカンファ
レンスを行い、情報を分かち合い、様々な専門分
野が合意を得てゴールを設定し、患者のニーズを
全体的に提供するアプローチを行うチームである。
マルチディシプナリー・チームより複雑で時間が

かかること、短所として協調性が大きく関与し、
治療プランに対する意見の相違や衝突が起きやす
いことがあげられる。トランスディシプナリー・
チームとは、チームメンバーの中から選ばれた人
が、患者のニーズに合った治療プランを立てて責
任を負い、他のメンバーはコンサルトとして協力
するチームであり、メンバーの重複を最小限にす
るアプローチで、インターディシプナリー・チー
ムの進んだものと考えられている 3 − ５ ）。
　回復期病棟の転倒予防が目指す多職種連携は、
インターディシプナリー・チームといわれており3 ）、 
患者の転倒リスクを共有し、転倒予防の対策や、
その後の患者の反応を共有することである。しか
し、転倒予防の介入研究は、国外ではマルチディ
シプリナリー・チームにより実施された 6 ）が、イ
ンターディシプリナリー・チームでは行われてお
らず、わが国では、どのチームにおいても回復期
のチーム医療による転倒予防の介入研究はほぼ行
われていない。
　研究者が行った転倒予防の多職種連携に関する
フォーカスグループインタビューの結果 7 ）から、
施設課題に看護師及び理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士を含む療法士及び介護職において、同
職種間並びに多職種内の連絡や連携不足があるこ
とが明らかになった。その背景として、転倒につ
ながる要因を明らかにできないまま、応急的な業
務改善に加え、連絡や連携の対処を行っているこ
と、回復期の患者は複数の転倒要因に加え刻々と
変化する日常生活動作（Activities of daily living： 
ADL）の回復過程を辿るため、１ 職種でその時々
の転倒リスクを見極め、予防することが非常に困
難であることが考察された。また、介護職は回復
期の患者の生活に即したケアを行う転倒予防連携
に不可欠なチームメンバーであるが、専門性や資
格の点から医学的用語の理解に難しさがあり、療
法士からは直接の連携者ではないと捉えられてい
ることが明らかになった。介護職を加えた転倒予
防チーム医療の連携を調査したものは、わが国で
はほとんど見当たらない。

【結果】ロジスティック回帰分析の結果、連携への満足に影響する促進要因は、「連携を支援する組織体制
が必要」、阻害要因は「業務内容の見直しが必要」「リーダーが必要」「転倒予防の連携に対する考え方のず
れ」「職種間に意識の垣根がある」であった。
【考察】転倒予防多職種連携の成果を上げるために、連携を支援する組織体制として、医師や療法士が申
し送りに、介護職が定期カンファレンスに参加でき、転倒時や損傷時に患者個別に連携を行う体制を整え
る必要があること、職種間の意識の違いを埋めるIPE（Interprofessional Education）の必要性が示唆された。
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　多職種が専門性を発揮しながら包括的に個人の
転倒リスクを判定し、チーム機能を生かした転倒
予防方法を確立するためには、回復過程で患者の
生活に即して関わる看護職、療法士、介護職の 3
職種が、それぞれ転倒予防連携をどのように捉え
ているのか、連携成果をどのように認識している
のか、転倒予防連携を促進し阻害する要因は何か
を明らかにする必要がある。
　そこで、本研究の目的を、回復期の転倒予防連
携に関して、看護師及び療法士及び介護職の意識
に違いがあるのか、連携成果をどのように認識し
ているのか、どのような要因が転倒予防連携の促
進要因や阻害要因となっているのかを明らかにす
ることとした。なお、連携成果の認識は、転倒予
防連携に対する満足として調査することとした。
介護職を加えた転倒予防チーム連携の調査や、回
復期の多職種連携の実態は、わが国ではほとんど
明らかにされておらず、重要な資料になると考える。

用語の操作的定義
IPW（Inter professional Work）：専門職連携の
ことであり、複数の領域の専門職者がそれぞれの
知識と技術を提供しあうことで連携し、相互に作
用しつつ、共通の目標の達成を患者と共に目指す
協働した活動 8 ）とした。
転倒：他人による外力、意識消失、脳卒中などに
より突然発症した麻痺、てんかん発作によること
なく、不注意によって、人が同一平面あるいはよ
り低い平面へ倒れること 9 ）、ベッドや車いすから
の転落も含むとした。
職種別：看護師、療法士、介護職とした。
療法士：理学療法士、作業療法士、言語聴覚士と
した。
介護職：ホームヘルパー養成研修や介護職員基礎
研修を受けた介護職員及び、国家資格である介護
福祉士とした。

方　　法
　 1 ．研究デザイン
　横断調査による要因探索型研究
　 2 ．調査対象者
　 3 県 6 施設の、マルチディシプリナリー・チー
ムの形態をとる回復期リハビリテーション病棟に
勤務する常勤職員の看護師、療法士、介護職198
名を対象とした。
　 3 ．調査方法
　対象施設の管理者に文書及び口頭で本研究の主

旨と概要を説明し調査協力を依頼し、同意書の署
名をもって本研究の同意とした。同意が得られた
施設の管理者に、対象候補者へ無記名の自記式質
問紙の配布を依頼した。対象候補者に、手元に調
査用紙が届いてから 2 週間以内をめどに郵送での
返信を依頼した。対象者の投函をもって同意とし
た。調査期間は2010年 1 月から 3 月とした。
　 4 ．調査内容
　 1 ）基本属性
　職種、経験年数について尋ねた。なお、介護職
の定義を示し対象者を募集したが、介護職の資格
に係る教育が非常に多様であり、今回は介護職を
1 つの群として包括して分析することを目的とし
ていたため、具体的な教育背景について調査項目
を設けなかった。
　 2 ）転倒予防に関する職種間の意識
　本研究では在宅高齢者を対象として開発された
多職種による転倒予防連携に関するBaxterらの
職種間連携構造10）を基盤とした。そのため、本調
査における転倒予防に関する職種間の意識につい
ての質問は、その構造の枠組みと共に示されてい
る連携に必要な要件をもとに作成した。
　Baxterらの構造にはチーム容量、 チーム員の
コンピテンシー、連携の成果の認識、時間、組織
的支援が枠組みとしてあがっている。チーム容量
における要件とは、チーム員一人一人の役割の内
容と程度が適切で、チーム内で連携するために話
しやすい雰囲気が整っていることであり、チーム
員のコンピテンシーとは、一人一人のチーム員の
コミュニケーション能力、連携能力、情報収集能
力と情報共有能力が整っていることである。よっ
て、本調査ではチーム医療に対する態度及びコミ
ュニケーションスキル能力、転倒予防に関する連
携、転倒予防連携の様々な状況下で必要と思うこ
とと現状について尋ねた。
　連携の成果の認識については、Baxterらの構
造には具体的要件は示されていない。IPWでは、
質の高いケアを提供する、効率的システムで行う、
患者の満足がある、健康機能に関したより高いア
ドヒアランスがあることが目標とされる。IPWの
利点として、職種間のコミュニケーションが高ま
る、専門職の役割と責任の明確化がはかれる、共
通理解が高まる、効果的なチームワークが取れる、
互いの行動計画の調整が行えることが挙げられ、
IPWの利点を生かせているチームは、メンバーの
満足度が高いことが示唆されている。よって、チ
ーム員の連携成果の認識については、転倒予防連
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携に対する満足として調査することにした。
　時間の要件とはチーム内でコミュニケーション
をとる時間を設けること、チーム員が情報収集し、
その後チーム内で情報共有するための時間を設け
ること、連携して対策を実施するための時間を設
けることである。支援の要件とはチーム員とチー
ムに対して組織的支援が整っていることである。
そのため、カンファレンスや組織的支援について
調査することにした。具体的概要は次のとおりで
ある。
　⑴　チーム医療に対する態度及びコミュニケー
ションスキル能力について
　チーム医療に対する態度は、日本語版IPW尺度11） 

を使用した。IPW尺度は、チーム医療に対する態
度の指標としての評価項目を基に14項目、 1 ～ 4
点で点数が高いほど肯定的である 4 段階のリッカ
ート法で構成されており、合計点は満点で56点で
あった。Cronbach alpha係数は0.88であり信頼性
が確認されていることを確認して使用した。
　アサーション尺度は、自分も相手も尊重した自
己表現を大切にするコミュニケーションスキル能
力を測定する。アサーション尺度は心理や教育や
産業などの場面で用いられるが、多職種を対象と
したものは見当たらず、今回患者や多職種を対象
にコミュニケーションをとる職業という意味にお
いて最も近いと考えられる看護師を対象とした尺
度12 ）を用いた。アサーション尺度は19項目、 1 ～
6 点で点数が高いほど肯定的である 6 段階のリッ
カート法で構成されており、合計点は満点で114
点であった。Cronbach alpha係数は0.858であり、
信頼性が確認されていることを確認して使用した。
これらの尺度の使用権は必要としなかった。
　⑵　転倒予防に関する連携について
　「連携状況に満足しているか」「入院患者及び
新患について、転倒予防に必要な情報を持ってい
ると思うか」「連携は行われていると思うか」「積
極的に連携しているか」「組織上の体制は十分に
整っているか」について、「大変そう思う」～「全
くそう思わない」の 6 件法で回答を得た。
　⑶　転倒予防連携に必要と思うことと現状につ
いて
　「連携が必要と思う職種及び連携を行う職種」
「患者個別に連携が必要と思うタイミング及び連
携を行うタイミング」「連携を行う機会」「転倒予
防連携に必要な共有すべき内容」について、それ
ぞれ選択肢を設け多重回答を得た。
　 3 ）転倒予防における多職種連携の促進要因及

び阻害要因について
　「連携の促進に必要と思う要因」「連携を阻害
すると思う要因」について、それぞれ選択肢を設
け多重回答を得た。
　なお、調査項目の作成にあたっては、先行文献10） 

を参考にし、フォーカスグループインタビューの
実施 7 ）より本調査施設以外の介護主任の意見を反
映させ、看護師、理学療法士の研究者間で検討し
て作成した。
　 5 ．分析方法
　データの分析は、各項目別に記述統計を行った。
転倒予防に関する連携についての設問では、 6 件
法で「大変そう思う」「そう思う」「どちらかとい
えばそう思う」との回答を『思う群』、「どちらか
と言えば思わない」「そう思わない」「全く思わな
い」との回答を『思わない群』の 2 群に分類し、
職種との比較はχ２ 検定を行った。また、連携職種、
連携のタイミング、連携機会、連携に必要な共有
すべき内容、連携の促進要因及び阻害要因を明ら
かにするために、 職種との比較は項目別にχ２ 検
定（Fisherの直接法）を行った。
　満足に影響する転倒予防連携の促進要因及び阻
害要因についての分析では、転倒予防の多職種連
携に影響を及ぼす要因について、「連携状況に満
足しているか」の可否を従属変数に、χ２ 検定に
おいて有意差が認められた促進要因及び阻害要因
の項目を独立変数として強制投入し、二項ロジス
ティック回帰分析を行った。全ての検定において
有意水準は0.05未満とした。 統計処理はSPSS 
Advanced Statistics Exact Tests Regression 
ver.23を使用した。
　 6 ．倫理的配慮
　調査前に対象施設及び対象候補者に本研究の主
旨と倫理的配慮を説明した後、対象候補者に研究
協力の強制がかからないよう依頼した。倫理的配
慮として予測されるリスクとその対策、研究発表
の実施、参加の中断や撤回の自由、連結可能匿名
化による管理、個人情報の保護について記載した
書類を配布し、自由意思によって記入してもらい、
返信をもって同意とした。本研究は、新潟大学医
学部倫理委員会から承認を得て行った（承認番号
967）。

結　　果
 回収数は150部（回収率75.8％）であり、そのう
ち有効回答数は149部（有効回答率99.3％） であ
った。
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　 1 ．対象者の基本属性（表 1 ）
　対象者は、看護師66名（44.3%）、療法士58名（38.9
％）、介護職25名（16.8％）であった。療法士の
構成は、 理学療法士27名（46.6％）、 作業療法士
21名（36.2％）、言語聴覚士10名（17.2％）であっ
た。
　経験年数（平均値±標準偏差）は、看護師13.6
±9.7年が最も長く、療法士6.4±4.3年、介護職7.1
±3.9年であり、有意差があった（p＜0.001）。　
　IPW尺度の合計点（平均値±標準偏差）では、
看護師38.2±9.6点、 療法士40.7±9.0点、 介護職

38.8±10.0点であり、職種間で有意差は認めなか
った（p＞0.05）。
　アサーション尺度合計点（平均値±標準偏差）
では、看護師65.9±8.8点、療法士65.0±10.5点、
介護職68.7±11.3点であり、職種間で有意差は認
めなかった（p＞0.05）。　
　 2 ．転倒予防の連携状況
　 1 ）転倒予防に関する連携について（表 2 ）
　連携の現状を確認する設問では、いずれの設問
においても職種間で有意差はみられなかった。し
かし、「入院患者の転倒予防に必要な情報を持っ

表 1 　対象者の基本属性
� Ｎ=149

全　体
ｎ（%）

149（100.0）

看護師
ｎ（%）

66（44.3）

療法士 １ ）

ｎ（%）
58（38.9）

介護職
ｎ（%）

25（16.8）

療法士 １ ）の職種 理学療法士
作業療法士
言語聴覚士

27（46.6）
21（36.2）
10（17.2）

経験年数 ２ ） 9.8±8.0 13.6±9.7 6.4±4.3 7.1±3.9 *

ＩＰＷ尺度合計点 ２ ） 56点満点 39.5±9.4 38.2±9.6 40.7±9.0 38.8±10.0

アサーション尺度合計点 ３ ） 114点満点 66.0±9.9 65.9±8.8 65.0±10.5 68.7±11.3

*p＜0.001、平均値±標準偏差
1 ）療法士とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士を示す。
2 ）欠損値は除外し、Kruskal-Wallis検定を行った。
3 ）欠損値は除外し、一元配置分散分析を行った。

表 2 　転倒予防に関する連携
� Ｎ=149

看護師ｎ＝66
ｎ（%）

療法士ｎ＝58
ｎ（%）

介護職ｎ＝25
ｎ（%）

転倒予防に関して多職種間の連携状況に満足しているか 思う
思わない

33（50.0）
33（50.0）

26（44.8）
32（55.2）

14（56.0）
11（44.0）

入院患者の転倒予防に必要な情報を持っていると思うか 思う
思わない

63（95.5）
3（ 4.5）

49（84.5）
　9（15.5）

23（92.0）
2（ 8.0）

新患の転入当日～ 3 日間に必要な情報を持っているか 思う
思わない

48（72.7）
18（27.3）

34（58.6）
24（41.4）

15（60.0）
10（40.0）

転倒予防に関して多職種間の連携は行われていると思うか 思う
思わない

47（71.2）
19（28.8）

47（81.0）
11（19.0）

19（76.0）
　6（24.0）

転倒予防のために多職種と積極的に連携しているか 思う
思わない

52（78.8）
14（21.2）

42（72.4）
16（27.6）

20（80.0）
　5（20.0）

転倒予防の連携について組織上の体制は十分整っているか 思う
思わない

32（48.5）
34（51.5）

21（36.2）
37（63.8）

11（44.0）
14（56.0）

「大変そう思う・そう思う・どちらかといえばそう思う」＝ 1 （思う）
「どちらかといえばそう思わない・そう思わない・全くそう思わない」＝ 0 （思わない）
χ２ 検定もしくは、期待値 5 未満のセルが20％以上の場合はFisher直接確率検定
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ていると思うか」は、どの職種も「思う」が 8 割
以上であったのに対し、「新患の転入当日～ 3 日
間に必要な情報を持っているか」は、「思う」が
看護師で 7 割、他職種では 6 割以下と低かった。
　また、「転倒予防に関して多職種間の連携が行
われていると思うか」「転倒予防のために多職種
と積極的に連携しているか」は、どの職種も「思
う」が 7 割以上であったのに対し、「転倒予防に
関して多職種間の連携状況に満足しているか」は、
どの職種も「思う」が 6 割以下、「転倒予防の連
携について組織上の体制は十分整っているか」は、
どの職種も「思う」が 5 割以下と低かった。
　 2 ）転倒予防の多職種連携の必要と思うことと
現状について
　⑴　転倒予防連携が必要と思う職種及び連携を
行う職種（表 3 ）
　転倒予防連携が必要と思う職種において、職種
間で有意差が見られたのは「医師」であり、看護
師54名（81.8％）、療法士41名（70.7％）に対し、
介護職10名（40.0％）であった（p＜0.001）。
　連携を行う職種において職種間で有意差を認め
たのは以下の 2 項目であった。「医師」が、看護
師38名（57.6％）に対し、療法士16名（27.6％）、
介護職 4 名（16％）であった（p＜0.001）。「同職種」
が、看護師62名（94.0％）、介護職21名（84.0％）
に対し、 療法士35名（60.0％） であった（p＜
0.001）。
　⑵　個別に転倒予防連携が必要と思うタイミン
グ及び連携を行うタイミング（表 4 ）
　個別に転倒予防の多職種連携が必要と思うタイ
ミングにおいて、職種間で有意差が見られたのは
以下の 3 項目であった。「多職種への情報提供を
したい時」では、看護師44名（66.7％）、療法士
45名（77.6％）に対し、介護職12名（48.0％）で
あった（p＜0.05）。「多職種に相談された時」では、
看護師36名（54.5％）、療法士43名（74.1％）、介
護職 8 名（32.0％）であった（p＜0.01）。「転倒リ
スクチェック表が高得点の時」では、看護師30名
（45.5％）に対し、療法士18名（31.0％）、介護職
6 名（24.0％）であった（p＜0.05）。
　個別に転倒予防の多職種連携を行うタイミング
において、職種間で有意差が見られたのは以下の
6 項目であった。「転倒しそうな時」では、看護
師56名（84.8％）に対し、療法士36名（62.1％）、
介護職17名（68.0％）であった（p＜0.05）。「転倒
時」では、看護師51名（77.3％）、療法士39名（67.2
％）に対し、介護職11名（44.0％）であった（p

＜0.05）。「損傷時」では、看護師27名（40.9％）
に対し、療法士 9 名（15.5％）、介護職 3 名（12.0
％） であった（p＜0.05）。「多職種への情報提供
をしたい時」では、看護師42名（63.6％）、療法
士43名（74.1％）に対し、介護職11名（44.0％）
であった（p＜0.05）。「多職種に相談された時」
では、看護師38名（57.6％）、療法士40名（69.0％）
に対し、 介護職 3 名（12.0％） であった（p＜
0.001）。「転倒リスクチェック表が高得点の時」
では、看護師17名（25.8％）に対し、療法士 2 名（3.4
％）、介護職 2 名（8.0％）であった（p＜0.001）。
　⑶　転倒予防連携を行う機会（表 5 ）
　転倒予防で連携している機会において、職種間
で有意差が見られたのは以下の 5 項目であった。
「申し送り時」では、看護師53名（80.0％）、介
護職20名（80.0％）に対し、療法士23名（39.7％）
であった（p＜0.001）。「定期カンファレンス時」
では、看護師49名（74.2％）、療法士43名（74.1％）
に対し、 介護職12名（48.0％） であった（p＜
0.05）。「ヒヤリハット報告書」では、看護師46名
（69.7％）に対し、療法士25名（43.1％）、介護職
12名（48.0％）であった（p＜0.01）。「連絡ノート
やメモ」では、看護師 9 名（13.6％）に対し、療
法士19名（32.8％）、介護職 8 名（32.0％）であっ
た（p＜0.05）。「個人からの直接の呼びかけ」では、
看護師34名（51.5％）、療法士38名（65.5％）に対
し、介護職 8 名（32.0％）と割合が低く有意差が
見られた（p＜0.05）。
　⑷　転倒予防連携に必要な共有すべき内容（表 6 ）
　転倒予防連携に必要な共有すべき内容において、
職種間で有意差が見られたのは以下の 2 項目であ
った。「対策」では看護師の60名（90.9％）に対し、
療法士38名（65.5％）、介護職15名（60.0％）であ
った（p＜0.01）。「教育」では、看護師14名（21.2
％）、介護職 5 名（20.0％）に対し、療法士 1 名（1.7
％）であった（p＜0.01）。
　 3 ．転倒予防における多職種連携の促進要因及
び阻害要因（表 7 ）
　転倒予防連携の促進要因において、職種間で有
意差が見られたのは 3 項目であった。「機会を設
けることが必要」 では、 看護師34名（51.5％）、
療法士42名（72.7％）、介護職10名（40.0％）であ
った（p＜0.01）。「話しやすい職場の雰囲気が必要」
では、看護師47名（71.2％）、療法士47名（81.0％）
に対し、 介護職12名（48.0％） であった（p＜
0.05）。「連携を支援する組織体制が必要」では、
看護師37名（56.1％）、療法士20名（34.5％）、介
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表 3 　転倒予防連携が必要と思う職種及び連携を行う職種�
Ｎ=149

看護師ｎ=66
ｎ（%）

療法士ｎ=58
ｎ（%）

介護職ｎ=25
ｎ（%）

医師 連携が必要と思う
思わない

54（81.8）
12（18.2）

41（ 70.7）
17（ 29.3）

 10（ 40.0）
15（ 60.0） *

連携を行う
行わない

38（57.6）
28（42.4）

16（ 27.6）
42（ 72.4）

4（ 16.0）
21（ 84.0） *

薬剤師 連携が必要と思う
思わない

21（31.8）
45（68.2）

20（ 34.5）
38（ 65.5）

4（ 16.0）
21（ 84.0）

連携を行う
行わない

7（10.6）
59（89.4）

0  　　　
58（100.0）

0  　　　
25（100.0）

栄養士 連携が必要と思う
思わない

11（16.2）
55（83.8）

11（ 19.0）
47（ 81.0）

2（  8.0）
23（ 92.0）

連携を行う
行わない

2（ 3.0）
64（97.0）

0  　　　
58（100.0）

0  　　　
25（100.0）

同職種 連携が必要と思う
思わない

57（86.4）
9（13.6）

49（ 84.5）
9（ 15.5）

 19（ 76.0）
6（ 24.0）

連携を行う
行わない

62（94.0）
4（ 6.0）

35（ 60.0）
23（ 40.0）

21（ 84.0）
4（ 16.0） *

看護師 連携が必要と思う
思わない

＿ １）

＿ １）
58（100.0）
0  　　　

22（ 88.0）
3（ 12.0）

連携を行う
行わない

＿ １）

＿ １）
56（ 96.6）
2（  3.4）

20（ 80.0）
5（ 20.0）

理学療法士 連携が必要と思う
思わない

65（98.5）
1（ 1.5）

＿ １）

＿ １）
20（ 80.0）
 5（ 20.0）

連携を行う
行わない

63（95.5）
3（ 4.5）

＿ １）

＿ １）
12（ 48.0）
13（ 52.0）

作業療法士 連携が必要と思う
思わない

64（97.0）
2（ 3.0）

＿ １）

＿ １）
19（ 76.0）
6（ 24.0）

連携を行う
行わない

61（92.4）
5（ 7.6）

＿ １）

＿ １）
9（ 36.0）

16（ 64.0）

言語聴覚士 連携が必要と思う
思わない

44（66.7）
22（33.3）

＿ １）

＿ １）
14（ 56.0）
11（ 44.0）

連携を行う
行わない

30（45.5）
36（54.5）

＿ １）

＿ １）
5（ 20.0）

20（ 80.0）

介護職

連携が必要と思う
思わない

59（89.4）
7（10.6）

56（ 96.6）
2（  3.4）

＿ １）

＿ １）

連携を行う
行わない

56（84.8）
10（15.2）

32（ 55.2）
26（ 44.8）

＿ １）

＿ １）

*ｐ＜0.001
χ ２ 検定もしくは、期待値 5 未満のセルが20％以上の場合はFisher直接確率検定
1 ）「―」は同職種同士を示す。同職種同士を含む項目は検定を行わず。
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表 4 　個別に転倒予防連携が必要と思うタイミング及び連携を行うタイミング
� Ｎ=149

看護師ｎ=66
ｎ（%）

療法士ｎ=58
ｎ（%）

介護職ｎ=25
ｎ（%）

転倒しそうな時 個別に連携が必要と思う
思わない

48（72.7）
18（27.3）

43（74.1）
15（25.9）

16（64.0）
 9（36.0）

個別に連携を行う
行わない

56（84.8）
10（15.2）

36（62.1）
22（37.9）

17（68.0）
 8（32.0） *

転倒時 個別に連携が必要と思う
思わない

44（66.7）
22（33.3）

34（58.6）
24（41.4）

11（44.0）
14（56.0）

個別に連携を行う
行わない

51（77.3）
15（22.7）

39（67.2）
19（32.8）

11（44.0）
14（56.0） *

損傷時 個別に連携が必要と思う
思わない

36（54.5）
30（45.5）

22（37.9）
36（62.1）

 8（32.0）
17（68.0）

個別に連携を行う
行わない

27（40.9）
39（59.0）

9（15.5）
49（84.5）

3（12.0）
22（88.0） *

ＡＤＬが変化した時 個別に連携が必要と思う
思わない

51（77.3）
15（22.7）

45（77.6）
13（22.4）

18（72.0）
 7（28.0）

個別に連携を行う
行わない

44（66.7）
22（33.3）

36（62.1）
22（37.9）

16（64.0）
 9（36.0）

多職種への情報提供を
したい時

個別に連携が必要と思う
思わない

44（66.7）
22（33.3）

45（77.6）
13（22.4）

12（48.0）
13（52.0） *

個別に連携を行う
行わない

42（63.6）
24（36.4）

43（74.1）
15（25.9）

11（44.0）
14（56.0） *

多職種からの情報提供を
受けた時

個別に連携が必要と思う
思わない

53（80.3）
13（19.7）

45（77.6）
13（22.4）

18（72.0）
 7（28.0）

個別に連携を行う
行わない

52（78.8）
14（21.2）

43（74.1）
15（25.9）

17（68.0）
 8（32.0）

多職種に相談された時 個別に連携が必要と思う
思わない

36（54.5）
30（45.5）

43（74.1）
15（25.9）

 8（32.0）
17（68.0） **

個別に連携を行う
行わない

38（57.6）
28（42.4）

40（69.0）
18（31.0）

 3（12.0）
22（88.0） ***

転倒リスクチェック表が
高得点の時

個別に連携が必要と思う
思わない

30（45.5）
36（54.5）

18（31.0）
40（69.0）

 6（24.0）
19（76.0） *

個別に連携を行う
行わない

17（25.8）
49（74.2）

2（ 3.4）
56（96.6）

2（ 8.0）
23（92.0） ***

*ｐ＜0.05，**ｐ＜0.01，***ｐ＜0.001
χ２ 検定もしくは、期待値 5 未満のセルが20％以上の場合はFisher直接確率検定

護職 8 名（32.0％）であった（p＜0.05）。
　転倒予防連携の阻害要因において、職種間で有
意差が見られたのは 2 項目であった。「相手が忙
しそう」では、看護師16名（24.2％）、療法士27
名（46.6％）、介護職 8 名（32.0％）であった（p

＜0.05）。「カンファレンスで批判される可能性」
では、看護師 4 名（6.1％）、療法士 2 名（3.4％）
に対し、 介護職 5 名（20.0％） であった（p＜
0.05）。
　 4 ．全職種における転倒予防連携の満足に影響
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表 5 　転倒予防連携を行う機会
� Ｎ=149

看護師ｎ＝66
ｎ（%）

療法士ｎ＝58
ｎ（%）

介護職ｎ＝25
ｎ（%）

連携を行う 連携を行う 連携を行う

申し送り時
定期カンファレンス時
不定期カンファレンス時
診療録や看護記録
ヒヤリハット報告書
連絡ノートやメモ
個人からの直接の呼びかけ

53（80.0）
49（74.2）
19（28.8）
28（42.4）
46（69.7）
 9（13.6）
34（51.5）

23（39.7）
43（74.1）
12（20.7）
26（44.8）
25（43.1）
19（32.8）
38（65.5）

20（80.0）
12（48.0）
 8（ 8.0）
10（40.0）
12（48.0）
 8（32.0）
 8（32.0）

***
*

**
*
*

*ｐ＜0.05，**ｐ＜0.01，***ｐ＜0.001
χ２ 検定

表 6 　転倒予防連携に必要な共有すべき内容�
Ｎ=149

看護師ｎ＝66
ｎ（%）

療法士ｎ＝58
ｎ（%）

介護職ｎ＝25
ｎ（%）

情報 思う
思わない

65（98.5）
1（ 1.5）

55（94.8）
3（ 5.2）

23（92.0）
2（ 8.0）

対策 思う
思わない

60（90.9）
6（ 9.1）

38（65.5）
20（34.5）

15（60.0）
10（40.0） *

考え 思う
思わない

33（50.0）
33（50.0）

32（55.2）
26（44.8）

10（40.0）
15（60.0）

認識 思う
思わない

48（72.7）
18（27.3）

48（82.8）
10（17.2）

16（64.0）
9（36.0）

教育 思う
思わない

14（21.2）
52（78.8）

1（ 1.7）
57（98.3）

5（20.0）
20（80.0） *

*ｐ＜0.01
χ２ 検定もしくは、期待値 5 未満のセルが20％以上の場合はFisher直接確率検定

する促進要因及び阻害要因
　 1 ）転倒予防連携の満足に影響する促進要因及
び阻害要因
　転倒予防連携の満足に影響する促進要因におい
て、全職種で有意差が見られた項目は、「リーダ
ーが必要」（ｐ＜0.01）、「中心的役割を果たす小
組織が必要」（p＜0.05）、「連携を支援する組織体
制が必要」（p＜0.05）、「業務内容の見直しが必要」
（p＜0.05）であった。
　転倒予防連携の満足に影響する阻害要因におい
て、全職種で有意差が見られた項目は、「コミュ
ニケーションしづらい職場の雰囲気」（ｐ＜0.05）、
「転倒予防の連携に対する考え方のずれ」（p＜
0.01）、「職種間に意識の垣根がある」（p＜0.01）
であった。

　 2 ）二項ロジスティック回帰分析による転倒予
防連携の満足に影響する促進要因及び阻害要因
（表 8 ）
　「連携状況に満足しているか」の可否（肯定＝
1 、否定＝ 0 ）を従属変数とし、χ２ 検定におい
て有意差が認められた項目である促進要因「リー
ダーが必要」「中心的役割を果たす小組織が必要」
「連携を支援する組織体制が必要」「業務内容の
見直しが必要」を独立変数として分析を行った。
その結果、転倒予防多職種連携の満足に影響する
促進要因は「リーダーが必要」オッズ比0.36［95
％信頼区間（Confidence interval：CI）：0.14−
0.91］、「連携を支援する組織体制が必要」オッズ
比3.05［CI：1.45−6.44］、「業務内容の見直しが
必要」オッズ比0.39［CI：0.16−0.94］であった。
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表 7 　転倒予防における多職種連携の促進要因及び阻害要因
N=149

看護師n＝66 療法士n＝58 介護職n＝25

n（%） n（%） n（%） n（%） n（%） n（%）

思う 思わない 思う 思わない 思う 思わない

促進
要因

時間の余裕が必要
機会を設けることが必要
仲介者が必要
リーダーが必要
中心的役割を果たす小組織が必要
話しやすい職場の雰囲気が必要
勤務交代での情報不足を補う体制が必要
連携を支援する組織体制が必要
業務内容の見直しが必要
生涯教育が必要
他職種の役割に関する知識が必要
専門職としての意識が必要
互いを専門職として尊敬する姿勢が必要
患者目標の共有が必要
全ての職種が分かる言語を使うが必要
個人の連携に対する意識変化が必要
職種を超えた患者の生活援助が必要

44（66.7）
34（51.5）
5（ 7.6）

15（22.7）
13（19.7）
47（71.2）
29（43.9）
37（56.1）
18（27.3）
11（16.7）
28（42.4）
38（57.6）
32（48.5）
42（63.6）
28（42.4）
26（39.4）
28（42.4）

22（33.3）
32（48.5）
61（92.4）
51（77.3）
53（80.3）
19（28.8）
37（56.1）
29（43.9）
48（72.7）
55（83.3）
40（60.6）
28（42.4）
34（51.5）
24（36.4）
38（57.6）
40（60.6）
38（57.6）

41（70.7）
42（72.4）
1（ 1.7）

16（27.6）
10（17.2）
47（81.0）
29（50.0）
20（34.5）
12（20.7）
8（13.8）

21（36.2）
34（58.6）
24（41.4）
39（67.2）
29（50.0）
25（43.1）
30（51.7）

17（29.3）
16（27.6）
57（98.3）
42（72.4）
48（82.8）
11（19.0）
29（50.0）
38（65.5）
46（79.3）
50（86.2）
37（63.8）
24（41.4）
34（58.6）
19（32.8）
29（50.0）
33（56.9）
28（48.3）

17（68.0）
10（40.0）
1（ 4.0）
4（16.0）
1（ 4.0）

12（48.0）
13（52.0）
8（32.0）
6（24.0）
5（20.0）
6（24.0）

14（56.0）
10（40.0）
13（52.0）
8（32.0）
9（36.0）
9（36.0）

8（32.0）
15（60.0）
24（96.0）
21（84.0）
24（96.0）
13（52.0）
12（48.0）
17（68.0）
19（76.0）
20（80.0）
19（76.0）
11（44.0）
15（60.0）
12（48.0）
17（68.0）
16（64.0）
16（64.0）

**

*

*

阻害
要因

時間不足
機会がない
コミュニケーションしづらい職場の雰囲気
組織体制連携サポート不足
リーダーシップをとる人が不在
相手の専門用語が分からない
考え方のずれ
患者目標の共有
転倒予防の関心が低い
職種間に意識の垣根
相手を専門職として尊重しない姿勢
経験年数の違い
ジェネレーションギャップ
相手が話しにくいキャラクター
相手が忙しそう
必要な情報を相手が判断しない
連携に貢献しても称賛が乏しい
カンファレンスで批判される可能性
安全のために抑制は必要という考え

43（65.2）
11（16.7）
16（24.2）
20（30.3）
10（15.2）
7（10.6）

20（30.3）
17（25.8）
4（ 6.1）

17（25.8）
6（ 9.1）

10（15.2）
4（ 6.1）
7（10.6）

16（24.2）
8（12.1）
2（ 3.0）
4（ 6.1）
9（13.6）

23（34.8）
55（83.3）
50（75.8）
46（69.7）
56（84.8）
59（89.4）
46（69.7）
49（74.2）
62（93.9）
49（74.2）
60（90.9）
56（84.8）
62（93.9）
59（89.4）
50（75.8）
58（87.9）
64（97.0）
62（93.9）
57（86.4）

47（81.0）
11（19.0）
22（37.9）
12（20.7）
13（22.4）
7（12.1）

18（31.0）
20（34.5）
12（20.7）
19（32.8）
4（ 6.9）
5（ 8.6）
2（ 3.4）

13（22.4）
27（46.6）
10（17.2）
3（ 5.3）
2（ 3.4）

13（22.4）

11（19.0）
47（81.0）
36（62.1）
46（79.3）
45（77.6）
51（87.9）
40（69.0）
38（65.5）
46（79.3）
39（67.2）
54（93.1）
53（91.4）
56（96.6）
45（77.6）
31（53.4）
48（82.8）
55（94.8）
56（96.6）
45（77.6）

17（68.0）
9（36.0）
7（28.0）
7（28.0）
5（20.0）
1（ 4.0）
3（12.0）
6（24.0）
3（12.0）
6（24.0）
4（16.0）
3（12.0）
3（12.0）
4（16.0）
8（32.0）
4（16.0）
1（ 4.0）
5（20.0）
9（36.0）

8（32.0）
16（64.0）
18（72.0）
18（72.0）
20（80.0）
24（96.0）
22（88.0）
19（76.0）
22（88.0）
19（76.0）
21（84.0）
22（88.0）
22（88.0）
21（84.0）
17（68.0）
21（84.0）
24（96.0）
20（80.0）
16（64.0）

*

*

*ｐ＜0.05，**ｐ＜0.01
χ ２ 検定もしくは、期待値 5 未満のセルが20％以上の場合はFisher直接確率検定
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表 8 　転倒予防連携の満足に影響する促進要因及び阻害要因

回帰係数 オッズ比
95％信頼区間

ｐ値
下限 上限

促進
要因

リーダーが必要
中心的役割を果たす小組織が必要
連携を支援する組織体制が必要
業務内容の見直しが必要
定数

−1.03
−0.62
　1.12
−0.95
　0.02

0.36
0.54
3.05
0.39

0.14
0.19
1.45
0.16

0.91
1.55
6.44
0.94

0.031
0.25

0.003
0.036

*

**
*

モデルχ２ 検定，P＜0.05
二項ロジスティック回帰分析
Hosmer-Lemeshow検定
ｐ＝0.991，判別的中率63.1％

阻害
要因

コミュニケーションしづらい職場の雰囲気
転倒予防の連携に対する考え方のずれ
職種間に意識の垣根がある
定数

−0.51
−1.03
−0.89
　0.61

0.60
0.36
0.41

0.28
0.16
0.18

1.29
0.81
0.93

0.192
0.014
0.032

*
*

モデルχ２ 検定，P＜0.05
二項ロジスティック回帰分析
Hosmer-Lemeshow検定
ｐ＝0.934，判別的中率64.4％

*ｐ＜0.05，**ｐ＜0.01
1 ．転倒予防満足　「大変そう思う・そう思う・どちらかといえばそう思う」＝ 1
　　「どちらかといえばそう思わない・そう思わない・全くそう思わない」＝ 0
2 ．促進・阻害要因　　「思う」＝ 1 　　「思わない」＝ 0

変数の有意性は、「リーダーが必要」がｐ＜0.05、 
「連携を支援する組織体制が必要」がｐ＜0.01、「業
務内容の見直しが必要」がｐ＜0.05であった。こ
のモデルのHosmer-Lemeshowの検定結果はｐ＝
0.991で適合していることが示され、 予測値と実
測値の判別的中率は63.1％であった。
　阻害要因についても同様に、有意差が見られた
項目である「コミュニケーションしづらい職場の
雰囲気」「転倒予防の連携に対する考え方のずれ」
「職種間に意識の垣根がある」を独立変数として
分析を行った。その結果、転倒予防多職種連携の
満足に影響する阻害要因は、「転倒予防の連携に
対する考え方のずれ」オッズ比0.36［CI：0.16−
0.81］、「職種間に意識の垣根がある」 オッズ比
0.41［CI：0.18−0.93］であった。変数の有意性は、
「転倒予防の連携に対する考え方のずれ」「職種
間に意識の垣根がある」共にｐ＜0.05であった。
このモデルのHosmer-Lemeshowの検定結果はｐ
＝0.934で適合していることが示され、 予測値と
実測値の判別的中率は64.4％であった。	

考　　察
　 1 ．転倒予防多職種連携に必要と思うことと現
状
　連携が必要と思う職種及び連携を行う職種につ
いて、全職種の約 8 割が同職種との連携が必要と
回答し、看護師と介護職の約 9 割が同職種と連携
を行っていたが、療法士は 6 割しか行えていなか
った。その背景として、看護師と介護職はチーム

で患者を担当するが、療法士は個人で担当するこ
とが影響していると考えられた。また、医師との
連携が必要との回答は看護師の 8 割、療法士の 7
割に上ったが、医師と連携を行っていたのは看護
師の 6 割以下、他職種は 3 割以下と低く、医師は、
多職種から転倒予防連携に必要と感じられている
ものの、連携の在り方には課題があることが明ら
かになった。
　個別に連携が必要と思うタイミング及び連携を
行うタイミングについて、転倒しそうな時やADL
が変化した時には、全職種の約 7 割が必要と感じ、
6 割以上が連携を行っていた。その一方で、転倒
時に必要と回答した介護職は 4 割、連携を行って
いたのは 4 割と低かった。また、損傷時は看護師
5 割、療法士約 4 割、介護職 3 割が必要と回答し
たが、連携を行っていたのは看護師の 4 割、療法
士と介護職の 1 割であり、必要としながらも、行
っていた職種は少なかった。一度転倒した患者が
再転倒するリスクは高く13）、転倒時や損傷時にこ
そ多職種連携がますます必要になる。しかし、連
携を行っているのは、 転倒しそうな時やADLが
変化した時に比べ、転倒時や損傷時は低いことが
明らかになった。その背景として、転倒時や損傷
時は、身体状態のケアや医療的対応に追われ、転
倒した状況の振り返りを多職種連携へつなげられ
ていないことが考えられた。ADLが日々変化す
る回復期は、申し送り時など定期的な連携の機会
だけでなく、ベッドサイドでのリスクアセスメン
トを行うことが重要である。患者の活動のタイミ
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ングに合わせてベッドサイドカンファレンスを行
うなど、個別に転倒予防連携を行う必要があると
考える。また、転倒リスクチェック表が高得点の
時は、全職種の 4 割以下が連携を必要と感じ、連
携を行っているのは看護師の 2 割、他職種は 1 割
以下であった。このことから、転倒リスクチェッ
ク表は転倒要因の分析であり、連携の必要性の指
標として認識されていないことが明らかになった。
また、多職種から情報提供を受けた時、全職種の
7 割以上が連携は必要と感じ、連携を行っていた
一方で、多職種へ情報提供をしたい時及び相談さ
れた時は、看護師の約 6 割と療法士の約 7 割が必
要と感じ連携を行っていたが、介護職はいずれも
4 割以下に留まった。このことから、介護職は情
報提供を一方的に受ける側になりやすく、他職種
から相談をされにくい状況が明らかになった。　
　転倒予防連携の機会について、看護師と介護職
の 8 割が、申し送り時を連携の機会としていたが、
療法士は 4 割以下であった。また、看護師と療法
士の 7 割は、定期カンファレンスを連携機会と位
置付けているが、介護職は 5 割以下であった。こ
のことから、療法士が申し送りに参加できる、介
護職が定期カンファレンスに参加できる組織体制
が必要と考えられた。連絡ノートやメモは、看護
師が 1 割、他職種は 3 割とあまり重要視されてい
なかった。ヒヤリハット報告書は、看護師の 7 割
が連携機会と重視していたが、他職種は 5 割以下
であったのは、ヒヤリハット報告書は看護師の報
告書との意識が強いためと考えられた。個人から
の直接の呼びかけは、看護師の 5 割と療法士の 6
割が連携機会と重視していたが、介護職は 3 割に
留まっており、介護職は連携職種として直接的で
なく間接的な位置づけと認識されている可能性が
考えられた。
　転倒予防連携に必要な共有すべき内容において
は、対策であると看護師の 9 割が考えているのに
対し、他職種は 6 割に留まっていた。その背景と
して、フォーカスグループインタビュー 7 ）の結果
からは、転倒予防に必要な情報として、看護師は
療法士に対して高次脳機能障害などの情報を、療
法士は看護師に対してバイタルサインや精神面の
情報を必要としており、他職種が持つ転倒予防に
必要な情報に関する共有不足が示唆された。転倒
予防に関する情報の共有不足が、対策を不完全な
ものとし、対策の共有不足に影響していたことが
考えられた。また、転倒予防連携に必要な共有す
べき内容において、教育は、看護師と介護職は 2

割であるのに対し、療法士はほぼ必要ないという
回答であった。しかし、IPWを行うためには、保
健医療福祉の従事者が同じ場所で共に学び、互い
に学び合う専門職連携教育（Interprofessional 
Education：IPE）が提唱されている 8 ）。調査実
施時期には、IPEが導入されていなかったことが
結果に影響したと考えられた。今後、多職種連携
を推進するためにIPEの機会を定期的に設ける必
要が考えられた。
　 ２ ．転倒予防に関する連携について
　転倒予防に関する連携については、職種間に有
意差は見られなかった。しかし、「新患患者の入
院 3 日以内に必要な情報を持っているか」は看護
師で 7 割以上、他職種で 6 割以下と比較的低かっ
た。入院 1 週間以内は最も転倒のリスクが高い14） 

と報告されており、前施設や病棟から、転倒につ
ながる情報の引き継ぎ方を検討する必要が考えら
れた。また、「多職種連携に満足か」「組織の体制
が十分に整っていると思うか」に関しては、『思
う群』が全職種過半数以下であったことから、全
職種の過半数以上が現状の連携に不満並びに、現
状の組織の体制が不十分と感じていることが分か
り、ここに多職種連携の課題が見出された。
　 3 ．転倒予防連携の満足に影響する促進要因及
び阻害要因
　ロジスティック回帰分析の結果、全職種におけ
る多職種連携の満足に影響する促進要因として、
「連携を支援する組織体制が必要」が明らかにな
った。また、満足に影響する阻害要因として「リ
ーダーが必要」「業務内容の見直しが必要」「転倒
予防の連携に対する考え方のずれ」「職種間に意
識の垣根がある」が明らかになった。これらの項
目のうち、より強い影響を及ぼしているのは「連
携を支援する組織体制が必要」であった。
　促進要因で職種間に有意差があった項目は、看
護師の 5 割以上が感じていた「連携を支援する組
織体制が必要」、看護師・療法士の 7 割が感じて
いた「話しやすい職場の雰囲気が必要」、療法士
の 7 割以上が求めていた「連携の機会を設けるこ
とが必要」であった。阻害要因で職種別に有意差
が見られた項目は、療法士の 4 割が感じていた「相
手が忙しそう」と、介護職の 2 割が感じていた「カ
ンファレンスで批判される可能性」 であった。
IPW 8 ）では、患者の問題解決サイクルの外側にチ 
ーム形成のサイクルがあり、互いに相手を尊重し
て相互支援を行い、グループダイナミクスを起こ
す必要があり、そのためには、患者の目標を共有
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し、課題を達成するリーダーを伴う必要があると
される。しかし、今回の調査では連携の促進要因
として、リーダーが必要と回答したものは、全職
種ほぼ 2 割程度であった。また、結果からは、個々
のスタッフの連携に対する意欲は高く、連携は行
われているものの、転倒予防連携に関する職種間
の意識の違いや、忙しそうやカンファレンスで非
難されるといった職場の雰囲気が、チーム形成の
阻害要因として影響していることが示唆された。
よって、転倒予防に関するIPWの共通認識を持ち、
多職種の合意形成を推進するIPEを行うことで、
連携の満足が高まる可能性が示唆された。
　また、連携の満足を高め促進するためには、支
援する組織体制を整えることが重要であると明ら
かになった。結果より、具体的には医師が転倒予
防チームに参加し、療法士が申し送りに参加でき、
介護職が定期カンファレンスに参加できる組織の
体制を整えること、転倒時や損傷時には患者個別
に転倒予防連携を行う体制を作ること、介護職を
直接的なチーム連携者として全職種が共通の認識
を持つことが示唆された。
　 4 ．転倒予防の多職種連携における看護職の役
割
　看護師は、同職種や医師との連携が行えており、
定期カンファレンスへの参加も連携の機会になっ
ていた。一方、療法士は直接他職種に呼びかけて
連携を行っており、「相手が忙しそう」と感じる時、
連携の阻害要因となっていた。介護職は「カンフ
ァレンスで批判される可能性」が連携の阻害要因
となっていた。従って看護師の役割は、医師を連
携チームへ引き入れること、療法士との連携の機
会を個別にとり、介護職には専門用語を分かりや
すく伝える橋渡しとしての役割が必要とされてい
ることが示唆された。

研究の限界
　今回の対象者は、経験年数に職種間の有意差が
あり、看護師の臨床経験の方が高かったことが、
結果に影響した可能性が考えられる。さらに、 ６
施設に留まった結果であり、一般化するには限界
がある。今後は、全国の回復期病棟に対象を広げ
て、職種間の認識の違いを明らかにしていく必要
がある。また、介護職については保有する資格に
より意識が異なる可能性があるため、今後資格に
よる相違を明らかにする必要がある。

結　　論
　本研究の結果、個々のスタッフにIPWの考え方
は浸透しつつあるものの、転倒予防連携に関する
職種間の意識の違いや、忙しそうやカンファレン
スで非難されるといった職場の雰囲気が、チーム
形成の阻害要因として影響していることが示唆さ
れた。転倒予防連携を促進するには、IPEを行い、
医師が転倒予防チームに参加し、療法士が申し送
りに参加でき、介護職が定期カンファレンスに参
加できる組織の体制を整えること、転倒時や損傷
時には患者個別に転倒予防連携を行う体制を作る
こと、介護職を直接的なチーム連携者として全職
種が共通の認識を持つことが示唆された。
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要　　旨

　本研究の目的は、血液透析治療を受ける患者の「生活の様相」において血液透析導入の原因となった疾
患（糖尿病・非糖尿病）、透析コントロール状態、透析歴にどのような特徴があるか明らかにすることである。
　対象は外来通院で血液透析治療を受けている14名で、そのうち糖尿病腎症は 8 名、非糖尿病腎症は 6 名
であった。透析コントロール状態良好は 5 名、透析コントロール状態不良は 9 名であった。方法は、質的
記述的にて見出された先行研究「血液透析治療中の患者の生活の様相」の＜カテゴリー＞ごとに対象者を
糖尿病・非糖尿病腎症の原疾患、透析コントロール状態、透析歴別に分類し、人数の割合を比較して特徴
を見出した。生活の様相【自己コントロール】の＜主体的な制限行動＞では、糖尿病腎症が 5 件（62.5％）
であり、透析治療に至る前から自己コントロールを行い主体的に制限行動している状態が考えられた。【ソ
ーシャルサポート】の＜生活を楽しく送ることを手助けしてくれる人の存在＞は、透析コントロール状態
不良で 5 件（55.6%）であり、外出、旅行に関する体重コントロールに影響していると考えられた。血液
透析治療中患者の心理社会的側面と影響要因の特徴を活かした看護援助が示唆された。
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緒　　言
　我が国では透析治療を受けている患者は、2014
年末時点で約32万人であり、血液透析患者は2013
年から2014年の 1 年で6100人増え、年々増加して
いる 1 ）。血液透析患者のセルフケアは食事管理と
適切な水分摂取、シャントの管理であり、生命に
強く影響している。血液透析患者の生活は透析治
療により様々な制約を受け、 血液透析患者の
QOLは低く 2 ）、 患者本人および療養を支える周
囲の人々は、透析治療を伴う長期にわたるセルフ
ケアの継続に多くの努力を要している。透析治療
は身体侵襲を伴い、そのセルフケア方法は過去10
年来ほとんど変わることなく、治療を受ける患者
の日常生活に制約がかかっている。
　糖尿病腎症から透析治療にいたった患者と看護
においては、糖尿病腎症患者の心理的特徴 3 − 6 ）、
および非糖尿病腎症との比較で食事の思いの特徴7 ）

が明らかにされている。また、腎症病期進行と心
理的健康状態をについて栗原ら 8 ）は、食事カロリ
ー制限が主体であった糖尿病食から蛋白制限及び
カロリー補充を主とする腎臓病食へ転換が困難を
伴うため「腎症あり群」で最も食事療法負担感が
強かったと述べている。Karamanidouら 9 ）は腎不
全患者のアドヒアランスは、糖尿病性腎症とその
他の原疾患には差はなく、糖尿病の状態および透
析歴にはアドヒアランスの差があったと明らかに
している。
　透析に至る糖尿病腎症では、細小血管障害が進
み、視力障害や神経障害などの身体症状の悪化が
表在化し、患者のセルフケアではコントロールし
にくい身体であると考えられる。透析導入患者の
原疾患は2014年末で糖尿病腎症が43.5%と多く 1 ）、
透析導入後の 5 年生存率が53.6％10）と高くはない。
患者は数々の喪失体験をしており、不安、やり場
のない怒り、喪失感がある10）11）と報告されている。
　また、透析治療を受ける患者は、原因疾患に関
わらず透析コントロール状態が不良であると透析
中の血圧低下が起こりやすく、心臓への負担がか
かり、長期的な透析合併症および生活の質に影響
を与えている12）。
　透析患者の生活に関する看護分野における先行
研究では、血液透析治療を受ける患者の心理社会
的側面に焦点を当てた研究テーマとして病気の受
容に影響する要因13）、透析ストレッサーとコーピ
ング行動14）に関するものがあった。一方、血液透
析治療を受ける患者の体験を明らかにした研究は
「生活の様相」15）と「生活の編みなおし」16）の 2

つであった。
　先行研究における血液透析患者の心理社会的側
面と透析歴との関係を見ると10年以上の長期間透
析によって、心血管系合併症や骨病変を生じやす
くなり17）、自覚症状が顕在化し、生活への影響が
著しい。長期透析患者の心理的特徴として春木18）

は透析を受け入れた長期透析患者は成熟した人格
の持ち主で、主治医―患者関係が良好であると述
べている。また、長期透析者群は「透析が生活の
一部となり負担を感じていない」との報告19）があ
る。正木ら14）は、透析歴 1 年未満と 1 年以上、 3
年未満と 3 年以上、10年未満と10年以上で区分し
た比較で患者のコーピング行動の傾向が異なると
述べている。したがって、今まで長期透析患者の
心理社会的側面や透析歴別にみた透析患者のコー
ピング行動は明らかにされているが、生活と透析
歴との特徴は明らかにされていない。
　透析治療での検査データを重要視しがちな医療
者の視点からシフトして、患者の生活体験世界と
検査データや身体状態とを合わせて特徴を見出す
ことで透析治療における疾患のコントロールとセ
ルフケアに対して患者により適した看護援助に結
びつけられるのではないかと考えた。ここで生活
とは、「自らの生命過程を営む過程で生じる出来
事とその意味付け、自分が価値をおく行動とその
意味づけ、＜生きる営み＞という特性」20）ととら
える。
　すなわち、本研究では、患者がとらえている「生
活の様相」15）という患者の視点に立ち返ってとら
え直すことで、近年増加している糖尿病腎症から
の透析導入患者の特徴、透析におけるコントロー
ル状態、そして自己管理経験としての透析歴にお
いて患者にどのような特徴があるかを明らかにす
る意義があると考えた。糖尿病腎症とその他の原
因疾患との違いの特徴、透析コントロール状態の
良否、および透析歴の違いによる特徴を見ること
で、看護者にとって対象理解と看護の方向性を見
いだすことができると考えた。
　したがって、本研究の目的は、血液透析治療を
受ける患者の「生活の様相」において血液透析導
入の原因となった疾患（糖尿病・非糖尿病）、透
析コントロール状態、透析歴にどのような特徴が
あるか明らかにすることである。

用語の定義
　透析コントロール：水分管理および食事療法に
よる自己管理の状態を反映しているものとし、透
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析前での体重増減率、カリウム値、リン値の 3 つ
の指標を表す。

方　　法
　 1 ．研究デザイン
　実態調査研究
　 2 ．対象
　透析ベッド30床の施設の血液浄化部外来通院患
者のうち、インタビューに応じることができ、コ
ミュニケーションが取れること、またインタビュ
ーによって身体的・心理的負担が生じにくいと透
析医療施設で従事している看護師が判断した患者
を対象選定の基準とした。除外基準は、糖尿病腎
症患者において失明している者とした。対象者に
研究の主旨を説明し、同意が得られた14名を参加
者とした。
　 3 ．調査内容
　先行研究で明らかにした「血液透析治療中の患
者の生活の様相」15）の質的分析内容のカテゴリー
ごとに 1 ）糖尿病・非糖尿病腎症の原疾患の別、
2 ）透析コントロール状態、 3 ）透析歴を対象者
の診療録より把握した。 1 ）糖尿病・非糖尿病腎
症の原疾患の別は、血液透析に至った原疾患を糖
尿病あるいは糖尿病以外の腎障害として捉えた。
2 ）透析コントロール状態は 3 つの指標を用い、
血液透析前の値で体重増減率、カリウム値（以下
K値とする）、リン値（以下Ｐ値とする）とした。
　 4 ．調査期間
　2004年 9 月～同年10月
　 ５ ．分析方法
　先行研究で明らかにした「血液透析治療中の患
者の生活の様相」15）の質的帰納的分析結果の再分
析は行わず、基とした。表 3 における【分類】、
＜カテゴリー＞、［サブカテゴリー］は先行研究15）

の結果であり、抽象度の高い順に【分類】、＜カ
テゴリー＞、［サブカテゴリー］で示している。
サブカテゴリーの段階において、記号化した対象
者をサブカテゴリーと対応させて記述した。さら
に記号化した対象者をサブカテゴリーごとに 1 ）
糖尿病・非糖尿病腎症の原疾患、 2 ）透析コント
ロール状態、 3 ）透析歴別で分類した。カテゴリ
ーの単位で件数の割合を比較して特徴を見出した。
　 1 ）糖尿病・非糖尿病腎症の原疾患
　「生活の様相」の各カテゴリーに該当する糖尿
病腎症、非糖尿病腎症に分けて件数を挙げ、対象
人数分の件数の割合を比較し、半数以上の件数を
目安にしてカテゴリーの特徴とした。

　 2 ）透析コントロール状態 
　対象者の透析コントロール状態（以下、コント
ロールと略す）は、血液透析前の値で体重増減率、
Ｋ値、Ｐ値の ３ つを指標として用いた。理由とし
ては、これら体重、Ｋ値、Ｐ値は身体的コンディ
ションの影響を受けにくく、水分管理および食事
療法による自己管理の状態を反映しているため17）

である。
　透析コントロール状態良好の基準を以下のよう
に定義した。① 1 か月の体重増減が基準体重に対
して 5 ％以上の回数が測定回数の 6 割未満、②面
接日以前の 6 カ月のＫ値の平均値6mEq/ℓ未満、
③面接日以前の 6 カ月のＰ値の平均値6mEq/ℓ
未満。①、②、③のいずれか １ 項目でも逸脱して
いる場合に透析コントロール不良と判定した。透
析専門医の意見をもとに体重、Ｋ値、Ｐ値の ３ つ
の指標における透析コントロールの基準を決定し
た。
　対象者を「生活の様相」の各カテゴリーに該当
する透析コントロール状態良好・不良に分類し、
対象人数分の件数の割合を比較して特徴を見出し
た。半数以上の件数を目安にしてカテゴリーの特
徴とした。
　 3 ）透析歴
　透析歴は先行研究14）を参考に①透析導入期 1 年
未満、② １ 年以上 3 年未満、③ 3 年以上10年未満、
④10年以上の 4 区分とした。すなわち、心理社会
的側面で変動が激しい導入期として 1 年未満、透
析生活の安定期とみなされている 3 年までで区切
り、透析治療継続による合併症が問題として現れ
やすくなる 3 年から10年未満、長期透析として10
年以上の ４ つに区分し、群わけをした。カテゴリ
ーごとに ４ つの透析歴の区分における件数を挙げ、
件数があったカテゴリーを特徴とした。
　 6 ．倫理的配慮
　調査施設の倫理審査委員会での承認を得て調査
を行った。先行研究において研究対象者は、施設
の看護師がインタビュー可能であると判断した患
者に研究の主旨を説明し、患者よりインタビュー
と検査データの把握に関する承諾を得た。研究者
が口頭で研究協力の承諾が得られた対象者に対し
てインタビュー開始時に、研究の目的、インタビ
ュー所要時間、研究結果の匿名化、インタビュー
途中での中断の自由、研究参加を断った場合、診
療への影響がないことを説明し、研究承諾書への
署名をもって調査を開始した。研究者は患者のプ
ライバシーに配慮し、透析治療中の体調に気を配
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ってインタビューを行った。
　情報収集した検査データと参加者の連結匿名化
のために、参加者表記を記号化して検査データを
取り扱った。

結　　果
　 １ ．対象者の属性
　対象者は14名で、糖尿病腎症 8 名、男性は 9 名、
65歳以上は 9 名であった。透析歴は、 3 年以上10
年未満が 5 名、職業に就いていない人は10名であ
った（表 1 ）。
　 ２ ．透析コントロール状態
　透析コントロール状態は、良好 5 名、不良 9 名
であった。透析コントロール状態良好（以下、コ
ントロール良好とする）の年齢は60.4±10.3歳、
と透析コントロール不良（以下、コントロール不
良とする）はコントロール不良60.6±8.1歳であり、
両群ともに60歳代であった。透析歴は、コントロ
ール良好12.8±11.1年、コントロール不良3.4±2.7

年でコントロール良好群は透析歴が長い傾向にあ
った（表 2 ）。
　体重増加量は、コントロール良好は2.6±0.2㎏
であり、コントロール不良は2.8±0.6㎏であった。
K値はコントロール良好5.4±0.4mEq/dl、コント
ロール不良は5.4±0.5mEq/dlであり、週 3 回透析
前値の検査目標値K値4.0～5.5mEq/dl18）と両群と
も基準値から逸脱しておらず、両群間に大きな差
はなかった。 Ｐ値はコントロール良好5.4±0.6 
mEq/dl、コントロール不良5.9±1.1mEq/dlであ
った。（表 2 ）　　
　 3 ．「生活の様相」と影響要因
　 1 ）「生活の様相」と透析治療に至った原因疾
患別の特徴
　透析を受ける原因となった疾患は糖尿病腎症患
者は 8 名（以下、糖尿病と略す）、その他の腎疾
患である非糖尿病腎症患者（以下、非糖尿病と略
す）は 6 名であった。先行研究で見出された血液
透析患者の「生活の様相」の各サブカテゴリーに
該当する件数の割合を算出し、半数以上を特徴と
した。（表 3 ）
　半数以上だったものは、分類【自己コントロー
ル】ではカテゴリー＜主体的な制限行動＞は糖尿
病で 5 件（62.5％）であった。
　分類【ソーシャルサポート】では、カテゴリー
＜具体的に助けてくれる協力者の存在＞は糖尿病
で 6 件（75.0％）、非糖尿病で 5 件（83.3%）であ
った。カテゴリー＜気持ちをよせることのできる
他者の存在＞は、 糖尿病で 5 件（62.5％）、 非糖
尿病で 5 件（83.3%）であった。
　分類【セルフサポート】のカテゴリー＜制限の
中でも感じる幸せ・希望＞では、糖尿病で 4 件（50.0
％）であった。
　 2 ）「生活の様相」と透析コントロール状態良好・
不良の特徴

表 1 　対象者の背景
n=14

項　　目 人　数

性別
男
女

9
5

年齢
65歳未満
65歳以上

5
9

透析歴

1 年未満
1 年以上 3 年未満
3 年以上10年未満
10年以上

3
3
5
3

職業
有
無

4
10

表 ２ 　原疾患（糖尿病・非糖尿病腎症）と透析コントロール状態
n=14

原疾患（糖尿病・非糖尿病腎症） 透析コントロール状態

糖尿病腎症（n= 8 ）
平均（標準偏差）

非糖尿病腎症（n= 6 ）
平均（標準偏差）

良好（n= 5 ）
平均（標準偏差）

不良（n= 9 ）
平均（標準偏差）

年齢（歳）
透析歴（年）
体重増加量（kg）
K値（ｍEｑ/dl）
P値（ｍEｑ/dl）

62.8（7.5）
3.6（5.6）
2.9（0.1）
5.3（0.5）
5.4（0.2）

57.5（ 9.6）
10.9（10.8）
2.5（ 0.3）
5.5（ 0.4）
6.1（ 0.8）

60.4（10.3）
12.8（11.1）
2.6（ 0.2）
5.4（ 0.4）
5.4（ 0.6）

60.6（8.1）
3.4（2.6）
2.8（0.6）
5.4（0.5）
5.9（1.1）
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表 ３ 　血液透析治療中患者の生活の様相と影響要因

【
分
類
】

＜カテゴリー＞ ［サブカテゴリー］

原疾患
（糖尿病・

非糖尿病腎症）

透析
コントロール

状態
透析歴

糖尿病
腎症

（n= 8 ）

非糖尿
病腎症

（n= 6 ）
良好

（n= 5 ）
不良

（n= 9 ）

1 年
未満

（n= 3 ）

1 年以上
3 年未満
（n= 3 ）

3 年以上
10年未満
（n= 5 ）

10年
以上

（n= 3 ）

【
辛
さ
】

＜血液透析の管理に関する
制限＞

［制限行動そのもの］ 
［慣れない］
［制限行動に伴う身体症状］

3 2 2 3 2 1 2 0

＜慢性腎不全よりも強い
持病やハンディキャップに
伴う身体症状の辛さ＞

［どんな対処をしても治らない
肩こり］

［ハンディキャップによる葛藤］
1 1 1 1 0 0 2 0

＜仕事ができないことで
起こった変化＞

［一家の大黒柱としての機能の
喪失］

［生活の変化によってもたら
された心配事］

1 1 0 2 1 1 0 0

＜血液透析治療に縛られる
こと＞

［ 4 時間の臥床による身体的
拘束］

［血液透析治療中心の日程調整］
2 0 1 1 0 0 1 1

＜現在も継続する病気や
治療との格闘＞

［制限方法を獲得するための
努力とそれがうまくいかない毎日
の闘い］

1 0 0 1 1 0 0 0

【
自
己
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
】

＜主体的な制限行動＞

［具体的な対策行動］
［情報獲得行動］
［意思に基づく行動］
［血糖値を帳面に記入］
［体温・血圧を帳面に記入］

5 3 2 6 2 1 4 1

＜受動的な制限行動＞ ［数値が基本］
［家族が主体的］ 3 0 0 3 1 1 1 0

＜主体的制限行動の習慣化＞
［血液透析に関連した制限行動

の獲得］
［制限行動に対する方法の獲得］

0 3 2 1 0 1 0 2

【
ソ
ー
シ
ャ
ル
サ
ポ
ー
ト
】

＜具体的に助けてくれる
協力者の存在＞

［食事を作ってくれる人］
［送迎してくれる人］
［血圧測定・水分を計測して

くれる人］

6 5 4 7 2 3 4 2

＜気持ちをよせることの
できる他者の存在＞

［使命・義務］
［励み］  ［存在感］
［周囲の気遣い・理解］
［感謝］

5 5 5 6 3 2 2 3

＜具体的な制限行動に関し
ての情報提供者の存在＞

［水分制限に関しての医療者
からの情報提供］

［疾病に関する知識の医療者
からの情報提供］

［水分と体重、水分と血圧との
関係に関する医療者からの
情報提供］

［栄養と貧血に関する医療者
からの情報提供］

［食事のカロリー計算に関しての
栄養士からの情報提供］

［患者からの食事制限を続けて
いく方法の提供］

2 2 1 3 2 1 0 1

＜生活を楽しく送ることを
手助けしてくれる人の存在＞

［友人との外出］
［生活を楽しく送るためのきっかけ

を作ってくれた人の存在］
［旅行をするために透析日の

調整をしてくれる医療者］
［旅行の日程を合わせてくれる

親戚の協力］

3 2 0 5 2 1 1 1
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表 ３ 　血液透析治療中患者の生活の様相と影響要因（続き）

【
分
類
】

＜カテゴリー＞ ［サブカテゴリー］

原疾患
（糖尿病・

非糖尿病腎症）

透析
コントロール

状態
透析歴

糖尿病
腎症

（n= 8 ）

非糖尿
病腎症

（n= 6 ）
良好

（n= 5 ）
不良

（n= 9 ）

1 年
未満

（n= 3 ）

1 年以上
3 年未満
（n= 3 ）

3 年以上
10年未満
（n= 5 ）

10年
以上

（n= 3 ）

【
セ
ル
フ
サ
ポ
ー
ト
】

＜血液透析治療によって生活
の中で強まった自己欲求＞

［果物を食べたい］
［誰かと話をしたい］
［畑で作ったものを食べたい］
［仕事の復帰も考えている］
［元気になったら仕事をしたい］

3 3 1 5 1 1 4 0

＜制限の中でも感じる幸せ・
希望＞

［仕事をすること］
［食べること］
［治療をしながら持つ希望］
［お世話になった人に恩返しが

したい］
［自伝を書きたい］

4 0 2 2 1 1 2 0

＜血液透析治療を続ける
ための使命＞

［夫の死を看取りたい］
［両親の死を看取りたい］
［子供を立派に育てたい］

1 2 1 2 1 0 1 1

＜信念に支えられている制限
行動＞

［人生経験による生き方の基本］
［人間としての心構え］ 1 1 1 1 0 0 1 1

【
過
去
の
経
験
が
現
在
に
つ
な
が
る
影
響
】

＜現在の意志・考えに影響
を与えている経験＞

［人生経験が築いた信念による
制限行動］

［お腹がはって食べられなかった
経験が影響した体重管理］

［長年の血液透析経験による制限
行動の習慣化］

［様 な々疾患の制限を経験した
ことによる制限方法の習慣化］

1 3 3 1 0 1 1 2

＜食べることができるよう
になった幸せ＞

［食べられなかったことにより実感
したご飯のおいしさ］

［食欲がなく吐いていたことにより
実感した食べられることの幸せ］

1 1 0 2 0 0 2 0

＜前向きな気持ちの獲得＞

［子供達に励まされて獲得した
前向きな気持ち］

［嫁に叱咤激励されて獲得した
前向きな気持ち］

2 0 0 2 2 0 0 0

＜納得できない医療者からの指導＞ ［栄養失調になった経験による
医療者への不満］ 1 0 0 1 0 0 1 0

＜話し相手がいなくなった
ことの孤独＞ ［話し相手の喪失による孤独］ 1 0 0 1 0 1 0 0

＜血液透析治療を取り巻く
環境への感謝＞ ［血液透析治療の発展］ 0 2 2 0 0 0 0 2

注）表 3 の【分類】＜カテゴリー＞［サブカテゴリー］は、先行研究「血液透析治療中患者の生活の様相」の結果である。

　コントロール良好 5 名、コントロール不良 9 名
であり、件数の割合を算出し、半数以上を特徴と
した。
　半数以上であったカテゴリーは、分類【自己コ
ントロール】の＜主体的な制限行動＞でコントロ
ール不良 6 件（66.7％）であった。
　分類【ソーシャルサポート】では、カテゴリー
＜具体的に助けてくれる協力者の存在＞コントロ

ール良好で 4 件（80.0%）、コントロール不良で 7
件（77.7％）であった。カテゴリー＜気持ちをよ
せることのできる他者の存在＞は、コントロール
良好で 5 件（100%）、 コントロール不良で 6 件
（66.7%）であった。カテゴリー＜生活を楽しく
送ることを手助けしてくれる人の存在＞はコント
ロール不良で 5 件（55.6%）であった。
　分類【セルフサポート】のカテゴリー＜血液透
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析治療によって生活の中で強まった自己欲求＞で
は、コントロール不良で 5 件（55.6％）であった。
　 3 ）「生活の様相」と透析歴 4 区分の特徴
　透析歴の 4 区分で分けると対象数は①透析導入
期 1 年未満 3 名、② １ 年以上 3 年未満 3 名、③ 3
年以上10年未満が 5 名、④10年以上が 3 名であり、
件数があったカテゴリーを特徴とした。
　分類【辛さ】のカテゴリー＜血液透析の管理に
関する制限＞では、① 1 年未満は 2 件、② 1 年以
上 3 年未満は 1 件、③ 3 年以上10年未満で 2 件で
あった。つまり、 1 年未満から10年までの患者は
＜血液透析の管理に関する制限＞に対して辛さが
あったが、透析歴10年以上の群ではなかった。
　分類【自己コントロール】のカテゴリー＜主体的
な制限行動＞では、① 1 年未満 2 件、② 1 年以上
3 年未満は 1 件、③ 3 年以上10年未満で 4 件であ
った。④透析歴10年以上は 1 件とすべての透析歴
の区分で自己管理における＜主体的な制限行動＞ 
があった。
　分類【セルフサポート】のカテゴリー＜血液透
析治療によって高まった自己欲求＞は、① 1 年未
満 1 件、② 1 年以上 3 年未満は 1 件、③ 3 年以上
10年未満で 4 件であった。同様に分類【セルフサ
ポート】のカテゴリー＜制限の中でも感じる幸せ・
希望＞は、① 1 年未満 1 件、② 1 年以上 3 年未満
は 1 件、③ 3 年以上10年未満で 2 件であった。カ
テゴリー＜血液透析治療によって高まった自己欲
求＞および＜制限の中でも感じる幸せ・希望＞は
1 年未満から10年までの血液透析患者が用いてい
るセルフサポート方法であった。

考　　察
　血液透析治療している患者のセルフケア行動を
含めた「生活の様相」を基に糖尿病腎症・非糖尿
病腎症の原疾患別、透析コントロール状態および
透析歴の特徴をもとに、看護援助の方向性につい
て考察を述べる。
　 １ ．「生活の様相」の【自己コントロール】と
透析にいたった原因疾患別（糖尿病腎症・非糖尿
病腎症）の比較
　「生活の様相」【自己コントロール】のカテゴ
リー＜主体的な制限行動＞では、糖尿病腎症 5 件
（62.5％）であった。カテゴリー＜主体的な制限
行動＞は［具体的対策行動］、［情報獲得行動］、［意
思に基づく行動］、［血糖値を帳面に記入］、［体温・
血圧を帳面に記入］というサブカテゴリーからな
り、意思に基づいて情報を獲得し、対策を立て自

己管理を行っている状態であることが解釈できる。
一方、【自己コントロール】 のカテゴリー＜受 
動的な制限行動＞は、自分から行うのではなく検
査結果を中心として制限行動や家族の制限行動に
基づいて行われる行動のことであると先行研究で
定義づけている15）。透析治療に至った糖尿病腎症
患者は腎症と診断を受け、透析治療を受ける前か
ら主体的に自己管理を行っている様子が推察され
た。
　稲垣ら 4 ）は、糖尿病腎症患者と非糖尿病腎症患
者を比較し、透析前の自己管理状況の評価では、
糖尿病腎症患者は「自己管理の悪さ」が特徴であ
ったのに対し、非糖尿病腎症患者は「自己管理経
験なし」であったと述べている。糖尿病教育にお
いて糖尿病患者は血糖のモニタリングを行いなが
ら食事・運動の内容を調整し、検討するというフ
ィードバック機構を働かせ、療養を行うように指
導されている21）。したがって、糖尿病腎症患者に
とっての自己管理は、数値や家族に影響を受けて
いる受動的に行われる制限行動ではあるが、療養
方法として主体的に検査の数値を活用している可
能性がある。糖尿病腎症の場合は、治療法が血液
透析に移行しても自分なりに行っているセルフケ
ア方法に対する信念を持ち、透析導入前から行っ
てきた自己管理に対して自負心を持っていると考
える。特に糖尿病腎症患者においては透析治療と
なる前に行ってきた自己管理の方法、つまり自己
コントロール方法を理解し、看護援助を進めてい
く必要があると考える。
　 ２ ．「生活の様相」の【ソーシャルサポート】
における原因疾患別（糖尿病腎症・非糖尿病腎症）
および透析コントロール状態良好・不良との特徴
　分類【ソーシャルサポート】の＜具体的に助け
てくれる協力者の存在＞は手段的サポートに相当
し、＜気持ちをよせることのできる他者の存在＞
は情緒的サポートに相当すると考えられた。カテ
ゴリー＜具体的に助けてくれる協力者の存在＞は、
糖尿病腎症 6 件（75.0％）、非糖尿病腎症 5 件（83.3%） 
であり、カテゴリー＜気持ちをよせることのでき
る他者の存在＞は糖尿病腎症 5 件（62.5％）で、
非糖尿病腎症 5 件（83.3%）であり、糖尿病腎症、
非糖尿病腎症ともに手段的サポートと情緒的サポ
ートを得られている状態であった。
　また、コントロール良好・不良で見てみると、カ
テゴリー＜具体的に助けてくれる協力者の存在＞
ではコントロール良好 4 件（80.0%）、コントロー
ル不良 7 件（77.8％）であった。カテゴリー＜気
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持ちをよせることのできる他者の存在＞は、コン
トロール良好 5 件（100%）、コントロール不良 6
件（66.7%）であった。透析コントロール状態良好・
不良で、 4 件～ 7 件（62.5％～100％） でどちら
もほぼ手段的サポートと情緒的サポートが得られ
ている状態であった。
　＜生活を楽しく送ることを手助けしてくれる人
の存在＞はコントロール不良 5 件（55.6％）であ
った。この生活を楽しく送ることに関する［サブ
カテゴリー］は外出、旅行など遠出やライフイベ
ントや行事など、日常生活ではないハレの日にお
ける食事が、体重コントロール不良へ影響してい
ることが考えられた。看護者は、透析患者にとっ
ての＜生活を楽しく送ることを手助けしてくれる
人の存在＞というソーシャルサポートの存在が身
体的なコントロールへどのように影響を与えてい
るか把握し、アセスメントしていく必要性がある
と考える。
　また、野崎ら22）は、ソーシャルサポートの認知
が高い患者ほど一日体重増加量が多いと報告して
いることより、本研究の結果においてもコントロ
ール不良においてソーシャルサポートに関連する
カテゴリーの件数が多いという点で一致している。
一方、岡ら23）は、「家族と看護師のサポートが血
液透析患者の食事管理行動の遵守に有意に関連し
ている」と述べていることより、サポートを得ら
れている状態であってもその内容を吟味し、特に
＜生活を楽しく送ることを手助けしてくれる人の
存在＞は、透析コントロール不良状態になる可能
性が高いため、注意する必要がある。
　正木ら14）は透析ストレッサーとコーピング行動
を明らかにした研究でストレッサーと「家族や友
人の慰めや救いを求める」というコーピング行動
が弱い相関（ｒ＝0.28, p<0.001）を示したと報告
している。また体重増加率が高いものはストレス
認知が高かったと報告していることより、本研究
では、コントロール不良状態にある者は、コーピ
ング行動としての「家族や友人の慰めや救い」を
求め、家族や友人を頼りにし、ソーシャルサポー
ト源として認知している可能性があると考えられ
た。したがって、透析患者が認知しているサポー
ト量に着目するだけでなく、ソーシャルサポート
の内容や患者が周囲にサポートを求めるコーピン
グ行動としてのサポート認知にも目を向けてアセ
スメントを行い、対象者の理解につなげる必要性
が示唆された。
　 ３ ．「生活の様相」の【辛さ】と透析歴

　生活の様相における【辛さ】において＜血液透
析の管理に関する制限＞は透析歴 1 年未満の時期
から10年未満までの長い範囲でみられ、透析歴10
年以上はなかった。このことより、透析導入後10
年未満まで＜血液透析の管理に関する制限＞によ
る辛さは感じる可能性があり、透析歴が長い患者
の中にも慣れない辛さを抱えている者がいること
に留意すべきである。
　正木14）は透析歴 1 年未満では食事制限がストレ
スととらえられ、問題の大きさに対処しきれない
状況に遭遇した時に見られるようなコーピング行
動が多く、導入期の患者はそれまでの対処の仕方
では対応できない状況が想像できると述べている。
本研究の結果では、生活の様相の【辛さ】におい
てカテゴリー＜血液透析治療にしばられること＞
が透析歴 3 年から10年未満の群および10年以上の
群に見られたが、この時期は＜透析管理に関する
制限＞には慣れが生じ、よりよいQOLを追求する
方向で、臥床による身体的拘束や治療中心の日程
調整を辛いと感じる可能性がある。透析治療を重
ね、透析歴が長くなることで患者が感じる辛さの
内容と性質は変化していく可能性があることが示
唆された。
　 ４ ．「生活の様相」の【セルフサポート】と透
析歴
　セルフサポート内容のうち＜血液透析治療によ
って強まった自己欲求＞＜制限の中でも感じる幸
せ・希望＞は、 1 年未満から10年未満で血液透析
患者が用いているセルフサポートであった。また、
＜血液透析を続けるための使命＞＜信念に支えら
れている制限行動＞は透析歴 3 年以上10年未満で
用いられており、透析歴10年以上の長期透析患者
にも用いられていた。
　我々の先行研究では、【セルフサポート】は血
液透析治療を継続していくために、自分の中にあ
る力に気付き、自己支援として用いることと意味
づけている。本研究の結果からは、透析を始めて
10年までは、自己欲求や幸せ・希望を自己支援と
して用いる傾向にあり、 3 年以上の患者では使命
や信念によって自己を支えて生活している傾向が
あった。
　春木18）は長期透析患者の特徴として「感謝でき
る能力がある」として挙げており、原谷ら24）は、
透析の継続には制限に価値を見出すことが重要で
あると主張している。血液透析治療による時間的
拘束や食事制限、水分制限や体調の変化を招く、
辛い治療であっても、長期血液透析患者はそれら
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に価値を見出し、使命や信念として自己を支える
力にして血液透析を継続している状態が推察され
た。

本研究の限界と今後の展望
　本研究は、先行研究の「血液透析治療中の患者
の生活の様相」のカテゴリー単位で人数の割合を
比較して特徴を見出した。先行研究の質的記述的
研究において対象者はインタビューに応じ語るこ
とができ、インタビューによる心理的影響が少な
い対象者が選定された可能性がある。したがって、
心理状態が安定していた対象の結果であったと考
えられる。今後不安が強い患者や自己表現が難し
い患者を対象とした看護援助が望まれるため、生
活の様相として辛さや自己コントロール、ソーシ
ャルサポートを把握し、糖尿病腎症・非糖尿病腎
症患者、透析コントロール状態良好・不良患者、
透析歴の観点から複合的にアセスメントし、とら
えていく必要があると考える。
　また、調査が北陸地方の一施設に限られている
ことから生活の拠点として地域特性からの影響を
受けた可能性があり、対象者が少なく今回は特徴
を見るにとどまった。今後、地域特性を考慮した
調査施設の選定を行い、対象者を増して、血液透
析患者の生活の視点をもとにした糖尿病腎症・非
糖尿病腎症患者、透析コントロール状態良好・不
良患者、透析歴という要因がどのように影響して
いるか明らかにする必要がある。
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ウォーキング教室を介した
地域密着型健康増進活動の取り組み

― 活動の振り返りと今後の支援の在り方 ―
Community-based health promotion activities through the walking class
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要　　旨

　金沢大学医薬保健研究域附属健康増進科学センターでは、インターバル速歩を取り入れたウォーキング
教室を介した、地域の高齢者への健康増進行動支援活動を行っている。この活動の振り返りと今後の支援
について検討するため、質問紙調査を実施した。行動療法のABCモデルを参考に、参加者の教室におけ
る目標と、参加者の特性、行動、成果が関連するという調査枠組みを作成し、データの記述と分析を行っ
た。対象者は、教室における目標別に 6 つのグループに分類することができた。目標の内容に関わらず、
教室へ参加し健康状態の維持ができていることが明らかとなった。しかし、目標の設定と目標に対する自
己評価が適切に行えていない対象者がいることが示唆された。そのため、目標設定と目標に対する自己評
価が適切にできるような援助が必要である。
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はじめに
　金沢大学医薬保健研究域附属健康増進科学セン
ター（以下、センターとする）の活動の目的は、
国民の健康行動を支援する健康指標の提供、健康
増進技術の発信、人材の育成を行い、もって国民
の健康寿命の延伸に寄与することである。本セン
ターはアドバンストスキンケア学部門と社会連携
部門の 2 部門で構成される。アドバンストスキン
ケア学部門では皮膚の健康に着目した研究を、社
会連携部門では地域と連携した健康増進行動支援
活動を行ってきた。この健康増進行動支援活動の
目的は 2 点である。 1 点目は、地域住民の健康増
進行動の支援をすること、 2 点目は地域住民の健
康データを蓄積し、健康寿命の延伸のために活用
するシステムを作ることである。健康増進行動支
援活動として、市民公開講座、まちなか保健室の
運営、出張健康測定、サポーター養成講座、イン
ターバル速歩を取り入れたウォーキング教室を行
っている。これらの活動を通して、体組成、骨密
度、血圧、筋力の健康データを蓄積している。
　本報告では、センターの社会連携部門の健康増
進行動支援活動のうちインターバル速歩を取り入
れたウォーキング教室（以下、教室とする）につ
いて報告する。インターバル速歩とは、速歩きと
ゆっくり歩きを数分間ずつ交互に繰り返すウォー
キング法であり、2005年頃に信州大学で始められ
た。このウォーキング法は生活習慣病の予防 1 ）、
下肢筋力の向上 2 ）、熱中症予防 3 ）に有効であると
報告されており中高年が行うのに適している。こ
のように、インターバル速歩は健康寿命を延伸す

る目的に合致したウォーキング法であり、高齢者
を対象とした当教室に取り入れた。教室は、2010
年に研究活動として発足した。研究活動の終了後、
2012年からは参加者からの継続開催の要望に応え
る形で、定期的な教室（ 2 クール／年）を開始し
た。教室の定期開催を開始して 3 年が経過したた
め、ここで参加者の実態を明らかにすることで、
より参加者のニーズに即した支援を行いたいと考
えた。

教室の実際
　 1 ．教室の目標
　教室の目標は 3 点である。 1 点目は参加者の健
康の維持向上が出来ること、 2 点目は住民が主体
的に健康増進活動ができる、すなわち住民主体で
運営する運動教室となること、 3 点目は参加者の
健康データを蓄積し、そのデータを参加者のみな
らず広く住民の健康増進行動支援に活用すること
である。
　 ２ ．教室の運営
　発足時はセンタースタッフを中心として運営し
ていたが、2013年より徐々に、参加者と作る運営
へと移行してきた。現在は、センタースタッフと
参加者の代表で構成される運営協議会にて教室ス
ケジュールを決定している。また、教室実施日の
物品準備、進行は参加者の代表が主導している。

表 1 　測定会における身体測定項目・質問紙項目

身体測定項目

体組成
握力
足趾力
ファンクショナルリーチ
タイムアップ&ゴーテスト
骨密度

質問紙項目 記載時期 記載方式

健康調査票
体の状態チェック
教室における目標
QOL調査票
自己評価

初回
初回
初回
初回/最終
最終

選択
選択
自由記載
選択
選択/自由記載

教室実施日
スケジュール

火 金

13時 9 時 ・体育館・物品準備

14時 10時 ・血圧測定/健康チェック

・準備体操

・インターバル速歩

　ゆっくり歩き（ 3 分）⎫⎜⎬⎜⎭
5 セット

　速歩（ 3 分）

　ゆっくり歩き（ 3 分） クール
ダウン

14時45分 10時45分 ・整理体操

・ミニ講座※

15時 11時 ・体育館・物品後片付け

下線は参加者主体で行っている項目を示す
※ミニ講座の内容は健康に関する知識の提供（例：運動、栄養、
認知症に関すること）である。ミニ講座は実施する日としな
い日がある

図 1 　教室実施日のスケジュール
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参加者の募集方法は、主に開催地域の公民館や掲
示板などへの広報と、既に参加している者からの
紹介である。
　 ３ ．スケジュール
　春と秋の各クールは 3 か月間であり、それぞれ
初回測定会、週 2 回の教室、月 1 回の理学療法士
による運動指導と最終測定会、測定結果説明会を
行っている。各測定会における身体測定項目と、
質問紙項目を表 1 に示す。期間中は週 2 回の教室
を行っており、教室実施日のスケジュールを図 1
に示す。
　 ４ ．参加者の推移
　参加者数の推移を図 2 に示す。参加者総数と、
2012年春の教室以降に一度でも参加経験のある継
続参加者の割合がともに増加していることがわか
る。

報告の目的
　教室参加者の、教室における目標と特性・行動・
成果それぞれの実態を明らかにすることにより、
活動の振り返りと今後の支援の在り方を検討する。

調査方法
　 １ ．対象
　2014年秋の教室参加者のうち、初回と最終の測
定会に出席し、かつ測定結果説明会に出席した24
名に対して調査の趣旨、倫理的配慮について説明
を行い同意の得られた者を対象とした。
　 ２ ．調査枠組み
　行動療法のABCモデル 4 ）を参考に作成した本
調査の調査枠組みを図 3 に示す。ABCモデルは、
どんな刺激の後に行動が生じて、その結果何が起
きるかという関係を示すモデルであり、Anteced-

図 2 　参加者数の推移

※2012年春の教室以降に一度でも参加経験のある者

2012年
秋

2013年
春

2013年
秋

2014年
春

2014年
秋

2012年
春

0

5

10

15

20

25

30
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40

45

継続参加者※

新規参加者

人
数
（
名
）

図 3 　ABCモデルを参考に作成した調査枠組み

ABCモデルは、どんな刺激の後に行動が生じて、その結果何が起きるかという関係を示すモデルであり、Anteced-
ent, Behavior, Consequenceの頭文字をとって命名された。本調査ではABCモデルを参考に、参加者の特性と教室
における目標の実態、教室における目標と行動、成果の実態を調査した。
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ent, Behavior, Consequenceの頭文字をとって命
名された。本調査では、どのような特性を持った
参加者がどのような目標をもち、行動や成果に結
びついているのかの実態を明らかにするため、こ
の枠組みに基づき次の 3 つについて検討した。
　 １ ）参加者の特性と教室における目標の実態
　 ２ ）教室における目標と行動の実態
　 ３ ）教室における目標と成果の実態
　 ３ ．データ収集方法
　 １ ）参加者の特性
　初回測定会の質問紙から年齢、性別、身体状態
として治療中の疾患の有無、脳卒中・心臓病・が
んの既往、生活習慣として運動習慣の有無、飲酒
の頻度、生活習慣の改善意思、20歳からの10㎏以
上の体重増加の有無、精神状態として充実感の低
下・億劫感の有無を抽出した。
　 ２ ）教室における目標
　初回測定会の質問紙から、教室における目標の
自由記載を用いた。
　 ３ ）行動
　教室開催日全21日の出欠情報を用いた。
　 ４ ）成果
　客観的指標として身体測定データ、Quality of 
life（以下、QOLとする）データを、主観的指標
として自己評価を用いた。
　⑴　身体測定データ
　初回測定会と最終測定会の身体測定データから、
6 つの測定値を用いた。各項目の測定に用いた機
器と、基準値を表 2 に示す。Body Mass Index（以
下BMIとする）は体組成計で計測した値の中から
抜粋した。BMIが標準範囲内の者は普通体重とさ
れ 5 ）、標準範囲外では様々な疾患や健康上の問題

を引き起こすことが知られている。握力、足趾力
は左右 2 回ずつ測定し、 4 つの値のうち最も大き
い値を代表値とした。握力測定において、基準値
は筋力低下の目安とされる 6 ）。足趾力測定におい
て、基準値以下の者は基準値以上の者に比較し、
転倒のリスクが高いとされる 7 ）。Time Up and 
Go test（以下TUGテストとする）は、椅子に腰
かけた状態から立ち上がり、 ３ m先の目印を回っ
てから再び着座する時間を測定した。参加者には
一連の動作を「通常の歩行速度」と「最大の歩行
速度」で 1 回ずつ（計 2 回）行うよう指示した。
2 つの数値のうち小さい値を用いた。TUGテス
トにおいて、基準値より遅い者は転倒頻度が上昇
するとされる 8 ）。骨密度は右足の踵骨において 1
回測定した結果の判定区分を用いた。判定区分は
年齢別の骨梁面積率平均値に対する測定値の高低
を 5 段階で判定したもので、計測後に自動で算出
される。判定区分 1 は骨量が「十分多い」、判定
区分 5 は「少なめ、注意」とされる。ファンクシ
ョナルリーチは 2 回測定し、平均値を用いた。フ
ァンクショナルリーチ測定において、基準値以下
の者は基準値以上の者に比較し、転倒の危険が増
加するとされる 9 ）。
　⑵　QOLデータ
　初回測定会と最終測定会の質問紙からQOL評
価を用いた。QOL評価には、日本語版EuroQo １
質問票（臨床版）10）を用いた。EuroQo １ 質問票（臨
床版）は回答者自身の健康状態を 2 つの方法で調
査するものであり、まず「 5 項目法」により健康
状態を特定したうえで、次に「視覚評価法」とし
て温度計に似た線分を使って健康状態の評価を行
う。「 5 項目法」とは、移動の程度、身の回りの

表 2 　身体測定項目一覧

測定項目 測定機器 標準範囲

1 　Body Mass Index※ 業務用マルチ周波数体組成計
（MC−180，株式会社タニタ）

18.5㎏/㎡−25.0㎏/㎡

2 　握力 デジタル握力計
（グリップ−Ｄ　スメドレー式，竹井機器工業株式会社）

男性26㎏，女性18㎏

3 　足趾力 足趾力計測器
（チェッカーくん、日伸産業株式会社）

2.9㎏

4 　Time Up and Go test ストップウォッチ 8.5秒

5 　骨密度 超音波骨量測定装置
（BenusⅢ，株式会社石川製作所）

判定区分 1 ・ 2 ・ 3

6 　ファンクショナルリーチ リーチ計測器
（GB−210，オージー技研株式会社）

25㎝

※Body Mass Indexは体組成計で計測した値の中から抜粋した
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管理、ふだんの活動、痛み／不快感、不安／ふさ
ぎ込みの 5 項目の設問について、「問題はない（レ
ベル 1 ）」から「問題がある（レベル 3 ）」までの
3 段階の回答のうち最もよく当てはまるものを選
択するよう依頼し、その組み合わせから、完全な
健康を 1 、死亡を 0 とする値（以下、効用値とす
る）に換算する方法である。換算により、 3 の 5
乗、つまり243通りの健康状態を弁別することが
でき、これに「意識不明」と「死」を加えた健康
状態を示す。「視覚評価法」は想像できる最も良
い健康状態を100点、想像できる最も悪い健康状
態を 0 点として記載する方法である。対象者が自
己評価により記載した「 5 項目法」、「視覚評価法」
の評点から効用値と視覚評価点数をそれぞれ抽出
した。
　⑶　自己評価
　最終測定会における自己評価の点数評価と自由
記載を用いた。点数評価は「達成できた」を 1 点、
「達成できなかった」を 4 点とする 4 段階評価と
した。
　 ４ ．分析方法
　 １ ）教室における目標
　各参加者の教室における目標の自由記載の中か
ら、キーワードを抽出し分類した。分類には、健
康と生活の 5 領域（生物身体的領域、心理的領域、
社会的領域、行動的領域、スピリチュアル領域）11）

を参考とした。
　 ２ ）目標分類別の参加者の特性・行動・成果の
記述
　参加者の特性については、目標分類別に質問紙
各項目の人数を記述した。行動については、教室
開催日の出席率を算出し、目標分類別に記述した。
成果のうちの客観的指標・身体測定データについ
ては、各測定項目において初回と最終測定の結果
と基準値との関連を見た。 また、 客観的指標・
QOLデータについては、効用値と視覚評価点数の
分布を記述した。成果のうちの主観的指標につい
ては、最終測定会における自己評価の点数から、
「 1 達成できた、 2 ほとんど達成できた」の肯定
評価と「 3 あまり達成できなかった、 4 達成でき
なかった」の否定評価に分類した。さらに、自己
評価に関する自由記載からキーワードを抽出し、
初回測定会で記載した目標のキーワードと一致し
ているか否かを見た。なお、目標に対する自己評
価の点数記載がないものは除外した。
　 ５ ．倫理的配慮
　本研究は金沢大学医学倫理審査委員会の承認を

受けて実施した（No.566）。個人情報は個人を特
定できないよう符号化し、変換対応表を残すこと
による連結可能匿名化とした。分析データと対応
表は施錠された机に別々に保管し、漏洩・盗難・
紛失等が起こらないように厳重に管理した。
　身体測定や質問紙の記入は研究の有無にかかわ
らず毎回実施しているため、今回の研究に参加す
ることによる時間的・身体的制約はなかった。

結　　果
　対象者のフローチャートを図 4 に示す。対象者
全員に同意が得られ、データ分析対象者は24名で
あった。
　 １ ．教室における目標
 目標の記載は 1 人 1 個であった。対象者は教室
における目標別に身体的数値目標ありグループ11
名（45.8％）、身体的数値目標なしグループ 2 名（8.3
％）、 社会的グループ 1 名（4.2％）、 トータルグ
ループ 7 名（29.2％）、行動的グループ 2 名（8.3％）、
目標なしグループ 1 名（4.2％） の 6 つに分類さ
れた。身体的数値目標ありグループは「筋肉量を
増やす」「体重を減らす」といった身体的で数値
化が可能な目標をもつグループ、身体的数値目標
なしグループは「体力の維持・回復をする」とい
った身体的であるが数値化ができない目標をもつ
グループ、社会的グループは「参加者との対話を
する」といった社会的相互作用の目標をもつグル
ープ、トータルグループは「健康を維持する」「元
気ですごす」といった健康そのものを目標にもつ
グループ、行動的グループは「運動習慣をつける」

図 4 　対象者フローチャート
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表 3 　目標分類と参加者の特性

項目 カテゴリー
身体的

数値目標あり
身体的

数値目標なし 社会的 トータル 行動的 目標なし

（ｎ＝11） （ｎ＝ 2 ） （ｎ＝ 1 ） （ｎ＝ 7 ） （ｎ＝ 2 ） （ｎ＝ 1 ）
年齢，ｎ（％） 50−59 1（  9.1） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0）

60−69 3（ 27.3） 0（  0.0） 0（  0.0） 4（ 57.1） 1（ 50.0） 0（  0.0）

70−79 7（ 63.6） 2（100.0） 1（100.0） 3（ 42.9） 1（ 50.0） 0（  0.0）

80−89 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 1（100.0）

性別，ｎ（％） 男性 7（ 63.6） 2（100.0） 1（100.0） 2（ 28.6） 1（ 50.0） 1（100.0）

女性 4（ 36.4） 0（  0.0） 0（  0.0） 5（ 71.4） 1（ 50.0） 0（  0.0）

身体状態
治療中の疾患，ｎ（％）あり 5（ 45.5） 2（100.0） 1（100.0） 1（ 14.3） 2（100.0） 1（100.0）

なし 3（ 27.3） 0（  0.0） 0（  0.0） 3（ 42.9） 0（  0.0） 0（  0.0）

無回答 3（ 27.3） 0（  0.0） 0（  0.0） 3（ 42.9） 0（  0.0） 0（  0.0）

脳卒中の既往，ｎ（％）あり 1（  9.1） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0）

なし 10（ 90.9） 2（100.0） 1（100.0） 7（100.0） 2（100.0） 1（100.0）

心臓病の既往，ｎ（％）あり 1（  9.1） 0（  0.0） 1（100.0） 0（  0.0） 1（ 50.0） 0（  0.0）

なし 10（ 90.9） 2（100.0） 0（  0.0） 7（100.0） 1（ 50.0） 1（100.0）

がんの既往，ｎ（％） あり 3（ 27.3） 2（100.0） 0（  0.0） 2（ 28.6） 1（ 50.0） 0（  0.0）

なし 8（ 72.7） 0（  0.0） 1（100.0） 5（ 71.4） 1（ 50.0） 1（100.0）

生活習慣
運動習慣，ｎ（％） あり 3（ 27.3） 0（  0.0） 0（  0.0） 1（ 14.3） 1（ 50.0） 1（100.0）

なし 8（ 72.7） 1（ 50.0） 1（100.0） 5（ 71.4） 1（ 50.0） 0（  0.0）

無回答 0（  0.0） 1（ 50.0） 0（  0.0） 1（ 14.3） 0（  0.0） 0（  0.0）

飲酒の頻度，ｎ（％） 毎日 6（ 54.5） 1（ 50.0） 0（  0.0） 1（ 14.3） 0（  0.0） 0（  0.0）

時々 2（ 18.2） 0（  0.0） 0（  0.0） 2（ 28.6） 0（  0.0） 0（  0.0）

ほとんど飲まない
（飲めない）

2（ 18.2） 1（ 50.0） 1（100.0） 4（ 57.1） 2（100.0） 1（100.0）

無回答 1（  9.1） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0）

運動や食生活等の生
活習慣を改善してみ
ようと思うか，ｎ（％）

改善するつもりはない 2（ 18.2） 2（100.0） 0（  0.0） 2（ 28.6） 1（ 50.0） 1（100.0）

改善するつもり
（概ね 6 か月以内）

2（ 18.2） 0（  0.0） 0（  0.0） 3（ 42.9） 1（ 50.0） 0（  0.0）

近いうちに（概ね 1 か月
以内）改善するつもりで
少しずつ始めている

1（  9.1） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0）

既に改善に取り組んで
いる（ 6 か月未満）

0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0）

既に改善に取り組んで
いる（ 6 か月以上）

4（ 36.4） 0（  0.0） 1（100.0） 1（ 14.3） 0（  0.0） 0（  0.0）

無回答 2（ 18.2） 0（  0.0） 0（  0.0） 1（ 14.3） 0（  0.0） 0（  0.0）

20歳からの10㎏以上
の体重増加，ｎ（％）

あり 4（ 36.4） 0（  0.0） 0（  0.0） 4（ 57.1） 0（  0.0） 0（  0.0）

なし 7（ 63.6） 2（100.0） 1（100.0） 3（ 42.9） 2（100.0） 1（100.0）

精神状態
充実感の低下，ｎ（％）あり 0（  0.0） 1（ 50.0） 0（  0.0） 2（ 28.6） 1（ 50.0） 0（  0.0）

なし 11（100.0） 1（ 50.0） 1（100.0） 5（ 71.4） 1（ 50.0） 1（100.0）

億劫感，ｎ（％） あり 5（ 45.5） 2（100.0） 0（  0.0） 7（100.0） 1（ 50.0） 0（  0.0）

なし 6（ 54.5） 0（  0.0） 1（100.0） 0（  0.0） 1（ 50.0） 1（100.0）



― 62 ―

表 4 　目標分類と行動

身体的
数値目標あり

身体的
数値目標なし 社会的 トータル 行動的 目標なし

（ｎ＝11） （ｎ＝ 2 ） （ｎ＝ 1 ） （ｎ＝ 7 ） （ｎ＝ 2 ） （ｎ＝ 1 ）

平均出席率（%）
最大出席率（%）
最小出席率（%）

74.5
100.0
47.6

81.0
85.7
76.2

90.5
90.5
90.5

61.2
90.5
42.9

71.4
81.0
61.9

95.2
95.2
95.2

平均出席率（％）＝平均出席回数／全21回×100
最大出席率（％）＝最大出席回数／全21回×100
最小出席率（％）＝最小出席回数／全21回×100

といったライフスタイル行動の目標をもつグルー
プである。
　 ２ ．目標分類と参加者の特性（表 3 ）
　年齢では、身体的数値目標ありグループ、身体
的数値目標なしグループ、社会的グループで70－
79歳の割合が最多（63.6－100％）、トータルグル
ープで60－69歳の割合が最多（57.1％）、 行動的
グループで60－69歳と70－79歳がそれぞれ 1 名（50
％）、目標なしグループは80－89歳が 1 名（100％）
であった。性別では、身体的数値目標ありグルー
プ、身体的数値目標なしグループ、社会的グルー
プ、目標なしグループで男性の割合が女性より多
かった（63.6－100％）。治療中の疾患では、トー
タルグループのみで疾患なしの割合が疾患ありよ
り多かった（42.9％）。 なお無回答の者が身体的
数値目標ありグループで 3 名（27.3％）、 トータ
ルグループで 3 名（42.9％）であった。脳卒中の
既往、心臓病の既往、がんの既往では、どのグル
ープでも既往なしが最多であった。運動習慣では、
身体的数値目標ありグループ、社会的グループ、
トータルグループでなしの割合が最多（71.4－
100％）であった。飲酒の頻度では、身体的数値
目標ありグループで毎日飲酒する者の割合が最多
（54.5％）、社会的グループ、トータルグループ、
行動的グループ、目標なしグループではほとんど
飲酒しない者の割合が最多（57.1－100％） であ
った。生活習慣の改善意思では、身体的数値目標
ありグループ、社会的グループで既に改善に取り
組んでいる（ 6 か月以上）者の割合が最多（36.4
－100％）、身体的数値目標なしグループ、目標な
しグループで改善するつもりがない者の割合が最
多（100％）、トータルグループで改善するつもり
の者の割合が最多（42.9％）であった。20歳から
の10㎏以上の体重増加の有無では、トータルグル
ープのみでありの割合が最多（57.1％）であった。

充実感の低下の有無では、身体的数値目標ありグ
ループ、社会的グループ、トータルグループ、目
標なしグループでなしの割合が最多（71.4－100％）
であった。億劫感の有無では、身体的数値目標あ
りグループ、社会的グループ、目標なしグループ
でなしの割合が最多であった（54.5－100％）。
　 3 ．目標分類と行動（表 4 ）
　行動としての平均出席率は、目標なしグループ
で最も高く（95.2％）、トータルグループで最も低 
かった（61.2％）。最大出席率は81.0－100％、最
小出席率は42.9－95.2％であった。
　 ４ ．目標分類と成果
　 １ ）成果 －客観的指標・身体測定データ－（表 5 ）
　BMIが初回、最終の 2 つの測定結果のうち 1 つ
でも標準範囲を逸脱した者は、身体的数値目標あ
りグループで 2 名（18.2％）、トータルグループで 
3 名（42.9％）であった。握力が 2 つの測定結果
のうち 1 つでも基準値 5 ）以下であった者は、どの
グループにもいなかった。足趾力が 2 つの測定結
果のうち 1 つでも基準値 7 ）以下であった者は、身
体的数値目標ありグループで 4 名（36.4％）、 身
体的数値目標なしグループで 1 名（50％）、トー
タルグループで 4 名（57.1％）であった。TUGが
2 つの測定結果のうち 1 つでも基準値以下 8 ）であ
った者は、どのグループにもいなかった。骨密度
が 2 つの測定結果のうち 1 つでも判定区分 4 もし
くは 5 であった者は、身体的数値目標ありグルー
プで 2 名（18.2％）、トータルグループで 3 名（42.9
％）であった。ファンクショナルリーチが 2 つの
測定結果のうち 1 つでも標準値 6 ）以下であった者
は身体的数値目標ありグループで 2 名（18.2％）、
トータルグループで 1 名（14.3％）、 目標なしグ
ループで 1 名（100％）であった。
　 ２ ）成果 －客観的指標・QOLデータ－（図 5 ）
　 5 項目法の効用値（図 ５ A） は、0.200から
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表 5 　目標分類と成果（客観的指標・身体測定データ －基準値との関連－）

項　目 カテゴリー
身体的

数値目標あり
身体的

数値目標なし 社会的 トータル 行動的 目標なし

（ｎ＝11） （ｎ＝ 2 ） （ｎ＝ 1 ） （ｎ＝ 7 ） （ｎ＝ 2 ） （ｎ＝ 1 ）

BMI ※ 1 ，n（％）
握力，n（％）
足趾力，n（％）
TUG ※ 2 ，n（％）
骨密度，n（％）
ファンクショナルリーチ，n（％）

基準範囲外
基準値以下
基準値以下
基準値より遅い
判定 4・5
基準値以上

2 （18.2）
０ （  0.0）
４ （36.4）
０ （  0.0）
２ （18.2）
２ （18.2）

０ （  0.0）
０ （  0.0）
１ （50.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）

０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）

３ （42.9）
０ （  0.0）
５ （71.4）
０ （  0.0）
３ （42.9）
１ （14.3）

０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）

０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
０ （  0.0）
１ （100）

※ 1 　Body Mass Index、※ 2 　Time Up and Go test
各項目において、初回と最終測定の結果のどちらか 1 つでも基準を逸脱した者の数を示す

図 5 　目標分類と成果（客観的指標・QOLデータ）

A：効用値、換算表10）を用いて5項目法の選択を効用値に換算した。完全な健康が1、死亡が0とされる。
B：視覚評価点数、想像できる最も良い状態が100点、想像できる最も悪い健康状態が0点である。
データ収集時期の前は初回測定会、後は最終測定会である

表 6 　目標分類と成果（主観的指標 －自己評価とキーワードの一致－）

自己評価の
点数 キーワードの一致 ※ 1

身体的
数値目標あり

身体的
数値目標なし 社会的 トータル 行動的 目標なし

（ｎ＝11） （ｎ＝ 2 ） （ｎ＝ 1 ） （ｎ＝ 7 ） （ｎ＝ 2 ） （ｎ＝ 1 ）

肯定評価 ※ 2 一致，n（％）
不一致，n（％）

2 （18.2）
０ （  0.0）

１ （50.0）
０ （  0.0）

０ （  0.0）
１（100.0）

２ （28.6）
１ （14.3）

１ （50.0）
０ （  0.0）

０ （  0.0）
０ （  0.0）

否定評価 ※ ３ 一致，n（％）
不一致，n（％）

３ （27.3）
５ （45.4）

０ （  0.0）
０ （  0.0）

０ （  0.0）
０ （  0.0）

１ （14.3）
２ （28.6）

０ （  0.0）
０ （  0.0）

０ （  0.0）
０ （  0.0）

無回答 １ （  9.1） １ （50.0） ０ （  0.0） １ （14.3） １ （50.0） １（100.0）

※ 1 　初回測定会で記載した教室における目標のキーワードと、最終測定会で記載した目標に対する自己評価のキーワードが一致していたか否か
※ 2 　最終測定会で記載した目標に対する自己評価の点数が 1 達成できた、 2 ほとんど達成できなかった であった者
※ 3 　最終測定会で記載した目標に対する自己評価の点数が 3 あまり達成できなかった、 4 達成できなかった であった者
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1.000点の範囲に分布していた。 そのうち、0.800
以上の値であった者が22名（91.7％）であった。
視覚評価点数（図 ５ B）は、40－90点の範囲に分
布していた。
　 ３ ）成果 －主観的指標－
　目標に対する自己評価の点数と、目標と評価の
キーワードの一致の有無を表 6 に示す。身体的数
値目標ありグループで、否定評価でかつ目標と評
価のキーワードが一致していない者の割合が最多
（45.4％）であった。社会的グループで、肯定評
価でかつキーワードが一致していない者の割合が
最多（100％）であった。

考　　察
　 １ ．参加者の特性と教室における目標
　参加者の教室における目標は、健康と生活の領
域をもとにした 5 つのグループに分類された。中
川らの報告12）では、メタボリックシンドロームの
対象者に対する健康教室における行動目標設定へ
の支援の中で行動目標分析をしている。内容分析
の結果、対象者の目標は「運動」「食事」「飲酒」
「喫煙」「その他」と報告している。目標項目の
違いは、本研究におけるプログラム内容の違いが
理由のひとつと考える。本研究における対象者で
BMIが標準範囲外の者は 5 名（20.8％）であった。
すなわち、普段の生活において「健康」により関
心があり、生活習慣の改善に取り組んでいる者が
より多いことが考えられる。教室のメインプログ
ラムが「インターバル速歩を取り入れたウォーキ
ング」であることから、生活習慣の改善を超えた
さらなる健康を目標とする対象者が集まったと考
える。
　 ２ ．教室における目標と行動・成果
　本教室の目標は、参加者が体力や生活などの個々
の状況にあった目標を設定し、その目標に合わせ
た運動をすることで健康の維持向上ができること
である。そのため、 1 ．参加者それぞれが設定し
た目標を達成できたと感じているか、すなわち自
己評価はどのようであったか、 2 ．教室への参加
を通して健康の維持向上ができているかの 2 点に
ついて考察する。 1 ．自己評価に関して、身体的
数値目標ありグループで「達成できなかった」と
いう自己評価でかつ目標と評価のキーワードが一
致していない者の割合が多いという結果であった。
これは、実際に目標に対する成果が表れていない
ことのほか、評価が適切に行えていないことが考
えられる。阿部13）は、「【運動をする仲間】【運動

による成果の実感】【運動体験による満足感】と
いった要因は運動の継続を定着化させている」と
述べている。また、柴辻ら14）は、「自分の立てた
目標が達成できた」という成功体験の多い人ほど
自己効力が高いという結果が得られたことと、
Bandura 15）が提唱している自己効力理論から、具
体的な行動レベルの課題を目標として立案できる
ような援助が必要であると述べている。教室で仲
間とウォーキングを行い成果を実感し、満足感を
得ることで、教室への継続参加ができ現状の維持
ができる、ということが期待されることから、目
標設定とその評価は重要であるといえる。今後は、
教室の開始時にはその人に合った目標設定と目標
達成に向けた行動を一緒に考える支援、終了時に
は評価を適切に行う支援が必要と考える。 2 ．健
康の維持向上に関して、客観的指標・身体測定デ
ータで標準範囲を逸脱した者は、BMI、骨密度で
5 名（20.8％）、握力、TUGではおらず、足趾力
では 9 名（37.5％）、 ファンクショナルリーチで
3 名（12.5％）であった。また、効用値では22名（91.7
％）が0.800以上の点数であった。井出ら16）は、
効用値の平均は60歳代で0.87、70歳代で0.81、80
歳代で0.65と報告している。これらのことより、
約60－90％の対象者は標準範囲内もしくは同年代
の平均的な数値を維持できたといえる。一方、出
席率は61.2－95.2％であった。すなわち、目標の
内容に関わらず教室へ参加し、心身の健康維持が
できたといえる。教室への参加の92％を占める参
加者が60－79歳であり、身体状態の著しい向上を
目指すわけではないため、今後も教室への参加を
通して健康の維持ができることが重要と考える。
　 ３ ．研究の限界
　目標なしグループは該当者が 1 名であったため、
グループとしての傾向は分析できなかった。
　本調査は教室のすべての参加者に行ったもので
はないことから、教室の成果を反映しているもの
ではない。今後も継続した調査をすることにより、
教室の成果をより明らかにすることができると考
えられる。また、教室は限られた地域において行
われたものであるため、本結果が同様の教室にお
いて応用できるものではない。

結　　論
　健康増進科学センターのウォーキング教室を介
した地域の高齢者への支援活動の振り返りと今後
の支援の在り方を検討した。対象者は教室におけ
る目標別に ６ つのグループに分類できた。教室に
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おける目標に関わらず、身体状態が維持できてい
ることが明らかとなった。今後は、目標設定と目
標に対する自己評価が適切にできるような援助が
必要である。

利益相反
　本論文について、開示すべき利益相反はない。
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１ ．看護実践学会会則

（名　　称）
第一条	 本会は看護実践学会（Society of Nursing Practice）と称する。

（事 務 局）
第二条	 本会の事務局は、金沢大学医薬保健研究域保健学系看護科学領域（金沢市小立野 5 -11-80）に

おく。

（目　　的）
第三条	 本会は、看護の実践ならびに教育に関する諸問題について研究し、その発展に寄与することを

目的とする。

（会　　員）
第四条	 1 ．本会の目的に賛同し、入会手続きをした者を会員とする。

	 2 ．会長等、本会に貢献した会員で、理事会の承認ある者を名誉会員とする。
	 3 ．本会に入会した者は、所定の年会費を当該年度内に納入しなければならない。

（事　　業）
第五条	 本会の目的に賛同するために次の事業を行う。

	 1 ．看護に関する学術集会の開催
	 2 ．看護の実践ならびに教育に関する情報交換
	 3 ．学会誌の発行
	 4 ．その他、本会の目的達成のために必要な事業

（役　　員）
第六条	 本会に次の役員をおく。

	 1 ．理事長　 1 名
	 2 ．理事　　20名程度
	 3 ．監事　　 2 名
	 4 ．幹事　　若干名

（役員の職務）
第七条	 役員は次の職務を行う。

	 1 ．理事長は本会を代表し、会務を統括する。
	 2 ．理事は、理事会を組織し、会務を執行する。
	 3 ．監事は本会の会計および資産を監査し、その結果を総会において報告する。
	 4 ．幹事は幹事会を組織し、理事を補佐し本会の業務を処理する。

（役員の選出および任期）
第八条	 役員の選出は次のとおりとする。

	 1 ．理事及び監事は、役員会で選出した施設の長とする。
	 2 ．理事長は理事会の互選により選出する。
	 3 ．幹事は理事長が推薦する。
	 4 ．役員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。
	5  ．役員は、総会で承認を得る。
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（会　　議）
第九条	 1 ．本会に理事会、総会、幹事会、事務局会議の会議を置く。

	 2 ．理事会は理事長が招集し、その議長となる。理事会は毎年 4 回以上開催する。
	 3 ．理事会は理事の過半数の出席をもって成立する。
	 4 ．総会は委任状を含め会員の10分の 1 以上の出席がなければ開催することはできない。
	5  ．総会に出席できない会員は委任状をもって総会の出席とみなし、総会の議決権を行使した

とする。
	6  ．総会の議長は学術集会会長があたる。
	7  ．理事会、総会の議決は出席者の過半数の賛同によって決定し、可否同数のときは議長の決

するところによる。
	8  ．役員会は、理事長、理事、監事、幹事で構成され、理事推薦等を行う。
	9  ．幹事会、事務局会議は理事長あるいは幹事が随時召集する。

（委 員 会）
第十条	 1 ．本会には編集委員会を置き、学会誌発行のための投稿論文の査読等の業務を行う。
	 2 ．その他必要に応じて特別委員会等を設けることができる。
	 3 ．各委員会の委員長および委員は理事長が委嘱する。

（学術集会）
第十一条	 本会は学術集会を年 1 回学術集会長が主催して開催する。

（学 会 誌）
第十二条	 本会は年 1 回以上学会誌を発行する。

（研 修 会）
第十三条	 本会は必要に応じ研修会を開催する。

（会　　計）
第十四条	 1 ．本会の経費は、会費その他の収入をもってあてる。会計年度は 4 月 1 日に始まり翌年 3 月

31日でおわる。
	 2 ．本会の会費は年額5,000円とする。

（会則の変更）
第十五条	 会則の変更は、理事会、総会の承認を経なければならない。

（附　　則）
1 ．この会則は、平成19年 4 月 1 日から施行する。
2 ．本会は、石川看護研究会を学会に昇格し、看護実践学会と称する。
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２ ．看護実践学会誌投稿規定

１ ．投稿者の資格
　投稿者は会員に限る。共著者もすべて会員であること。ただし、看護実践学会から依頼した原稿につ
いてはこの限りではない。 

２ ．原稿の種類
１ ）原稿の種類は、原著、総説、研究報告、実践報告、その他であり、著者は原稿にそのいずれかを明

記しなければならない。 
原　　著：研究そのものが独創的で、新しい知見や理論が論理的に示されており、看護学の知識と

して意義が明らかであるもの。 
総　　説：看護学に関わる特定のテーマについて多面的に国内外の知見を集め、また当該テーマに

ついて総合的に学問的状況を概説し、考察したもの。 
研究報告：内容的に原著までに至らないが、研究結果の意義が大きく、看護学の発展に寄与すると

認められるもの。 
実践報告：事例報告、看護活動に関する報告、調査報告など。 
そ の 他：上記以外において編集委員会が適当と認めたもの。 

２ ）投稿原稿の内容は、他の出版物にすでに発表あるいは投稿されていないものに限る。 
３ ．倫理的配慮

人および動物が対象である研究は、倫理的に配慮し、その旨を本文中に明記する。投稿者所属の施設
もしくは研究参加者が所在する施設の研究倫理審査委員会で承認されていることが望ましく、研究倫理
審査承認番号を本文中に明記する。

４ ．投稿手続き
１ ）投稿時、投稿原稿は ３ 部；オリジナル原稿 １ 部とオリジナル原稿のコピー ２ 部（査読用なので著者

が特定できる部分、謝辞などを削除したもの）と原稿のデータを収めた電子媒体（USB、CDRの
いずれか。著者、表題、使用OS、使用ソフトウエアを明記）を添えて送付する。 

２ ）査読完了時、この時点での最終原稿のデータを収めた電子媒体（USB、CDRのいずれか。著者、
表題、使用OS、使用ソフトウエアを明記）を送付する。

３ ）掲載決定時（編集委員会を経て決定）、編集委員会からのコメント等を反映し、必要な修正を終え
た最終原稿を印刷したもの １ 部と最終原稿のデータを収めた電子媒体（USB、CDRのいずれか。
著者、表題、使用OS、使用ソフトウエアを明記）および誓約書ならびに同意書を添えて送付する。

４ ）原稿は封筒の表に「看護実践学会誌原稿」と朱書し、下記に書留郵送する。宅配便も可。 
　　〒920-0942　金沢市小立野 ５ 丁目11番80号
　　　　　　　　　金沢大学医薬保健研究域保健学系内
　　　　　　　　　看護実践学会編集委員会　委員長　大桑麻由美　宛

５ ．原稿の受付及び採否
１ ）上記 ４ − １ ）の手続きを経た原稿の、事務局への到着日を受付日とする。 
２ ）原稿の採否は編集委員会が決定する。編集委員会の判定により、原稿の修正及び、原稿の種類の変

更を著者に求めることがある。
３ ）受付日から ２ 週間以内に編集委員会で構成する査読責任者により査読者 ２ 名を指名する。査読者は

指名より ３ 週間以内に論文を審査する。 ２ 名査読者からの審査結果および査読責任者の審査結果が
揃い次第、結果を返送する。論文の再提出を求められた原稿は返送日（看護実践学会から発送した
日）から ２ ケ月以内に再投稿すること。 ２ ケ月以上を経過して再投稿された場合は、新規受付とし
て取り扱われる。査読は原則 ２ 回とする。

４ ）原稿の投稿後、査読結果の連絡は、E-mailで行う。連絡可能なE-mailのアドレスを投稿原稿表紙に
記載する。

６ ．英文のネイティブ・チェック
１ ）英文投稿のみならず、英文要旨、英文タイトルは投稿前にnative speaker（英語を母国語とする人）

による英文校正を受けたものを投稿する。
２ ）編集委員会からnative speakerによる英文校正を求めることがある。

７ ．著者校正
　　著者校正を １ 回行う。ただし、校正の際の加筆は原則として認めない。 
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８ ．原稿の枚数と記載について
　投稿原稿の １ 編は下記の文字にとどめる（図及び表を含める）ことを原則とする。その掲載料は無料
とする。なお、原稿の種類を問わず要旨は下記制限には含めない。

原 著　１編　　邦文	 約19,000字
	 英文	 約6,000語
研究報告　１編　　邦文	 約16,000字
	 英文	 約5,000語
そ の 他　１編　　邦文	 約13,000字
	 英文	 約4,500語

総 説　１編　　邦文	 約16,000字
	 英文	 約5,000語
実践報告　１編　　邦文	 約13,000字
	 英文	 約4,500語

　図表は仕上がり片段 ３ 分の １ の大きさで約400字に相当
９ ．利益相反
　　利益相反の有無については、文末に明記する。
10．著者負担費用

１ ）規定の文字数を越えた原稿には超過毎に超過料金を別途請求する。 
２ ）図・表はそのまま印刷できるものに限り無料とするが、製図を要する場合は実費請求する。 
３ ）写真のカラー印刷を希望する場合は実費請求する。 
４ ）掲載原稿については、印刷ファイル（pdf）の形で無料配布する。刷紙媒体で必要な著者は、別刷

希望部数を有料とする。
11．著作権

　著作権は、本学会に帰属する。最終原稿提出時、編集委員会より提示される著作権譲渡同意書に署名
し、同封すること。また掲載論文を投稿者の所属機関のリポジトリ等に収載する場合は、理事長の許可
が必要である。

12．原稿執筆の要領
１ ）所定の投稿原稿表紙（ホームページまたは学会誌最終頁に綴じこまれている）に、希望する原稿の

種類、表題、英文表題、５ 個以内のキーワード（英語とも）、著者名（英語とも）、所属（英語とも）、
図、表および写真の文字数、別刷希望部数（有料）、編集委員会への連絡事項および連絡先の住所、
氏名、電話番号などを付記する。（URL　http://www.kango-ji.com/）

２ ）英文投稿のみならず、英文タイトル、英文要旨は投稿前にnative speakerによる英文校正を受けた
ものを投稿する。

３ ）全ての原稿は、表紙、要旨、本文、文献、表・図の順に整える。図表は本文とは別に一括し、本文
原稿右欄外にそれぞれの挿入希望位置を指定する。

４ ）原著希望の場合は、英文・和文ともに400字程度の日本語要旨と250語程度の英文要旨をつける。 
５ ）英文論文の場合は、論文の種類を問わず、400字程度の日本語要旨をつける。
６ ） 原稿はＡ ４ 判横書き上質紙を用いて和文の場合は、35字×28行に書式設定をする。英文の場合は、

上下左右の余白を ２ ㎝とし、ダブルスペースで印字する。なお、和文の場合、読点は「、」、句点は
「。（全角句点）」とする。

７ ）論文の項目の区分は原則として下記の例に従う。 
大項目　無記号で上を一行開け、行の第 ２ 文字目に記す。はじめに、対象、方法、結果、考察、まと
め、 文献などが相当する。 英語で投稿の場合は、Introduction、Subjects、Methods、Results、
Discussion、Conclusion、Referencesなどである。 
小項目　 １ ．、 ２ ．として上下を空けずに行の第 ２ 文字目に記す。続いて １ ）、 ２ ）として行の第 ２ 字
目に記す。以下、⑴、①のレベルで記載する。

８ ）図、表及び写真はA４判用紙に １ 点ずつ配置する。図のタイトルは最下段左端に、表のタイトルは
最上段左端に、図 １ 、表 １ 、写 １ 等の通し番号とそのあとに全角スペース分あけてからタイトル名
をつける。 

①　表はそれ自体が結果のすべてを語る力をもっている。本文中での表の説明は要点を示すのにとど
め、本文中に表のすべての内容について論じる場合は，その表は不要である。

②　表の罫線は必要な横罫線のみにとどめ、縦罫線は原則使用しない。縦罫線の代わりにスペースを
設ける。

③　図表の説明文の記入位置は下部とする。
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　表 1 ．若年群と高齢群の誤差率

９ ）文献記載の方法
文献は引用順に配列し、本文の末尾に一括記載する。本文中の文献引用箇所には著者名や引用文
などの右肩に １ ）、 １ ）２ ）、 １ ）３ ）６ ）、 １ － ３ ）のように記す。参考文献は記載しない。
著者が ３ 名以上の場合は始めの ３ 名までを書き、あとは「他」または「et al.」を付け加える。
雑誌名は原則として省略しない。

　①　雑誌の場合………著者名：表題名， 雑誌名，巻（号），ページ，西暦年
例 １ ）勝田仁美，片田範子，蝦名美智子，他：検査・処置を受ける幼児・学童の覚悟と覚悟に

至る要因の検討，日本看護科学学会誌，21，12－25，2001
　 ２ ）Matsumoto M, Sugama J, Okuwa M, et al.：Non-invasive monitoring of core body tem-

perature rhythms over 72 h in 10 bedridden elderly patients with disorders of con-
sciousness in a Japanese hospital: a pilot study. Archives of Gerontology and Geriat-
rics，57（3），428－432，2013

②　単行本の場合……著者名：分担項目題名，編集者名，書名（版），発行所，ページ，発行地，
西暦年

例 １ ）侘美好昭：組織間質における体液と蛋白の交換， 天羽敬祐編，集中治療医学体系（第 ２
版），朝倉書店，37－46，東京，1988

③　訳本の場合……原著者名：分担項目題名，訳者名，書名（版），発行所，ページ，発行地，西
暦年

例 １ ）Mariah Snyder：看護介入の概観， 尾崎フサ子，早川和生監訳，看護独自の介入（初版），
メディカ出版， 2 －49，大阪，1996

④　On-line information…筆者名：タイトル，［オンライン，インターネットアドレス］，ホームペ
ージタイトル，入手年月日（月．日．年）

例 １ ）朝日新聞：北朝鮮、「よど号」容疑者を追放の用意　米に言及，［オンライン，www.asahi.
com/1009/news/international09001.html］，朝日新聞社，10． 9 ．2000

⑤　電子雑誌/オンライン版・DOI のある場合……著者名：表題名，雑誌名，西暦出版年. doi：
DOI番号xx,xxxxxx, 参照年月日（月．日．年）

例 １ ）Sanada H, Nakagami G, Koyano Y, et al.: Incidence of skin tears in the extremities 
among elderly patients at a long-term medical facility in Japan: A prospective cohort 
study, Geriatrics & Gerontology International, 2014. doi: 10.1111/ggi.12405, 1. 20. 2015 

10）利益相反
　　利益相反の有無は、原稿の末尾（文献の前）に記載する。

例 １ ）利益相反なし。
例 ２ ）本研究は〇〇の助成金を受けた。
例 ３ ）△△の測定は、〇〇からの測定装置の提供を受けた。

	 （2013年12月改訂）
	 （2015年 7 月改訂）
	 （2015年 ９ 月12日一部改訂し、実施する）
	 （2017年 ５ 月改訂）

難度 若年群 高齢群
n 平均（標準偏差） 信頼区間 n 平均（標準偏差） 信頼区間

低い 12 .05 (.08) [.02, .13 ] 18 .14 (.15) [.08, .24 ]
中程度 15 .05 (.08) [.02, .12 ] 14 .26 (.21) [.15, .28 ]
高い 16 .11 (.08) [.07, .18 ] 12 .17 (.15) [.08, .37 ]
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